
名古屋市自殺対策推進本部会議 次第 

日時：令和 4年 11 月 21 日（月）  

幹部会報告終了後   

場所：庁内 web 会議   

【議題】  

１ 自殺の現状について                                （資料 1）  

２ 令和 3年度における主な自殺対策事業の実施状況について  （資料 2） 

  ・令和 3年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況    （資料 2-1） 

３ 令和 4年度における主な自殺対策の取組みについて   （資料 3） 

  ・令和 4年度 主な自殺対策関連事業の取組みについて     （資料 3-1） 

  ・令和 4年度 自殺対策関連施策 実施予定一覧      （資料 3-2） 

４ 「いのちの支援なごやプラン(第 2次)(名古屋市自殺対策総合計画(第 2次))」(案)

について            （資料 4～7） 

５ その他 



自殺の現状について

名古屋市健康福祉局

資料１
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【参考】厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」の違いについて

区 分 厚生労働省「人口動態統計」 警察庁「自殺統計」

対 象 国内日本人のみ 国内日本人及び外国人

計上地点 自殺者の住所地 自殺者の発見地

調査時点

自殺、他殺あるいは事故死のいずれか不明のと
きは原因不明の死亡等で処理し、後日原因が判
明し、死亡診断書等の作成者から自殺の旨訂正
報告があった場合には、遡って自殺に計上

捜査等により、自殺であると判明した時点で、
自殺統計原票を作成し、自殺に計上

発 表 調査年の翌年6月に概数値、9月に確定値を公表 調査年の翌年1月に速報値、3月に確定値を公表



１．自殺者数の年次推移（本市・全国）【人口動態統計】

【本市】
〇令和3年の自殺者数は339人で前年比では22人（6.1％）減少した。
〇性別では男性が212人（前年比：-24人、10.2％減）で全体の62.5％、
女性が127人（前年比： +2人、1.6%増）で全体の37.5％となっている。
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【全国】
〇令和3年の自殺者数は20,291人で前年比では48人（0.2％）増加した。
〇性別では男性が13,508人（前年比：-80人、0.6％減）で全体の66.6％、
女性が6,783人（前年比：+128人、1.9％増）で全体の33.4％となった。
〇平成21年から10年連続で減少していたが、令和2年から20,000人を上回った。
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H9 336 229 107 15.6 23,494 15,901 7,593 18.8

H10 516 355 161 23.9 31,755 22,349 9,406 25.4

H11 486 333 153 22.4 31,413 22,402 9,011 25.0

H12 471 337 134 21.7 30,251 21,656 8,595 24.1

H13 453 309 144 20.8 29,375 21,085 8,290 23.3

H14 454 324 130 20.8 29,949 21,677 8,272 23.8

H15 493 340 153 22.5 32,109 23,396 8,713 25.5

H16 446 297 149 20.3 30,247 21,955 8,292 24.0

H17 479 342 137 21.6 30,553 22,236 8,317 24.2

H18 454 295 159 20.4 29,921 21,419 8,502 23.7

H19 412 280 132 18.4 30,827 22,007 8,820 24.4

H20 460 319 141 20.5 30,229 21,546 8,683 24.0

H21 492 360 132 21.8 30,707 22,189 8,518 24.4

H22 448 317 131 19.8 29,554 21,028 8,526 23.4

H23 479 337 142 21.1 28,896 19,904 8,992 22.9

H24 406 284 122 17.9 26,433 18,485 7,948 21.0

H25 446 291 155 19.6 26,063 18,158 7,905 20.7

H26 410 274 136 18.0 24,417 16,875 7,542 19.5

H27 388 263 125 16.9 23,152 16,202 6,950 18.5

H28 331 222 109 14.4 21,017 14,639 6,378 16.8

H29 350 242 108 15.1 20,465 14,333 6,132 16.4

H30 298 187 111 12.8 20,031 13,851 6,180 16.1

R1 305 210 95 13.1 19,425 13,668 5,757 15.7

R2 361 236 125 16.0 20,243 13,588 6,655 16.4

R3 339 212 127 14.6 20,291 13,508 6,783 16.5

本市 全国

自殺者数の年次推移

※自殺死亡率：人口10万人当たりの自殺者数
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２．自殺者数の月別推移【人口動態統計】

〇令和2年は10月が最も多く、3月が最も少なくなっており、コロナ禍に
おける緊急事態宣言や著名人の自殺の影響が考えられる。
〇令和3年は3月が最も多く、従前の傾向に戻っている。

※令和4年は1月～6月は概数値、7月～9月は速報値。
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令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計
令和4年 28 26 24 30 39 31 28 28 37 271
累計 28 54 78 108 147 178 206 234 271 ―
令和3年 32 28 42 21 25 28 29 30 31 28 21 24 339
累計 32 60 102 123 148 176 205 235 266 294 315 339 ―
令和2年 33 25 21 21 27 27 33 27 32 49 35 31 361
累計 33 58 79 100 127 154 187 214 246 295 330 361 ―
令和元年 31 29 34 29 22 21 29 23 26 24 25 12 305
累計 31 60 94 123 145 166 195 218 244 268 293 305 ―

３．年齢階層別の自殺者数【人口動態統計】
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〇令和3年は50歳代が70人と最も多く、次いで40歳代が56人、20歳代が
51人となっている。

４．年齢階層別の自殺死亡率【人口動態統計】
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＜総数＞

＜男性＞

＜女性＞

〇令和3年は50歳代が最も高く、次いで20歳代、30歳代となっている。
〇男性は50歳代が最も高く、女性は40歳代が最も高い。
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※厚生労働省「人口動態統計」より本市にて作成
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５．職業別の自殺者数【自殺統計】
〇令和3年は無職者が203人と最も多く、全体の53.3％を占めている。
〇無職者の中では、その他を除くと年金・雇用保険等生活者が47人と
最も多い。
〇被雇用者・勤め人の中では、サービス業従事者、販売従事者が多い。
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６．原因・動機別の自殺者数【自殺統計】

〇健康問題が184件と最も多く挙げられ、次いで経済・生活問題が
71件、家庭問題が67件となっている。
〇健康問題の中ではうつ病が86件と最も多く、全体の46.7％を占める。
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＜無職者内訳＞

＜被雇用者・勤め人内訳＞
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＜健康問題内訳＞

※警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計※警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計

※遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推測できる原因・動機
を、自殺者一人につき3つまで計上している。

4



７．年代別の原因・動機別自殺者の状況【自殺統計】（平成29年から令和3年の累計）

＜男性＞ ＜女性＞

＜総数＞＜総数＞
〇20歳未満では、「学校問題」（40.3％）が最も多く挙げら
れている。
〇20歳以上では、他の原因・動機に比べ、「健康問題」が最
も多く挙げられており、年齢が上がるにつれて増加傾向に
ある。
〇「勤務問題」は30歳代で最も多く、年齢が上がるにつれて
減少傾向にある。

〇「経済・生活問題」は60歳代で最も多く、次いで50歳代、
40歳代で多い。

〇「家庭問題」は50歳代で最も多く、次いで70歳以上で多
い。
＜男女別＞
〇「健康問題」は女性の方が割合が高い。
〇「勤務問題」、「経済・生活問題」については、男性の方
が割合が高い。
〇「家庭問題」、「男女問題」は女性の方が割合が高い傾向
にある。
〇「学校問題」は男性の方が割合が高い。

※警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計
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８．新型コロナウイルス感染症拡大下の自殺者の状況【人口動態統計】＜令和2年、令和3年の自殺者数増減率＞
（過去5年（平成27年～令和元年）平均との比較）

＜男性＞ ＜女性＞

＜総数＞
○コロナ禍前と比較して、主に20歳未満や20歳代において
増加している。
○40歳代、70歳代、80歳以上は、令和2年、令和3年共に
減少している。

＜男性＞
○20歳代は、令和2年、令和3年共に増加している。

＜女性＞
○20歳未満、20歳代、30歳代の若年層の増加が大きい。
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【年代別】
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８．新型コロナウイルス感染症拡大下の自殺者の状況【自殺統計】＜令和2年、令和3年の自殺者数増減率＞
（過去5年（平成27年～令和元年）平均との比較）

＜男性＞ ＜女性＞

7

【原因・動機別】

＜総数＞

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

令和2年増減率 令和３年増減率

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

令和2年増減率 令和３年増減率

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

令和2年増減率 令和３年増減率

＜総数＞
○コロナ禍前と比較して、不詳を除くと学校問題が最も増加
している。

＜男性＞
○男女問題は令和2年に増加しており、学校問題は令和2年、
令和3年共に増加している。

＜女性＞
○学校問題が令和2年、令和3年共に最も増加している。
○家庭問題、経済・生活問題、勤務問題、男女問題と、健康
問題以外の増加が見られる。

※警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計



９．都道府県・政令指定都市別の自殺死亡率【人口動態統計】

自殺死亡率
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全国（16.5）

名古屋市（14.6）

〇令和3年の自殺死亡率について、全国は16.5、愛知県は15.4、本市は14.6となっている。
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【自殺の現状 まとめ】

○令和2年で増加した女性の自殺者数が、令和3年においても引き続き増加している。

・令和3年の本市の自殺者数は男性が前年比で24人減少したが、女性は2人増加しており、令和元年との比較では32人増加している。

・令和3年の本市の女性における自殺者の原因・動機別で見ると、一番多いのは「健康問題」92件で、次に「家庭問題」45件、続いて

「経済・生活問題」と「男女問題」で10件となっている。

・女性の自殺の増加背景には、経済生活問題や勤務問題、ＤＶ被害や育児の悩み、介護疲れや精神疾患など、様々な問題がコロナ禍に

おいて深刻化しており、これらが影響を与えている可能性があるとの国の分析が出されている。

○令和2年で増加した若年層（39歳以下）の自殺者数が、令和3年においても引き続き増加している。

・令和3年の20歳未満の自殺者数は12名で前年比では同数、20～29歳は51人で前年比では3人増加、30～39歳は49人で前年比では

2人増加であり、若年層では5人の増加となっており、令和元年との比較では31人増加している。

中高年（40～64歳）は149人で前年比では6人の減少、高齢者（65歳以上）は78人で前年比では21人の減少となっている。

・令和3年の本市の若年層における自殺者の原因・動機別で見ると、一番多いのは「健康問題」で39件、次に「勤務問題」で28件、

続いて「経済・生活問題」で21件となっている。

コロナの終息もはっきりとは見通せない中、自殺対策においては、今後も引き続き予断を許さない状況が続くと思わ

れる。

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・職場の在り方の変化など様々な要因とその人の

性格傾向、家族の状況、死生観などが複雑に関係しているため、引き続きいのちの支援なごやプランに基づき、生きる

ことの包括的な支援として、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取り組みを推進するこ

とが必要である。

関係各局・機関で、引き続き緊密な連携を図り、保健、医療、福祉、教育、労働、法律その他の関係施策との連携に

よる総合的ないのちの支援を実施していく必要がある。

○令和3年の自殺者数は令和2年と比較して減少したが、コロナ禍前である令和元年より増加している。

・令和3年の本市の自殺者数は339人で前年比では22人減少しているが、令和元年と比較すると34人増加しており、コロナ禍前より増加

している。
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主な自殺対策事業の
実施状況について

令和3年度

名古屋市健康福祉局
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１ こころの絆創膏キャンペーン
自殺と深い関係があるとされるうつ病や不眠等についての啓発を目的として、自殺予防

週間及び自殺対策強化月間等に、様々な悩みに応じた相談窓口等を記載した携帯用絆創膏

（こころの絆創膏）を市内施設にて配布・設置。

また、啓発物品の配架および啓発パネルの展示による街頭キャンペーンを実施。

＜携帯型絆創膏（こころの絆創膏）の配布・設置＞

【協力施設】松坂屋名古屋店、三省堂書店名古屋本店、高等学校、ネイルサロン 等

【実施時期】令和3年9月10日（金）～16日（木）、令和4年3月

＜街頭キャンペーン＞

【実施時期】令和3年3月22日(火) 午前8時～午後6時30分

【配架場所】金山総合駅連絡橋イベント広場

【啓発物品】こころの絆創膏、周知カード、相談窓口一覧、

相談窓口一覧、ゲートキーパーハンドブック等

【そ の 他】地下鉄全駅に「こころの絆創膏」を配架

自殺の予防
自殺や精神疾患などの正しい知識の普及など自殺の危険が低い段階
で予防を図る

今回のキャンペーンでは、市内施設のご協力による携帯型絆創膏（こころの絆創膏）の配布・設置を

実施するとともに、感染対策に十分配慮した上で街頭キャンペーンを実施しました。

今後も、関係機関のご協力のもと、市民向けの啓発キャンペーンを実施していきます。

「こころの絆創膏」には、こころの悩みを抱えた人の「こころの傷（悩み）が小さいうちに、

人と人との絆（きずな）で手当てしたい」という思いを込めています。

今後の方針
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２ こころの健康フェスタなごや

地域住民のこころの健康づくりと精神疾患についての正しい理解の促進及び地域関係機関

のネットワーク強化を目的として開催。

【開催時期】令和4年2月18日(金)～3月21日（月）

【開催場所】オンライン配信

【内 容】心の健康に関するトーク番組

「話してみよう、こころの健康」

エクササイズ動画配信

【出 演 者】タレント 眞鍋かをりさん

精神科医 藤野智哉さん

ゲートキーパー 山本秀樹さん

司会 本多小百合さん

3

精神保健福祉センターが中心となって、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、会場ではなく、

オンラインでイベントを開催しました。こころの健康等をテーマとした著名人によるトークショーや

家族等で気軽に参加できるヨガ講座やダンスエクササイズ講座を動画で配信しました。

市民のこころの健康づくりへの関心を高めるため、今後も引き続き同趣旨のイベントを開催していきます。

今後の方針



３ 相談窓口の周知・啓発

自殺予防週間及び自殺対策強化月間等に、地下鉄車両に、ウェブサイト「こころの絆創膏」

や相談窓口等の周知を図る内容の広告を掲出。

また、ウェブサイト「こころの絆創膏」の閲覧を促すため、ディスプレイ広告、リスティ

ング広告を実施するとともに、Youtube、instagram、twitterにおいて動画広告等を配信。

その他、携帯用絆創膏（こころの絆創膏）を市立高等学校など市内施設にて配布・設置。

【実施時期】

○地下鉄 令和3年9月（扉ステッカー）、令和4年3月（ツインステッカー）

○web広告（ディスプレイ、リスティング、動画、バナー） 令和3年5月～令和4年3月

○絆創膏配布（こころの絆創膏キャンペーン） 令和3年9月、令和4年3月

今後も様々な広報媒体を活用し、幅広く周知・啓発ができるよう、効果的な広報に努めていきます。

今後の方針

地下鉄扉ステッカー（令和3年9月掲出）地下鉄ツインステッカー（令和4年3月掲出） ポスター
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４ ウェブサイト「こころの絆創膏」の運営

悩みに応じた相談機関(約190機関)の紹介、うつ病に関する知識や精神科医療に関する

問答を掲載したウェブサイト「こころの絆創膏－絆でまもるいのちのあかり－」を運営し、

うさじのフェイスブック等の情報発信による周知を実施。

また、令和4年3月に新たに、相談窓口検索やメンタルヘルスのセルフケア機能等を搭載した

「こころの絆創膏アプリ」を作成。

【ウェブサイト月平均アクセス件数】

令和3年度 23,633件

<参考>

令和2年度月平均アクセス件数 20,615件

令和元年度月平均アクセス件数 21,472件

引き続き、様々な広報媒体を活用した効果的な広報に努め、認知度向上を図るとともに、「こころの絆創

膏アプリ」によって、相談窓口検索の利便性の向上を図ってまいります。

今後も閲覧された方に有用な情報をお伝えできるよう、サイト内容の充実等について検討していきます。

今後の方針
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５ こころの絆創膏デー
子ども・若者の自殺予防を目的に、関係機関と連携して相談窓口を周知するとともに、「悩

んだ時は周囲に援助を求めよう」というメッセージを発信するため、キャンペーンサイトを開

設し、オンライン配信を実施。あわせてマンガコンテストを実施。

【日時】令和3年12月5日(日)～令和4年1月11日（火）

【内容】○子ども・若者を対象とした相談機関の紹介

○マンガコンテスト人気投票及び表彰

○著名人によるメッセージ配信

○中京大学生によるオンライン企画

○親子向けゲートキーパー講座 等

★参加・協力機関（51機関）

令和3年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、オンラインで実施しました。
「スマイル！マンガコンテスト」には全255作品の応募があり、入賞作品を掲載したカレンダーを
作成し、名古屋市立図書館、児童館等に配布しました。
今後も、子ども・若者への啓発と各種相談窓口の周知を進めていくために、企画内容の充実を図り、
魅力的なイベントを開催できるよう努めていきます。

今後の方針

子ども・若者総合相談センター、子どもの権利相談室「なごもっか」、なごやっ子SOS、子育て総合相談窓口、中央児童相談所、
なごや若者サポートステーション、障害者虐待相談センター、仕事・暮らし自立サポートセンター、がん相談情報サロンピアネット、

ハートフレンドなごや、消費生活センター、ジョイナスナゴヤ、法テラス愛知、法務局、愛知県弁護士会、愛知県司法書士会、

東海財務局、子ども家庭支援センターさくら、チャイルドラインあいち、CAPNA、名古屋いのちの電話、ソレイユプラザなごや、
ビフレンダーズあいち自殺防止センター、愛知県教育・スポーツ振興財団、PROUD LIFE、グリーフサポートあいちこどもの森、
性暴力救援センター日赤なごや なごみ、After the Rain、中京大学心理学部 他
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６ こころの絆創膏セミナー
子ども・若者の自殺対策推進のため、地域内の学校関係者等を対象に、学生に関する

自殺対策等についての情報共有及び意見交換を行うセミナーを開催。

【日 時】令和3年12月14日(火) 午前10時30分～午後5時

【会 場】名古屋大学東山キャンパスES総合館1階ESホール

【テ ー マ】「様々なかたちに変容しつつある若者たちの希死念慮」

【参加人数】 49名

【内 容】

講演：「子どもは何を病むか「かぐや姫症候群」

－児童思春期のうつ状態に関する考察－」

（講師）独立行政法人国立病院機構榊原病院 精神科医 山崎敏生さん

パネルディスカッション

(1)愛知教育大学 健康支援センター 長尾直代さん

テーマ：希死念慮を抱え込む学生への連携支援―事例を通して

(2)至学館大学 学生相談室 高島直子さん 河野貴和子さん

テーマ：至学館大学のコロナ禍における学生支援の取り組み

(3)豊橋技術科学大学 学生支援センター 佐藤容子さん

テーマ：豊橋技術科学大学における学生相談の実情と課題

今後もこうしたセミナーの開催等を通じ、子ども・若者の自殺対策の推進を図るとともに、

学生支援に携わる機関の連携を深めていきます。

今後の方針
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７ 心のサポーター養成研修

精神障害に関する地域住民等の理解や支えを促進するため、厚生労働

省がメンタルヘルス・ファーストエイドの考え方に基づいたメンタルヘ

ルスの初期対応法を普及するプログラムを用いた「心のサポーター養成

研修」を令和3年度から試行的に開始。

本市においても地域において精神保健に理解のある住民等を増やすた

めに令和3年度のモデル地域に応募し、採択されたため、厚生労働省と

の共催により「心のサポーター養成研修」を実施。

【対 象 者】地域住民及び在勤、在学又はその他市域で活動されている方

【日時・会場】令和4年2月5日（土）午前中 北生涯学習センター視聴覚室 20名

令和4年2月19日（土）午前中 高齢者就業支援センター大会議室 20名

【内 容】・「こころのピンチ」と「こころの病気」はどう違う？

・こころの病気の現状

・この行動は問題？それとも対処？

・こころの病気に気づく方法

・こころのサポーター4つのステップ

・聴き方ワーク

【そ の 他】受講無料。受講者には厚生労働省の認定証交付

令和4年度においても引き続き、国のモデル事業による研修会を実施（研修実施回数を年2回から

年4回へと拡充）し、「心のサポーター養成研修」を進めていきます。

今後の方針
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１ 人材育成（ゲートキーパー研修）
悩みを抱えた人を適切な相談につなげるための人材を幅広く育成するための研修を実施。

区分 内容 受講者数

医療関係者対象 かかりつけ医等心の健康対応力向上研修 51名

市職員対象
職場内人権研修、福祉コンシェルジュ研修、生活保護法施行
事務関係新任職員研修

3,174名

学校関係者対象 専門学校、高等学校生徒向け研修 1,863名

民間事業者等対象 名古屋市薬剤師会、司法書士会、全労働東海地協労働組合等 215名

地域団体等対象
民生委員児童委員、保健環境委員、障害者自立支援連絡協議
会、社会福祉協議会等

1,010名

一般市民対象
入門編、実践編、応用編、各区生涯学習センターにおける傾
聴等に関する講座、ゲートキーパー養成研修ウェブ学習 1,085名

計 7,398名

今後の方針

地域においてゲートキーパーの役割を果たすことのできる方を増やすことができるよう、新たに作成した
研修動画を活用するなど、様々な分野でのゲートキーパー養成を行っていきます。

自殺の防止 自殺の危険がある人のサインに気づき、自殺を防ぐ 9



２ 自殺ハイリスク者等支援事業
自殺未遂者やその家族等に必要な支援やケアが提供される支援体制を整備することを目的

として、自殺ハイリスク者等への対応等に関する研修会を実施するとともに、保健医療福祉等

の関係機関のネットワークを構築するための地域連携マニュアルを作成。

【自殺ハイリスク者等支援研修会】

・開催日 令和3年10月22日（金）午後2時00分～午後4時00分

・講 師 福岡大学精神医学教室講師/福岡大学病院精神神経科医局長 衞藤暢明さん

・演 題 自殺ハイリスク者を支えるために～コロナ禍における傾向と支援方法を中心に～

・参加者 199 拠点（オンライン開催）

【地域連携マニュアル】

・「地域連携マニュアル 常備薬 こころの絆創膏」の掲載情報を更新し、

各関係機関に配布。

【自殺未遂者向けリーフレット】

・自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人向けには相談機関の情報を、

家族等向けには対応方法や相談機関情報を掲載したリーフレットを

それぞれ医療機関等の関係機関において配布。

研修会は相談支援業務等に従事される方のニーズが高いため、リーフレットの配布等とあわせて、
より実務に活かせるような内容になるよう検討をしながら、引き続き実施していきます。

今後の方針
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３ こころの健康（夜間・土日）無料相談
医療機関への受診を迷っている方等を対象に、夜間及び土日に市内中心部（栄・名駅）

において、精神科医又は産業カウンセラー等によるメンタルヘルス相談を実施。

（毎月6回、各回2組ずつ、事前予約制）

健康
問題

家庭
問題

勤務
問題

経済
生活
問題

男女
問題

学校
問題

その
他

R3
電話 1,276 436 268 78 20 37 336

面接 132 61 40 10 2 7 22

R2
電話 955 337 164 67 22 26 318

面接 77 44 27 1 1 5 6

【相談内容（複数回答可）】

10～
30代

40～
60代

70代
以上

不明

43 57 8 5

26 37 4 1

【年齢階層別】

元年度 2年度 3年度

電話相談（延件数） 754 1,101 1,405

面接相談（延件数） 72 67 113

【相談件数実績】

年々電話相談の件数は増加しており、健康問題に関する相談以外にも様々な相談が寄せられています。

その中で、令和3年度には面接相談の回数を月4回から月6回へと拡充しました。

また、令和4年度より初回相談の時間を拡充するとともに、初回相談の方法に新たにLINE相談を加え、

必要に応じて面接相談へ繋ぐことができるよう、相談体制の充実を図りながら実施していきます。

今後の方針
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４ 新型コロナウイルスこころのケア相談
不安や緊張が強い、イライラする、眠れない、同じことを繰り返し考えるなど、新型コロナ

ウイルス感染拡大に伴う影響によるメンタルヘルスの不調に対応した電話相談を実施。

【対象】 市内に在住・在勤（学）の方 【日時】 平日午前8時45分～午後10時

【月別相談件数】

開始当初は感染に対する不安に関する相談が多く寄せられていましたが、時間の経過とともに、経営難

に伴う収入減への不安、職を失うことへの不安に関する相談も増えています。様々な悩みを抱える方々

のお気持ちを受け止め、また、必要な支援につながれるよう、相談体制の確保に努めていきます。

今後の方針

【年齢別相談件数】

区分 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代
80代
以上

不明 計

Ｒ３ 0 69 87 211 133 197 31 2 199 929

Ｒ２ 5 46 118 199 214 83 48 16 129 858

【性別相談件数】

区分 男性 女性 不明 計

Ｒ３ 424 505 0 929

Ｒ２ 387 469 2 858

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

Ｒ３ 37 90 75 59 99 95 63 59 52 70 115 115 929

Ｒ２ 116 103 66 85 73 51 64 30 52 82 70 66 858
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５ 思春期の精神保健相談
精神保健福祉センターにおいて、思春期に起こる様々な悩みを抱えている本人やその家族を

対象に、精神科医や臨床心理士による相談を実施。

【相談日】毎月第１・２木曜日、第３金曜日、第４水曜日

思春期は精神疾患の好発期でもあるため、引き続き早期に相談につなげて、適切な治療を促していきま
す。

【相談件数実績】

29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

相談件数（実件数） 35 53 49 44 55

【相談内容（複数回答可）】

学校関係 依存症 健康関係 気分の変動 その他

相談件数（実件数） 25 20 41 7 12

【年齢階層別】

～12歳 13～15歳 16～18歳 19～22歳 23歳～

相談件数（実件数） 8 19 21 7 0

※学校関係：不登校等 依存症：スマホ、ゲーム等 健康関係：摂食障害、発達障害、躁うつ病等

13

今後の方針



１ 自死遺族相談・自死遺族カウンセリング
大切な人の自殺は遺された人に非常に深刻な影響を及ぼすことから、遺された方への心の

ケアを実施。

【相談延件数】11件

【カウンセリング実施延回数】8回

自死遺族に対する支援 不幸にして自殺が起きてしまった後のご家族等への支援

日 時：毎月第3火曜日 午前10時～
定 員：1回につき2組
場 所：精神保健福祉センターここらぼ

自死遺族相談 自死遺族カウンセリング

「自死遺族相談」を利用した方のうち、
心のケアが必要な方に継続したカウンセ
リングを市内の心理相談室を設置する大
学へ委託実施。
（委託先大学：市内4大学）

２ 自死遺族向けリーフレット
自死遺族のための各種相談窓口や民間団体の連絡先など遺族等が必要とする支

援策に係る情報を掲載したリーフレットを八事斎場、第二斎場に配架。

また、死亡届の際に配布されるチラシに自死遺族相談の窓口情報を掲載。

サポートを必要としている遺族等に情報が届くよう周知に努めていきます。
また、自死遺族向けリーフレットについては、引き続き、斎場等で配架し、支援を必要とする方々に
情報が届くよう周知に努めていきます。

今後の方針
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞
（１）自殺の予防
①市民への啓発と周知

スポー
ツ市民
局

人権施策推
進室

なごや人権啓発セ
ンターの運営

市民一人ひとりが人権尊重の理念を理解・体得するための多様な
機会を提供するとともに、次代を担う子どもたちの発達段階に応
じた人権学習の場を提供する施設として、なごや人権啓発セン
ターの運営を行う。また、センター職員及び人権擁護委員による
人権相談（電話・面談）を実施。（人権擁護委員については、原
則毎月第1日曜日）

人権相談：144件
パネル展示、タッチパ
ネルPCを使用した人権
学習、図書・DVD等の閲
覧、貸出

人権相談：134件
パネル展示、タッチパ
ネルPCを使用した人権
学習、図書・DVD等の閲
覧、貸出

経済局 労働企画室 働き方改革の推進

企業に対し、働き方改革関連法への対応やワーク・ライフ・バラ
ンスに関するセミナーを開催するほか、専門家を派遣して、働き
方改革関連法への対応や生産性向上を目的としたテレワークの導
入等に関する助言を実施。
また、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる企業等
をワーク・ライフ・バランス推進企業として認証する。

セミナー開催：6回
専門家派遣：40企業
認証企業：188企業
（R3.3.31時点）

セミナー開催：4回
専門家派遣：10企業
認証企業：229企業
（R4.3.31時点）

スポー
ツ市民
局

消費生活課
名古屋市消費生活
フェア

愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会、法テラス愛知等の専門機
関による出展など、事業者団体・消費者団体・大学・行政が一体
となってイベントを開催。

パネル展示会：1月開催
オンライン展示会：1月
～3月開催

11月開催

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

市民向け情報誌
（ここらぼＮＡＧ
ＯＹＡ）の発行

精神保健福祉センター（ここらぼ）が行う事業や精神保健福祉関
係機関等の活動、施策に関するタイムリーな情報を掲載したり、
精神医学的な知識や技術に関する情報などを掲載することで、精
神保健福祉施策の推進を図る。

年2回発行
計5,800部

年2回発行
計5,600部

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

アディクション・
セッション

嗜癖問題に関する自助グループや支援機関等の活動内容の普及啓
発とともに社会的サポートの向上を図る。

新型コロナウィルス感
染拡大に伴い中止

会場での実施
参加者：116名
発表団体：1７団体

健康福
祉局

健康増進課
こころの絆創膏
キャンペーン

市内の主要駅構内等において、うつ病の症状の説明や相談機関等
を掲載した携帯用の絆創膏（こころの絆創膏）を配布する。

配布数：1,600個(9月)
※3月は新型コロナウイ
ルス感染拡大に伴い中
止

配布数：14,600個(9月)
　　　　6,800個(3月)
※協力施設にて配架・
配布

健康福
祉局

健康増進課
相談窓口の周知・
啓発

・自殺予防週間および自殺対策強化月間にあわせて、地下鉄や市
バスにウェブサイト「こころの絆創膏」等の周知を図るための広
告を掲出する。
・各種啓発冊子・啓発物品を作成し、配布する。

(地下鉄)
令和2年9月、令和3年3
月
(市バス)
令和2年9月、12月、令
和3年2月、3月

(地下鉄)
令和3年9月、令和4年3
月

健康福
祉局

健康増進課
インターネット広
告の実施

ウェブサイト「こころの絆創膏」の周知を図るため、リスティン
グ広告及びディスプレイ広告を実施する。

令和2年4～6月、8月、9
月、11月～令和3年1
月、3月

令和3年6月～令和4年3
月

健康福
祉局

健康増進課
スマイルデーなご
や

子ども・若者へこころの健康に関する啓発メッセージを伝えるこ
と、各種相談窓口の周知を目的としたイベントを開催する。あわ
せて、「悩んだ時に救われた一言」や「まわりへの感謝の気持
ち」等をテーマとしたスマイルマンガコンテストを実施する。

参加者数：7,287人 参加者数：5,869人

健康福
祉局

健康増進課 自殺予防講演会
広く市民を対象に、自殺と関係の深いうつ病等の予防についての
知識を広めることを目的とした講演会を開催する。

新型コロナウィルス感
染拡大に伴い中止

新型コロナウィルス感
染拡大に伴い中止

健康福
祉局

健康増進課
自殺予防教育用パ
ンフレットの作
成・配布

児童・生徒用こころの健康に関する啓発パンフレット及び解説書
を作成し、市立小・中・高・特別支援学校の児童・生徒、教員、
関係機関等に配布する。また、児童・生徒が発するSOSの受け止
め方について大人が理解を深めるための啓発パンフレットを保護
者に配布する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

こころの健康フェ
スタなごや

地域住民のこころの健康づくりと精神疾患への正しい理解の促進
及び地域関係機関のネットワーク強化を目的として開催。

実施（オンライン） 実施（オンライン）

健康福
祉局

健康増進課
ウェブサイト「こ
ころの絆創膏」の
運営

悩みに応じた相談機関の紹介、うつ病に関する知識や精神科医療
に関する問答を掲載したウェブサイト「こころの絆創膏」を運営
する。

月平均アクセス数：
20,615件

月平均アクセス数：
23,633件

健康福
祉局

健康増進課

いのちの支援広報
キャラクターによ
るSNSを活用した
情報発信

いのちの支援広報キャラクター「うさじ」のfacebookにおいて関
連情報を発信する。

実施 実施

03実績担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

健康福
祉局

健康増進課
自殺未遂者向け
リーフレットの作
成

自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人向け及び家族向けのリーフ
レットを作成し、医療機関、相談機関等に配布する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
他機関との連携に
よる相談窓口等の
周知

関係他課の発行する広報媒体への情報掲載や、民間企業・団体の
協力を得て、相談窓口等の周知を実施する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

自死遺族向けリー
フレットの作成

自死遺族等のための各種相談窓口や民間団体の連絡先等を掲載し
たリーフレットを作成し、遺族等が必要とする支援策にかかる情
報を提供。

実施 実施

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

名古屋市児童を虐
待から守る条例の
推進

「名古屋市児童を虐待から守る条例」によって児童虐待防止推進
月間として定める5月、11月を中心に、児童虐待防止の講演会、
オレンジリボンキャンペーンなどの広報・啓発等を実施。

・全国的な11月の月間
とともに、条例で定め
る本市独自の5月の児童
虐待防止推進月間にお
いて、幅広く広報・啓
発等を実施
・名古屋市社会的養育
施設協議会と共催で
「オレンジリボンキャ
ンペーン2020inイオ
ン」を実施
・子育て講座の動画を
作成
・一般市民向け啓発
リーフレットのほか新
小学校1年生向けリーフ
レットを作製・配布
・各区役所において5
月・11月の児童虐待防
止推進月間中の広報・
啓発を独自に企画・実
施
・主に若い世代に向け
て子育て支援アプリや
名古屋市公式ＬＩＮＥ
等の各種電子媒体を活

・全国的な11月の月間
とともに、条例で定め
る本市独自の5月の児童
虐待防止推進月間にお
いて、幅広く広報・啓
発等を実施
・名古屋市社会的養育
施設協議会と共催で
「オレンジリボンキャ
ンペーン2021inイオ
ン」を実施
・一般市民向け啓発
リーフレットのほか新
小学校1年生向けリーフ
レットを作製・配布
・各区役所において5
月・11月の児童虐待防
止推進月間中の広報・
啓発を独自に企画・実
施
・主に若い世代に向け
て子育て支援アプリや
名古屋市公式ＬＩＮＥ
等の各種電子媒体を活
用した広報・啓発を実
施

交通局 経営企画課

ウェブサイト「こ
ころの絆創膏」へ
のリンク（交通局
ウェブサイト）

交通局ウェブサイトのリンク集にウェブサイト「こころの絆創
膏」のリンク先を記載し、閲覧者への情報提供の一助とする。

実施 実施

教育委
員会

指導室
相談機関紹介カー
ド「あったかハー
ト」の配布

名古屋市立学校（園）の園児・児童・生徒に対して「ハートフレ
ンドなごや」を始めとする様々な相談機関の連絡先を掲載した紹
介カードを配布する。

実施 実施

教育委
員会

指導室
自殺予防に関する
小冊子の活用

自殺予防に関する小冊子「大切な人のいのちを守る！ゲートキー
パー読本」「うさじの気づき・傾聴ハンドブック」の活用を図る
※令和２年度からは小冊子「大切な人を支える！ゲートキーパー
ハンドブック」の活用

校内研修で実施 校内研修で実施

教育委
員会

指導室
自殺予防教育用Ｄ
ＶＤ活用

自殺予防教育において、健康福祉局作成のＤＶＤ「児童・生徒用
こころの健康に関する啓発映像　気付いてる？こころのＳＯＳ」
の活用を図る。

実施 実施

②ライフステージに応じた支援
■児童・生徒

観光文
化交流
局

国際交流課
（名古屋国
際セン
ター）

海外児童生徒教育
相談

家族の海外勤務による出国・帰国に際しての編入学等に関する相
談や、外国人児童・生徒の教育・生活に関わる相談。
相談日時：水・金・日曜日　相談言語：日本語・英語・ポルトガ
ル語・スペイン語・中国語・ハングル・フィリピノ語・ベトナム
語・ネパール語

相談件数：313件 相談件数：286件

健康福
祉局

健康増進課
スマイルデーなご
や

子ども・若者へこころの健康に関する啓発メッセージを伝えるこ
と、各種相談窓口の周知を目的としたイベントを開催する。あわ
せて、「悩んだ時に救われた一言」や「まわりへの感謝の気持
ち」等をテーマとしたスマイルマンガコンテストを実施する。

参加者数：7,287人 参加者数：5,869人

健康福
祉局

健康増進課
自殺予防教育用パ
ンフレットの作
成・配布

児童・生徒用こころの健康に関する啓発パンフレット及び解説書
を作成し、市立小・中・高・特別支援学校の児童・生徒、教員、
関係機関等に配布する。また、児童・生徒が発するSOSの受け止
め方について大人が理解を深めるための啓発パンフレットを保護
者に配布する。

実施 実施

03実績担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

- 2 -



令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

思春期の精神保健
相談

思春期の子どもやその家族等に思春期の心の問題に関する精神科
医による相談を実施。

相談者数：延べ44人 相談者数：延べ55人

子ども
青少年
局

子ども未来
企画室

子どもライフキャ
リアサポートモデ
ル事業

小学校から高等学校までの子どもが夢や目標に向かって自ら踏み
出せる力を身につけることができるよう、キャリアの専門家が学
校に常駐し、将来について考えるための情報や機会を提供し、子
どもや保護者からの相談に対応する。

平成30年度より実施す
る小・中・高各2校に加
え、令和2年9月からは
中学校8校を加え計14校
にて実施

小学校2校及び中学校10
校にて実施（高校2校は
教育委員会へ移管）

子ども
青少年
局

子ども未来
企画室

家庭訪問型相談支
援モデル事業

不登校、成績などさまざまな悩みを抱える子どもと保護者の孤立
化を防ぎ、悩みや不安を軽減するため、家庭訪問による相談や、
適切な関係機関等へつなぐ支援を行う。

765人を対象に支援を実
施

750人を対象に支援を実
施

子ども
青少年
局

子ども未来
企画室

子どもの権利擁護
機関の設置

子どもの権利を守る文化及び社会の形成をめざし、子どもの最善
の利益を確保するため、子どもの権利の侵害に対して、子どもや
保護者などからの相談・申立てや、自己の発意に基づき子どもの
権利の保障をはかる独立性が担保された第三者機関を設置・運営
する。

運営 運営

教育委
員会

子ども応援
室
指導室

キャリア支援モデ
ル事業

児童生徒の生涯を通じた発達を支援する「キャリア支援」を進め
るため、小・中学校の９年間を見通した支援の試行実施、高等学
校等における支援体制の充実、支援に係る基本方針の策定作業等
を行う。

実施 実施

教育委
員会

子ども応援
室

なごや子ども応援
委員会

市内11ブロックの中学校11校に、スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカー等の職員を配置した。また、上記11校に加
え、中学校73校をスクールカウンセラーを常勤的に配置する学校
とし、児童・生徒の心の問題に対応する。

相談等対応件数：延べ
37,211件

相談等対応件数：延べ
41,604件

教育委
員会

指導室
ナゴヤ子ども人生
応援サポーター事
業

高等学校12校及び特別支援学校高等部4校にキャリアコンサルタ
ントをサポーターとして1名ずつ常勤的に配置し、授業等でキャ
リア教育を実施するとともに、自己実現を目指す生徒に対しての
個別相談等を実施する。

実施
高等学校14校に変更
実施

教育委
員会

指導室
学習支援講師の配
置

きめ細やかな指導を通して、児童生徒の基礎・基本の定着、学習
に関する興味・関心の喚起を図るため、非常勤講師を配置する。

実施 実施

教育委
員会

指導室
相談機関紹介カー
ド「あったかハー
ト」の配布

名古屋市立学校（園）の園児・児童・生徒に対して「ハートフレ
ンドなごや」を始めとする様々な相談機関の連絡先を掲載した紹
介カードを配布する。

実施 実施

教育委
員会

子ども応援
室

スクールカウンセ
ラーによる相談

名古屋市立学校の児童・生徒（保護者）・教員の希望者に対して
臨床心理士の資格を有するスクールカウンセラーによる教育相談
を行う。

相談対応件数：12,378
件

相談対応件数：18,012
件

教育委
員会

指導室
学校生活アンケー
ト

名古屋市立学校（小・中学校）の児童・生徒（小４～中３）に対
して「hyper-QU（ハイパーキューユー）」を行い、児童生徒の心
の状態を把握し、きめ細やかな指導・支援に生かす。

６～７月と10～12月に
実施

５～６月中旬と10～11
月中旬に実施

教育委
員会

指導室
自殺予防教育説明
会・自殺予防教育
講演会

教職員に対して自殺予防教育説明会、自殺予防教育講演会を実
施。

中止
自殺予防教育講演会を
動画の配信により実施

教育委
員会

指導室
自殺予防に関する
授業の実施

名古屋市立学校（小・中学校・特別支援・高等学校）の児童・生
徒（小４～高３）が、子ども・若者向けこころの健康に関する啓
発パンフレット（「気づいてる？こころのＳＯＳ」）を用いて、
生活上の困難・ストレスに直面した時の対処法を学び、実際に活
用できるようにする。

各学期１回実施 各学期１回実施

教育委
員会

指導室
自殺予防に関する
小冊子の活用

自殺予防に関する小冊子「大切な人のいのちを守る！ゲートキー
パー読本」「うさじの気づき・傾聴ハンドブック」の活用を図
る。

校内研修で実施 校内研修で実施

教育委
員会

指導室
自殺予防教育用Ｄ
ＶＤ活用

自殺予防教育において、健康福祉局作成のＤＶＤ「児童・生徒用
こころの健康に関する啓発映像　気付いてる？こころのＳＯＳ」
の活用を図る。

実施 実施

教育委
員会

指導室
インターネット上
におけるいじめ等
防止対策

インターネット上の児童生徒に関する問題のある書き込み等を検
索・監視し、削除依頼等の対応やＳＮＳ等を活用した報告・相談
体制を試行的に導入することにより、多様な悩みや相談に対応。

実施 実施

事業名称 事業内容 02実績 03実績担当局 担当課室
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

教育委
員会

学校保健課
精神科学校医の配
置

子どものメンタルヘルス対応として、精神科学校医を配置し、全
市の児童・生徒を対象とした相談を実施。

市内4校に配置
対応件数：79件

市内4校に配置
対応件数：５0件

教育委
員会

学校保健課
精神保健に関する
研修会の実施

養護教諭に自殺の高リスク、自殺理解と対応等を含めた児童・生
徒の心理的問題を内容とした講演会を実施。

中止 実施

教育委
員会

学校保健課

「ストレスマネジ
メント」に関する
授業の指導資料集
の配信

こころの健康を保ち、友人関係や学習・進路等からのストレスに
適切に対処できるようにするための中・高校生対象の授業指導資
料集を配信。

実施 実施

■大学生等の学生

経済局 労働企画室
労働法の基礎に関
する出前講座

労働に関するトラブルへの対処法を学生のうちから身に着けられ
るよう、大学や短大などの教育機関が実施する働く上で必要な
ルール等を学んでもらうための研修等に社会保険労務士を派遣。

1回 1回

健康福
祉局

健康増進課
スマイルデーなご
や

子ども・若者へこころの健康に関する啓発メッセージを伝えるこ
と、各種相談窓口の周知を目的としたイベントを開催する。あわ
せて、「悩んだ時に救われた一言」や「まわりへの感謝の気持
ち」等をテーマとしたスマイルマンガコンテストを実施する。

参加者数：7,287人 参加者数：5,869人

健康福
祉局

健康増進課
こころの絆創膏セ
ミナー

子ども・若者の自殺対策推進のため、地域内の大学・短期大学関
係者を対象に、学生に関する自殺対策等についての情報共有およ
び意見交換を行うセミナーを開催する。

参加者数：34人 参加者数：54人

■様々な困難を抱える子ども・若者

経済局 労働企画室
なごやジョブサ
ポートセンター

幅広い求職者のニーズに合わせ、各自が自己理解に基づいた目標
設定ができるよう支援を行い、求人紹介や応募書類の作成、面接
トレーニングなど、個々に合わせたきめ細やかな就職相談から就
職定着支援までを行う。

相談件数：3,185件 相談件数：3,037件

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

ひきこもり地域支
援センターの運営

ひきこもり支援コーディネーターを3名配置し、ひきこもりの本
人や家族等の面接相談を行うとともに、関係機関との連携強化を
目的とした会議や研修の実施、パンフレットの発行や講演会など
ひきこもりに関する普及啓発を行い、ひきこもりの本人や家族へ
の支援の充実を図る。

実施 実施

健康福
祉局

地域ケア推
進課

名古屋市仕事・暮
らし自立サポート
センターの運営

生活困窮者自立支援法に基づき、生活に困窮している方が抱える
複合的な課題に応じた、個別的で継続的な相談支援を行う窓口と
して「仕事・暮らし自立サポートセンター」を市内３か所に設置
し、相談者の状況に応じた就労支援や家計再建に向けた支援を一
体的に実施する。また、対象者を早期に把握し適切な支援につな
ぐために、地域連携の推進やアウトリーチ支援の強化を図る。

新規相談：18,924件
（年間）

新規相談：12,097件
（年間）

子ども
青少年
局

青少年家庭
課

なごや若者サポー
トステーション事
業（厚生労働省事
業）

仕事に就いておらず、家事も通学もしていない若者のうち、職業
的自立に向けた取組みへの意欲が認められる者及びその家族に、
各種相談への対応、愛知県全域の各種支援情報の提供、独自プロ
グラムによるコミュニケーショントレーニングや社会活動参加プ
ログラムなど若者の就労について総合的な支援を行う。 本市は、
社会体験機会の提供や臨床心理士による専門相談等を実施する、
ジャンプアップ事業の委託を行うほか、設置場所の提供も行う。

相談件数：延べ2,636件 相談件数：延べ2,775件

子ども
青少年
局

青少年家庭
課

名古屋市子ども・
若者総合相談セン
ターの運営

名古屋市内に在住するニート、ひきこもりなど社会生活を営む上
で困難を抱える概ね39歳までの子ども・若者の相談を行い、その
子ども・若者の状況に応じた支援機関へつなぐとともに、セン
ターを核とした官民の支援機関等のネットワークにより、子ど
も・若者が最終的には就労など自立できるよう支援する。

面接相談件数：延べ
7,039件

面接相談件数：延べ
7,633件

子ども
青少年
局

青少年家庭
課

若年者自立支援ス
テップアップ事業

ひきこもりや若年無業者等、自立に悩みを抱える概ね15歳から39
歳までの若者とその保護者を対象に、市内２カ所に開設した「居
場所」を拠点とした、電話相談やカウンセリング、各種支援プロ
グラムやセミナー等の自立を目指した支援を行う。

電話等相談件数：延べ
1,323件
居場所利用者数：延べ
2,805名

電話等相談件数：延べ
1,242件
居場所利用者数：延べ
3,822名

■勤労者

経済局 労働企画室 労働相談
専任の労働相談員による労働条件や労働福祉など労働問題に関す
る電話、メール、面接相談を実施。

相談件数：437件 相談件数：374件

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

経済局 労働企画室
メンタルヘルス対
策に関する出前講
座

中小企業等が行う研修へ社会保険労務士等を派遣する出前講座を
実施。

0回 0回

経済局 労働企画室 働き方改革の推進

企業に対し、働き方改革関連法への対応やワーク・ライフ・バラ
ンスに関するセミナーを開催するほか、専門家を派遣して、働き
方改革関連法への対応や生産性向上を目的としたテレワークの導
入等に関する助言を実施。
また、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる企業等
をワーク・ライフ・バランス推進企業として認証する。

セミナー開催：6回
専門家派遣：40企業
認証企業：188企業
（R3.3.31時点）

セミナー開催：4回
専門家派遣：10企業
認証企業：229企業
（R4.3.31時点）

健康福
祉局

健康増進課
こころの絆創膏
キャンペーン

市内の主要駅構内等において、うつ病の症状の説明や相談機関等
を掲載した携帯用の絆創膏（こころの絆創膏）を配布する。

配布数：1,600個(9月)
※3月は新型コロナウイ
ルス感染拡大に伴い中
止

配布数：14,600個(9月)
　　　　6,800個(3月)
※協力施設にて配架・
配布

健康福
祉局

健康増進課
こころの健康（夜
間・土日）無料相
談

平日夜間および土日に市内中心部（栄・名駅）において、精神科
医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を
実施する。

電話相談（延件数）：
1,101件
面接相談（実件数）：
67件

電話相談（延件数）：
1,405件
面接相談（実件数）：
113件

■妊産婦

子ども
青少年
局

子育て支援
課

新生児乳児訪問指
導

概ね生後４か月児までの乳児のいるすべての家庭に保健師または
助産師による訪問指導時に、エジンバラ産後うつ病自己調査票を
活用し、産後うつ病の早期発見と予防を図るとともに、その際に
産後うつ病の予防につながる知識の普及啓発のためのリーフレッ
トを配付。

訪問件数：16,096件
EPDS実施数：15,496件

訪問件数：16,296件
EPDS実施数：14,957件

子ども
青少年
局

子育て支援
課

３か月児健康診査
３か月児とその親等に健康診査において、母親との面接を通し
て、抑うつ感情や食欲・睡眠状況等の健康状態を把握し、産後の
メンタルヘルスに関する支援を実施。

健康相談時の相談件
数：18,430件

健康相談時の相談件
数：17,064件

子ども
青少年
局

子育て支援
課

なごや妊娠ＳＯＳ
思いがけない妊娠等に悩む人及びその家族等が、孤立することな
く、必要な支援を受けることができるよう、助産師が電話やメー
ルによる相談を実施。

妊娠相談件数：延べ299
件（電話：100件、メー
ル199件）

妊娠相談件数：延べ187
件（電話：82件、メー
ル：92件、LINE：13
件）
※LINE相談はR3.10月よ
り開始

子ども
青少年
局

子育て支援
課

産後ケア事業
（30年度までは
モデル事業）

出産直後の産婦が、入院を要しない程度の心身の不調・育児不安
等により育児困難感がある場合に、産婦及び乳児に対して、助産
所等における宿泊または日帰りによる支援（母体ケア、乳児ケ
ア）を実施。

宿泊型：63組、353日
日帰り型：4組、11日

宿泊型：75組、440日
日帰り型：10組、28日

子ども
青少年
局

子育て支援
課

不育症・不妊症相
談支援事業

流産を繰り返すいわゆる習慣流産（不育症）や不妊症に関する正
しい知識を普及啓発するとともに、専門相談窓口を設置し、不育
症や不妊症に悩む女性の不安を軽減し、支援の強化を図る。（不
妊症に関しては令和元年7月より開始）

相談件数：112件 相談件数：56件

子ども
青少年
局

子育て支援
課

子育て世代包括支
援センターの取組
み

妊娠届出後、妊娠後期、出産直後の不安を感じやすい時期に、子
育て世代包括支援センターから電話、面接等の働きかけにより、
一人ひとりの状況確認や、今後の支援施策・子育てのコツ等につ
いての情報提供等を行う。

出産準備寄り添い支
援：12,271件
産後のリーフレットの
送付：18,634件

出産準備寄り添い支
援：14.437件
産後のリーフレットの
送付：18,184件

子ども
青少年
局

子育て支援
課

産婦健康診査

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、産後２
週間及び産後１か月の産婦に対し、健康診査にかかる費用を助成
することにより、産後の初期段階における母子を支援し妊娠期か
らの切れ目のない支援の充実を図る。

助成件数：29,134件 助成件数：29,775件

■高齢者

スポー
ツ市民
局

消費生活課
高齢消費者等見守
り支援講座

消費者被害に遭いやすい高齢者等を地域で見守る福祉関係事業者
などに対し金融トラブル、悪質商法など消費者問題に関する講座
を開催。

22回開催 4回開催

健康福
祉局

高齢福祉課
高齢者就業支援セ
ンターの運営

高齢者が人生の第二のステージにおいても社会の担い手として活
躍できるように就業に関する相談や情報提供、技能講習等を実施
し、就業を通じた社会参加を支援する。

延べ利用者数
（主な事業）
就業相談：3,856人
情報提供：456人
技能講習：790人
交流啓発：863人

延べ利用者数
（主な事業）
就業相談：6,893人
情報提供：28人
技能講習：2,680人
交流啓発：2,000人

健康福
祉局

高齢福祉課
高齢者福祉相談員
の活動

65歳以上のひとり暮らし高齢者、75歳以上の高齢者のみの世帯等
を訪問し、生活や健康等困り事の相談に応じ、必要な支援を行
う。

訪問世帯数：延べ
144,623世帯

訪問世帯数：延べ
133,982世帯

03実績

担当局 担当課室 事業名称

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績

- 5 -



令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

健康福
祉局

高齢福祉課
老人クラブ友愛活
動事業への助成

（訪問活動）65歳以上のひとり暮らし高齢者、75歳以上の高齢者
のみの世帯等に老人クラブの会員が訪問し、安否の確認を行うと
ともに、孤独感の解消のために話し相手となり、必要に応じて支
援を行う。
（サロン活動）近隣の概ね60歳以上の高齢者を対象に老人クラブ
の会員が、閉じこもりの防止のためにサロンを開催し、外出を促
進する。

訪問回数：延11,146回
開催回数：延781回
参加人数：延9,231人

訪問回数：延10,492回
開催回数：延641回
参加人数：延6,443人

健康福
祉局

高齢福祉課
高齢者福祉電話の
貸与

環境的に孤独な生活をしているひとり暮らし高齢者に福祉電話を
貸与し、ボランティアが安否の確認を行うとともに、相談に応じ
る。

貸与台数：697台 665台

健康福
祉局

高齢福祉課
家族介護者教室の
実施

在宅で高齢者の介護を行う家族に介護の知識や技術の向上を図る
ための講座を開催するとともに、介護者同士の交流を通じて心身
の疲労の軽減を図る。

開催回数：70回
参加者数：延べ826人

回数：93回
参加者数：1,220名

健康福
祉局

高齢福祉課
排せつケア相談支
援事業

在宅で高齢者の介護を行う家族にコールセンターで、高齢者の排
せつの介護についての困り事等の相談に応じる。また、いきいき
支援センター等の職員向け研修を実施し、排せつの介護の相談対
応力の向上を図る。

コールセンター相談件
数：452件
研修回数：4回
研修参加者数：計81名

コールセンター：421件
研修：4回
参加者：82名

健康福
祉局

高齢福祉課 福祉会館の運営
60歳以上の高齢者に健康相談や生活相談に応じるほか、健康づく
りや教養の向上等のための講座を開催し、高齢者の生きがいを高
めるとともに、交流の場を提供する。

利用人数：延べ39,739
人

利用者数：延べ70,807
人

健康福
祉局

高齢福祉課 鯱城学園の運営
60歳以上の高齢者の教養の向上を図り、生きがいを高め、社会的
活動への参加を促進するため、学園を運営する。

4コース　11専攻
定員　1,520人
（令和2年度は新型コロ
ナウイルスのため休
校）

4コース　11専攻
定員　1,520人
（令和3年度は新型コロ
ナウイルスのため休
校）

健康福
祉局

高齢福祉課 敬老パスの交付

65歳以上の高齢者に市バス・地下鉄等を無料で乗車できる乗車券
を交付することにより、高齢者の社会参加を支援し、もって福祉
の増進を図る。
令和4年2月より、名鉄、ＪＲ東海及び近鉄の鉄道の市内運行区
間、名鉄バス及び三重交通の路線バスの原則市内運行区間が利用
可能。
あわせて、有効期間内における利用上限回数を730回に設定。

交付数
315,140人

交付数
303,591人

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者の孤立防止
事業

65歳以上の在宅のひとり暮らし高齢者及び75歳以上の高齢者のみ
で構成される世帯のうち、一定の要件に該当する者を対象とし、
地域支援ネットワーク運営協議会の設置や地域支援ネットワーク
の構築により孤立の防止を図る。

見守りネットワーク構
築件数：485件

見守りネットワーク構
築件数：418件

健康福
祉局

地域ケア推
進課

認知症の方を介護
する家族への支援
事業

認知症の方を介護する家族にいきいき支援センター（地域包括支
援センター）において認知症に関する知識・介護方法の指導、精
神的な支援等を実施。

・家族教室：中止
・家族サロン：159回
1221人
・専門医による相談：
168回　260件　323人
・認知症サポーター養
成講座：288回　4,990
人

・家族教室：242回
　　　　　　1,195人
・家族サロン：281回
　　　　　　1,855人
・専門医による相談：
　268回　417件　494
人
・認知症サポーター養
成講座：422回　6,981

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者虐待相談セ
ンターの運営（高
齢者虐待相談支援
事業）

相談事業（法律相談や介護者・養護者のこころの相談など）、保
健福祉医療従事者に対する技能向上のための研修、高齢者虐待に
関する知識等の普及のための啓発事業、高齢者虐待防止に関する
調査研究及び情報収集を実施。

相談件数：302件 相談件数：291件

健康福
祉局

地域ケア推
進課

区高齢者虐待防止
ネットワーク支援
会議（高齢者虐待
相談支援事業）

処遇困難ケースについて、介護サービス事業者、行政関係者等で
構成する会議において、弁護士等のスーパーバイザーの助言のも
と介入・支援策の検討を行う。

93回 69回

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者虐待休日･
夜間電話相談窓口
の開設（高齢者虐
待相談支援事業）

土日･祝日･時間外の電話相談を実施することにより24時間･365日
の相談体制を確保。

相談件数：29件 相談件数：27件

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者短期入所
ベッド確保等事業
（高齢者虐待相談
支援事業）

家族等からの虐待により、緊急に高齢者を保護する必要が生じた
場合に備え、あらかじめ短期入所用ベッド等を確保するほか空床
活用の対応を行う。

利用者数：48人 利用者数：29人

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者の見守り支
援事業

高齢者の孤立死防止の取り組みを促進するため、見守り支援が必
要な65歳以上のひとり暮らしの方又は75歳以上の高齢者のみの世
帯を対象に市内29か所のいきいき支援センター（地域包括支援セ
ンター）に、専任の見守り支援員を各１人配置する。孤立しがち
な高齢者に対して個別のケースワークを行い、福祉・介護サービ
スなどの提供や、民生委員、地域住民、民間事業者などの連携に
よる見守りのネットワークの調整など、１人1人の状況にあわせ
た支援を実施する。また、対象者の安否確認や孤独解消のため、
ボランティアに協力いただき、定期的に電話をかける見守り電話
事業（いきいきコール）を実施する。

通報件数：442件 通報件数：448件

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
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健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者サロンの推
進

高齢者の方が、身近な場所で気軽に集まり、楽しくふれあいを深
めて交流できる場所であるサロンについて、開設及び運営に係る
相談や助成を実施。

高齢者サロン数：1,011
か所

高齢者サロン数：1,037
か所

健康福
祉局

地域ケア推
進課

いきいき支援セン
ター（地域包括支
援センター）

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、保健
師・社会福祉士・主任介護支援専門員などの専門職員が、健康・
福祉・介護などに関する総合相談等を行う。

相談件数：391,220件 相談件数：320,379件

③生きることの促進要因を増やす取り組み

スポー
ツ市民
局

男女平等参
画推進室

「イーブルなごや
相談室」女性のた
めの総合相談（男
女平等参画推進セ
ンター）

電話・面接による個別相談で、女性が日常生活の中で直面する悩
みや不安を受け止め、性別役割的な価値観等を捉え直しながら、
主体的な問題解決を目指す。

相談件数：3,814件 相談件数：3,555件

スポー
ツ市民
局

男女平等参
画推進室

名古屋市男性相談
家族や仕事、人間関係など、日頃なかなか打ち明けることのでき
ない悩みを抱える男性のための電話・面接相談を行う。

相談件数：155件 相談件数：163件

スポー
ツ市民
局

地域安全推
進課

再犯防止推進モデ
ル事業

起訴猶予処分となった者のうち、福祉的支援を必要とする高齢
者・障害者・若者を対象に、関係機関と連携して継続的な支援等
を実施。

令和元年度に引き続き
支援を実施。

-

スポー
ツ市民
局

人権施策推
進室

なごや人権啓発セ
ンターの運営

市民一人ひとりが人権尊重の理念を理解・体得するための多様な
機会を提供するとともに、次代を担う子どもたちの発達段階に応
じた人権学習の場を提供する施設として、なごや人権啓発セン
ターの運営を行う。また、センター職員及び人権擁護委員による
人権相談（電話・面談）を実施。（人権擁護委員については、原
則毎月第1日曜日）

人権相談：144件
パネル展示、タッチパ
ネルPCによる展示、図
書・DVD等の閲覧、貸出

人権相談：134件
パネル展示、タッチパ
ネルPCを使用した人権
学習、図書・DVD等の閲
覧、貸出

経済局 労働企画室 労働相談
専任の労働相談員による労働条件や労働福祉など労働問題に関す
る電話、メール、面接相談を実施。

相談件数：437件 相談件数：374件

経済局 労働企画室
なごやジョブサ
ポートセンター

幅広い求職者のニーズに合わせ、各自が自己理解に基づいた目標
設定ができるよう支援を行い、求人紹介や応募書類の作成、面接
トレーニングなど、個々に合わせたきめ細やかな就職相談から就
職定着支援までを行う。

相談件数：3,185件 相談件数：3,037件

スポー
ツ市民
局

消費生活課
消費生活相談「サ
ラ金・多重債務特
別相談」

自殺の一つの要因でもある多重債務問題に関して、消費生活セン
ターにおいて、愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会の協力を得
て、相談窓口を開設。

相談件数：210件 相談件数：171件

スポー
ツ市民
局

広聴課 法律相談の実施
民事一般の法的知識の提供、解決方法・救済手続き等の簡単な説
明など、弁護士による無料法律相談を実施。

相談件数：6,013件 相談件数：7,251件

観光文
化交流
局

国際交流課
（名古屋国
際セン
ター）

海外児童生徒教育
相談

家族の海外勤務による出国・帰国に際しての編入学等に関する相
談や、外国人児童・生徒の教育・生活に関わる相談。
相談日時：水・金・日曜日　相談言語：日本語・英語・ポルトガ
ル語・スペイン語・中国語・ハングル・フィリピノ語・ベトナム
語・ネパール語

相談件数：313件 相談件数：286件

観光文
化交流
局

国際交流課
（名古屋国
際セン
ター）

外国人行政相談

市政、行政に関する問題について、専門の相談員が相談や情報提
供に応じる。
相談日時：言語により異なる　相談言語：日本語・英語・ポルト
ガル語・スペイン語・中国語・ハングル・フィリピノ語・ベトナ
ム語・ネパール語

相談件数：1,018件 相談件数：898件

観光文
化交流
局

国際交流課
（名古屋国
際セン
ター）

外国人無料法律相
談

結婚・離婚、在留資格や労働問題等、日本で生活する上で生じる
法律上の問題について、専門家（弁護士）が無料で相談に応じ
る。
相談日時：土曜日（予約制）　相談言語：英語・ポルトガル語・
スペイン語・中国語

相談件数：232件 相談件数：202件

観光文
化交流
局

国際交流課
（名古屋国
際セン
ター）

外国人こころの相
談

外国人が日本の生活で抱く不安や悩みなどを解消するため、母国
で資格、経験のある相談員が通訳を介さずに相談に応じる。
○相談日時：言語により異なる（予約制）
○相談言語：英語・ポルトガル語・スペイン語・中国語

相談件数：465件 相談件数：535件

観光文
化交流
局

国際交流課
（名古屋国
際セン
ター）

ピアサポートサロ
ン

外国人が孤独や孤立感を感じながら精神的に不安定になることを
未然に防ぐため、仲間づくり、居場所、悩みを共有する場として
サロンを年3回程度開催する。
〇対応言語：英語・ポルトガル語・スペイン語・中国語等

年2回実施
参加者数：11名

年1回実施
参加者数：9名

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

03実績担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績
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観光文
化交流
局

国際交流課
（名古屋国
際セン
ター）

外国人の「心」と
「からだ」健康相
談会

心の相談や高齢者介護の相談等を多言語で総合的に対応するワン
ストップ型の相談会を、関係機関と連携して実施する。
○相談言語：英語・ポルトガル語・スペイン語・中国語・フィリ
ピノ語・ベトナム語

新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため中
止

新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため中
止

健康福
祉局

高齢福祉課
高齢者就業支援セ
ンターの運営

高齢者が人生の第二のステージにおいても社会の担い手として活
躍できるように就業に関する相談や情報提供、技能講習等を実施
し、就業を通じた社会参加を支援する。

延べ利用者数
（主な事業）
就業相談：3,856人
情報提供：456人
技能講習：790人
交流啓発：863人

延べ利用者数
（主な事業）
就業相談：6,893人
情報提供：28人
技能講習：2,680人
交流啓発：2,000人

健康福
祉局

高齢福祉課
家族介護者教室の
実施

在宅で高齢者の介護を行う家族に介護の知識や技術の向上を図る
ための講座を開催するとともに、介護者同士の交流を通じて心身
の疲労の軽減を図る。

開催回数：70回
参加者数：延べ826人

回数：93回
参加者数：1,220名

健康福
祉局

高齢福祉課
排せつケア相談支
援事業

在宅で高齢者の介護を行う家族にコールセンターで、高齢者の排
せつの介護についての困り事等の相談に応じる。また、いきいき
支援センター等の職員向け研修を実施し、排せつの介護の相談対
応力の向上を図る。

コールセンター相談件
数：452件
研修回数：4回
研修参加者数：計81名

コールセンター：421件
研修：4回
参加者：82名

健康福
祉局

高齢福祉課 福祉会館の運営
60歳以上の高齢者に健康相談や生活相談に応じるほか、健康づく
りや教養の向上等のための講座を開催し、高齢者の生きがいを高
めるとともに、交流の場を提供する。

利用人数：延べ39,739
人

利用者数：延べ70,807
人

健康福
祉局

高齢福祉課 鯱城学園の運営
60歳以上の高齢者の教養の向上を図り、生きがいを高め、社会的
活動への参加を促進するため、学園を運営する。

4コース　11専攻
定員　1,520人
（令和2年度は新型コロ
ナウイルスのため休
校）

4コース　11専攻
定員　1,520人
（令和3年度は新型コロ
ナウイルスのため休
校）

健康福
祉局

高齢福祉課 敬老パスの交付

65歳以上の高齢者に市バス・地下鉄等を無料で乗車できる乗車券
を交付することにより、高齢者の社会参加を支援し、もって福祉
の増進を図る。
令和4年2月より、名鉄、ＪＲ東海及び近鉄の鉄道の市内運行区
間、名鉄バス及び三重交通の路線バスの原則市内運行区間が利用
可能。
あわせて、有効期間内における利用上限回数を730回に設定。

交付数
315,140人

交付数
303,591人

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者の孤立防止
事業

65歳以上の在宅のひとり暮らし高齢者及び75歳以上の高齢者のみ
で構成される世帯のうち、一定の要件に該当する者を対象とし、
地域支援ネットワーク運営協議会の設置や地域支援ネットワーク
の構築により孤立の防止を図る。

見守りネットワーク構
築件数：485件

見守りネットワーク構
築件数：418件

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者虐待相談セ
ンターの運営（高
齢者虐待相談支援
事業）

相談事業（法律相談や介護者・養護者のこころの相談など）、保
健福祉医療従事者に対する技能向上のための研修、高齢者虐待に
関する知識等の普及のための啓発事業、高齢者虐待防止に関する
調査研究及び情報収集を実施。

相談件数：302件 相談件数：291件

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者虐待休日･
夜間電話相談窓口
の開設（高齢者虐
待相談支援事業）

土日･祝日･時間外の電話相談を実施することにより24時間･365日
の相談体制を確保。

相談件数：29件 相談件数：27件

健康福
祉局

地域ケア推
進課

高齢者の見守り支
援事業

高齢者の孤立死防止の取り組みを促進するため、見守り支援が必
要な65歳以上のひとり暮らしの方又は75歳以上の高齢者のみの世
帯を対象に市内29か所のいきいき支援センター（地域包括支援セ
ンター）に、専任の見守り支援員を各１人配置する。孤立しがち
な高齢者に対して個別のケースワークを行い、福祉・介護サービ
スなどの提供や、民生委員、地域住民、民間事業者などの連携に
よる見守りのネットワークの調整など、１人1人の状況にあわせ
た支援を実施する。また、対象者の安否確認や孤独解消のため、
ボランティアに協力いただき、定期的に電話をかける見守り電話
事業（いきいきコール）を実施する。

通報件数：442件 通報件数：448件

健康福
祉局

地域ケア推
進課

いきいき支援セン
ター（地域包括支
援センター）

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、保健
師・社会福祉士・主任介護支援専門員などの専門職員が、健康・
福祉・介護などに関する総合相談等を行う。

相談件数：391,220件 相談件数：320,379件

健康福
祉局

障害企画課

障害者虐待相談セ
ンターの運営（障
害者虐待相談支援
事業）

相談事業（法律相談や介護者・養護者のこころの相談など）、保
健福祉従事者に対する技能向上のための研修、障害者虐待に関す
る知識等の普及のための啓発事業、障害者虐待防止に関する調査
研究及び情報収集。

相談件数：255件 相談件数：320件

健康福
祉局

障害企画課

区障害者虐待防止
ネットワーク支援
会議（障害者虐待
相談支援事業）

処遇困難ケースについて、障害福祉サービス事業者、行政関係者
等で構成する会議において、弁護士等のスーパーバイザーの助言
のもと介入・支援策の検討を行う。

7回開催 6回開催

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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健康福
祉局

障害企画課

障害者虐待休日･
夜間電話相談窓口
の開設（障害者虐
待相談支援事業）

土日･祝日･時間外の電話相談を実施することにより24時間･365日
の相談体制を確保。

相談件数：12件 相談件数：31件

健康福
祉局

障害企画課

障害者短期入所
ベッド確保等事業
（障害者虐待相談
支援事業）

家族等からの虐待により、緊急に障害者を保護する必要が生じた
場合に備え、あらかじめ短期入所用ベッド1床を確保するほか空
床活用の対応を行うもの。

利用者数：2人 利用者数：8人

健康福
祉局

障害企画課
障害者差別相談セ
ンター

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づき、障害
者差別に関する相談を受け、関係機関と連携しながら、相談内容
にかかわる関係者間の調整などを行い差別の解消を図るととも
に、事業者・市民に対する啓発を行う。

相談件数：29件 相談件数：28件

健康福
祉局

健康増進課 精神保健福祉相談
保健センターにて毎週精神科嘱託医によるこころの健康相談を実
施するほか、精神保健福祉相談員等によるこころの健康に関する
相談・訪問指導を実施。

・保健所の精神保健福
祉相談数：延べ47,712
件

保健所の精神保健福祉
相談数：延べ38,727件

健康福
祉局

健康増進課
こころの健康電話
相談

こころの健康に関する電話相談を実施。 相談件数：1,826件 相談件数：1,618件

健康福
祉局

健康増進課
精神科救急情報セ
ンター

精神障害者及びその家族からの電話により緊急的な精神医療等の
相談に対応するとともに、精神科救急医療機関の案内等の受診援
助を行う。

相談件数：延べ5,766件 相談件数：延べ6,238件

健康福
祉局

健康増進課
精神障害者家族ピ
アサポート総合事
業

精神障害者の家族による家族ならではのピア相談及び家族同士の
繋がりを深める交流事業を実施。

相談件数
電話：1,883件
面会：785件

相談件数
電話：1,792件
面会：979件

健康福
祉局

健康増進課 社会適応訓練事業
就労が困難な精神障害者の社会経済活動への参加の促進に熱意の
ある事業所に委託して、精神障害者が社会生活に適応するために
必要な訓練を行う事業を実施。

利用者数：1名 利用者数：1名

健康福
祉局

障害企画課
福祉特別乗車券の
交付

精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方に、市営交通機関、ゆ
とりーとライン及びあおなみ線等を無料乗車できる福祉特別乗車
券を交付。

年度末所持者数：
24,916名

年度末所持者数：
25,728名

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

依存症相談
アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存で悩んでいる方やその
家族を対象にした相談を実施。

相談者数：延べ66人 相談者数：延べ145人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

依存症家族のつど
い

依存症相談を利用した家族を対象として、本人への接し方を学ん
だり家族同士の交流を目的としてつどいを実施。

5回開催
参加者数：21人

12回開催
参加者：86名

健康福
祉局

健康増進課 うつ病等家族教室
うつ病患者の家族等がうつ病等に関する正しい知識やうつ病患者
への接し方を学び、家族同士で交流する教室を開催する。

参加者数：延べ 36人 参加者数：延べ 33人

健康福
祉局

健康増進課
こころの健康（夜
間・土日）無料相
談

平日夜間および土日に市内中心部（栄・名駅）において、精神科
医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を
実施する。

電話相談（延件数）：
1,101件
面接相談（実件数）：
67件

電話相談（延件数）：
1,405件
面接相談（実件数）：
113件

健康福
祉局

健康増進課
暮らしとこころの
お悩み相談会

暮らしの法律問題やこころの健康に関する悩みを同時に相談でき
る無料相談会を実施する。

相談件数：7組（3月） 相談件数：8組（3月）

健康福
祉局

健康増進課
インターネット相
談事業

電話や面談による相談を苦手とする特に若年層の方に相談の機会
を提供するため、インターネットを利用した相談事業への助成を
実施する。

相談件数：延べ92件 -

健康福
祉局

健康増進課
いのちの電話相談
事業補助

社会福祉法人愛知いのちの電話協会における相談体制を支援する
ため、協会が実施する相談事業（電話相談・インターネット相
談）に要する経費に対して助成を実施する。

-

電話相談件数：12,800
件
インターネット相談件
数：45件

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

思春期の精神保健
相談

思春期の子どもやその家族等に思春期の心の問題に関する精神科
医による相談を実施。

相談者数：延べ44人 相談者数：延べ55人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

自死遺族相談 自死遺族を対象にしたこころの相談（面接）を実施。 相談者数：延べ7人 相談者数：延べ11人

健康福
祉局

障害者支援
課

名古屋市障害者基
幹相談支援セン
ター

障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ
るようにするため、障害者基幹相談支援センターを各区に設置
し、障害者（児）及びその家族等からの相談に応じ、必要な情報
の提供等の便宜を供与し、権利擁護のために必要な援助を行う。

相談件数：61,236件 相談件数：65,189件

健康福
祉局

健康増進課

精神保健に関する
保健センター保健
師における相談・
家庭訪問

地域における保健活動の一環として、保健センター保健師が関係
機関や関係職員と連携を図り相談･訪問を実施する。

相談件数：12,315件 相談件数：11,075件

健康福
祉局

健康増進課

名古屋市がん相
談・情報サロン
「ピアネット」の
運営

がん患者及びその家族等にピアサポーター等による相談、患者交
流会、地域のがん医療情報の提供。

相談等利用者数：3,519
件
患者交流会開催数：29
回
参加者数：延べ206人

相談等利用者数：3,976
件
患者交流会開催数：39
回
参加者数：延べ296人

健康福
祉局

健康増進課

難病訪問相談支援
事業・難病患者医
療生活相談事業・
難病保健活動研修

難病患者及びその家族等に保健センター保健師等による面接や家
庭訪問・患者交流会（集い）を実施し、患者や家族が抱える療養
上の悩みや相談に対応。

・難病訪問相談支援事
業相談件数：延べ4,582
件
・難病患者医療生活相
談事業（患者・家族の
集い）39回開催、延べ
205人

・難病訪問相談支援事
業相談件数：延べ4,631
件
・難病患者医療生活相
談事業（患者・家族の
集い）35回開催、延べ
180人

子ども
青少年
局

子育て支援
課

なごや妊娠ＳＯＳ
思いがけない妊娠等に悩む人及びその家族等が、孤立することな
く、必要な支援を受けることができるよう、助産師が電話やメー
ルによる相談を実施。

妊娠相談件数：延べ299
件（電話：100件、メー
ル199件）

妊娠相談件数：延べ187
件（電話：82件、メー
ル：92件、LINE：13
件）
※LINE相談はR3.10月よ
り開始

子ども
青少年
局

子育て支援
課

不育症・不妊症相
談支援事業

流産を繰り返すいわゆる習慣流産（不育症）や不妊症に関する正
しい知識を普及啓発するとともに、専門相談窓口を設置し、不育
症や不妊症に悩む女性の不安を軽減し、支援の強化を図る。（不
妊症に関しては令和元年7月より開始）

相談件数：112件 相談件数：56件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

なごやっ子ＳＯＳ

保護者、児童本人及び電話による相談を希望する者に児童虐待に
関することのみならず、子育てに関する悩みや不安に関する相談
を、電話により24時間・365日の体制で受け付ける電話相談事業
を実施する。

相談件数：5,370件 相談件数：5,583件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

児童相談所の体制
強化

被虐待児や虐待をした親への十分なケアを実施するなど、本市の
子どもの安全で健全な発達環境を保障していくために、児童福祉
司の増員など児童相談所の体制を強化。

・児童福祉司3人の増員
・相談受付件数：7,474
件

・児童福祉司7人、児童
心理司3人の増員
・相談受付件数：7,471
件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

社会福祉事務所に
おける児童虐待等
への機能強化

社会福祉事務所における子ども家庭相談の体制を強化し、児童虐
待などへの対応を拡充。

・児童虐待対応支援員
の配置：33人

・児童虐待対応支援員
の配置：39人

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

児童養護施設等に
入所している児童
及び退所した児童
への自立支援

児童の自立を支援するため、児童養護施設などの入所児童への学
習支援、児童養護施設などを退所する児童や退所した児童への就
労等の自立支援を実施。

・施設入所児童（中学
生）への学習塾等費用
の補助
・児童養護施設等退所
児童就労支援事業：実
施
・自立支援担当職員の
配置：12人

・施設入所児童（中学
生）への学習塾等費用
の補助
・児童養護施設等退所
児童就労支援事業：実
施
・自立支援担当職員の
配置：12人

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

社会福祉事務所に
おける女性福祉相
談

各社会福祉事務所に女性福祉相談員を配置し、様々な女性の相談
に応じる。

相談件数：延べ14,992
件

相談件数：延べ11,852
件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

配偶者暴力相談支
援センター業務

配偶者からの暴力被害者の保護等のため、被害者等からの相談、
自立支援等を行う。

相談件数：延べ1,009件 相談件数：延べ829件
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子ども
青少年
局

青少年家庭
課

なごや若者サポー
トステーション事
業（厚生労働省事
業）

仕事に就いておらず、家事も通学もしていない若者のうち、職業
的自立をはじめとした自身の将来に向けた取組みへの意欲が認め
られる者及びその家族に、各種相談への対応、愛知県全域の各種
支援情報の提供、独自プログラムによるコミュニケーショント
レーニング・社会活動参加プログラム、ジョブトレーニングなど
若者の就労について総合的な支援を行う。 本市は、設置場所の提
供、臨床心理士等専門相談やスキルアップ事業の委託を行う。

相談件数：延べ2,636件 相談件数：延べ2,775件

子ども
青少年
局

青少年家庭
課

名古屋市子ども・
若者総合相談セン
ターの運営

名古屋市内に在住するニート、ひきこもりなど社会生活を営む上
で困難を抱える概ね39歳までの子ども・若者の相談を行い、その
子ども・若者の状況に応じた支援機関へつなぐとともに、セン
ターを核とした官民の支援機関等のネットワークにより、子ど
も・若者が最終的には就労など自立できるよう支援する。

面接相談件数：延べ
7,039件

面接相談件数：延べ
7,633件

子ども
青少年
局

青少年家庭
課

若年者自立支援ス
テップアップ事業

ひきこもりや若年無業者等、自立に悩みを抱える概ね15歳から39
歳までの若者とその保護者を対象に、市内２カ所に開設した「居
場所」を拠点とした、電話相談やカウンセリング、各種支援プロ
グラムやセミナー等の自立を目指した支援を実施。

電話等相談件数：延べ
1,323件
居場所利用者数：延べ
2,805名

電話等相談件数：延べ
1,242件
居場所利用者数：延べ
3,822名

子ども
青少年
局

青少年家庭
課

青少年の居場所づ
くり

青少年が気軽に安心して過ごせる居場所を確保することで、人や
社会と関わりながら、自分らしく自主的に活動できるように支援
する。

実施 実施

子ども
青少年
局

子ども未来
企画室

社会福祉事務所に
おけるひとり親家
庭に対する相談

各区役所・支所に母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭の母
及び父子家庭の父並びに寡婦の生活一般や児童の養育に関するこ
と、職業能力の向上及び求職活動の支援に関すること、経済的支
援に関することなど総合的な相談・指導を行っている。
また、より身近なところでひとり親家庭の様々な相談に応じ、必
要な指導や支援を行うなどの相談体制を強化するため、母子・父
子自立支援員と連携して、家庭訪問等を行うひとり親家庭応援専
門員を配置している。

相談件数：28,750件 相談件数：27,921件

健康福
祉局
子ども
青少年
局

保護課
子ども未来
企画室

中学生の学習支援
ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学生を対象
に、学習及び進学の意欲を増進し、学習習慣を身につけさせる支
援を行う学習支援を実施。

参加者数：1,344人 参加者数：1,347人

教育委
員会

子ども応援
室

なごや子ども応援
委員会

市内11ブロックの中学校11校に、常勤の総合援助職、スクールカ
ウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の職員を配置した。
また、上記11校に加え、中学校99校に常勤の総合援助職又はス
クールカウンセラーを配置し、児童・生徒の心の問題に対応す
る。

相談等対応件数：延べ
37,211件

相談等対応件数：延べ
41,604件

教育委
員会

子ども応援
室

スクールカウンセ
ラーによる相談

名古屋市立学校の児童・生徒（保護者）・教員の希望者に対して
臨床心理士の資格を有するスクールカウンセラーによる教育相談
を行う。

相談対応件数：12,378
件

相談対応件数：18,012
件

教育委
員会

学校保健課
精神科学校医の配
置

子どものメンタルヘルス対応として、精神科学校医を配置し、全
市の児童・生徒を対象とした相談を実施。

市内4校に配置
対応件数：79件

市内4校に配置
対応件数：５0件

教育委
員会

生涯学習課
講座の開催（生涯
学習センター）

市民が生き生きと前向きに生活できるような生きがいづくりを推
進するために、学び始めたり、学びを継続したり、学びの成果を
社会へ還元したりする生涯学習のきっかけとなる講座やイベント
を開催する。

実施 実施

教育委
員会

生涯学習課

イベント（心の健
康、いきがいづく
り）の開催（生涯
学習センター）

市民が元気に生き生きと前向きに生活できるようにするために、
心と健康や命の大切さ、いきがいづくりなど幅広い内容で随時開
催する。

実施 実施

（２）自殺の防止
①自殺対策を支える人材の育成

健康福
祉局

健康増進課

いのちの支援人材
育成等事業
（ゲートキーパー
研修）

一般市民向けの研修のほか、専門的な様々な分野の方を対象とし
た研修会・講演会を開催する。

参加者数：1,603人 参加者数：1,150人

健康福
祉局

健康増進課
ゲートキーパー研
修講師派遣事業

幅広い層にゲートキーパー研修を受講してもらえるよう、民間事
業者などが開催する研修へ講師の派遣を実施する。

参加者数：251人 参加者数：2,242人

健康福
祉局

健康増進課
学校関係者等への
研修講師派遣

主に子ども・若者の自殺対策に関する知識等の向上を図ることを
目的として開催される研修会等への講師派遣を実施する。

実施なし 参加者数：575人

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

健康福
祉局

健康増進課 傾聴講座
生涯学習センターにおいて、一般市民を対象に、傾聴等に関する
講座を開催し、身近な人への見守りや、自殺対策等への関心を高
める機会を提供する。

参加者数：8人 参加者数：9人

健康福
祉局

健康増進課
市職員・関係職員
の人材育成事業

市職員および関係職員への研修を実施するほか、イントラネット
上で自殺対策に関する研修資料を掲載するなど、市職員等の自殺
に関する理解を深める。

参加者数：3,127人 参加者数：3,174人

健康福
祉局

健康増進課
かかりつけ医等心
の健康対応力向上
研修

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関する適切な診
療の知識・技術および精神科医等の専門医との連携方法等を習得
するための研修を実施する。

参加者数：50人 参加者数：51人

健康福
祉局

健康増進課

いのちの支援人材
育成等事業
（自死遺族支援セ
ミナー）

自死遺族に寄り添うために自死遺族の心情やいきづらさ、留意し
た方が良いこと等について学ぶセミナーを実施する。

参加者数：36人 参加者数：31人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

いのちの電話相談
員メンタルケアサ
ポート事業

ボランティアで相談に従事するいのちの電話協会電話相談員の心
理的負担の軽減を図り安定した相談を行えるよう臨床心理士によ
る相談員のメンタルケアを実施。

利用者数：延べ7人 利用者数：延べ11人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

精神保健福祉関係
職員研修

保健センターに勤務する精神保健福祉相談員や保健師等を対象と
し、業務上必要な基本的知識の理解及び援助技術の習得を図るた
めの研修を実施。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

思春期精神保健関
係者研修

思春期に起こりがちな心の健康に関する諸問題を主な内容とし、
保健センター職員や高等学校教員を対象に、専門職として資質の
向上を図るために研修を実施。

年2回実施
参加者数：延べ73人

年1回実施（ハイブリッ
ト形式）
参加者数：延べ43人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

薬物問題関係者研
修

薬物問題にかかわる保健センター職員をはじめ関係機関職員を対
象とし、薬物問題の相談技術の向上とともに、ネットワークづく
りをめざし研修を実施。

依存症基礎講座へ変更
年4回実施
参加者数：延べ73人

依存症基礎講座へ変更
3回開催
開催方法：
1、2回目オンラインと
会場でのハイブリット
形式
3回目会場のみ
参加者：延べ105人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

アルコール問題関
係者研修

アルコール問題にかかわる保健センター職員をはじめ関係機関職
員を対象とし、アルコール問題の相談技術の向上とともに、ネッ
トワークづくりをめざし研修を実施。

依存症基礎講座へ変更
年4回実施
参加者数：延べ73人

依存症基礎講座へ変更
3回開催
開催方法：
1、2回目オンラインと
会場でのハイブリット
形式
3回目会場のみ
参加者：延べ105人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

災害時精神医療活
動研修

関係機関職員を対象とし、大規模自然災害等の発災時等に精神医
療機関の支援、被災者の心のケアができるよう研修を実施。

年1回開催
参加者数：8人

年1回オンライン開催
参加者数：11人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

精神保健福祉に関
する技術援助

保健センター、区役所及び関係機関職員に対し専門的立場から技
術指導及び技術援助を行う。個別事例への助言や講師派遣などを
実施。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

認知行動療法普及
研修

市域の医療従事者を対象として、認知行動療法の普及とうつ病患
者等への治療の質の向上を図るための研修を実施。

年1回実施
参加者数：38人

年1回オンライン実施
参加者数：24人

健康福
祉局

保護課 新任職員研修

各区生活保護法施行事務関係新任職員（主に地区担当員）に精神
疾患についての一般的な知識や精神障害者と接する際の注意点な
どを習得し、要保護者への援助のスキルを高めるとともに、職員
自身のストレスマネジメントについて学ぶ。

1月20日、1月27日実施
計49名受講

12月2日実施（57名受
講）

健康福
祉局

保護課
地区担当員に対す
る研修

障害福祉部と連携して、各区生活保護地区担当員（ケースワー
カー）に対して、自殺対策の研修を行う。

新任職員研修と併せて
開催

新任職員研修（12月2日
実施）と併せて開催

教育委
員会

学校保健課
精神保健に関する
研修会の実施

養護教諭に自殺の高リスク、自殺理解と対応等を含めた児童・生
徒の心理的問題を内容とした講演会を実施。

中止 実施

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞
②リスク要因を抱えた方への支援
■精神疾患患者

健康福
祉局

健康増進課 精神保健福祉相談
保健センターにて毎週精神科嘱託医によるこころの健康相談を実
施するほか、精神保健福祉相談員等によるこころの健康に関する
相談・訪問指導を実施。

・保健所の精神保健福
祉相談数：延べ47,712
件

保健所の精神保健福祉
相談数：延べ38,727件

健康福
祉局

健康増進課
こころの健康電話
相談

こころの健康に関する電話相談を実施。 相談件数：1,826件 相談件数：1,618件

健康福
祉局

健康増進課
精神保健福祉法に
基づく措置入院

精神障害者であり、医療及び保護のために入院させなければその
精神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれのあ
る者に通報等に基づき、精神保健指定医2名（緊急措置の場合は1
名）の診察により、入院の判定を行う。

措置件数：74件 措置件数：68件

健康福
祉局

健康増進課
精神科救急情報セ
ンター

精神障害者及びその家族からの電話により緊急的な精神医療等の
相談に対応するとともに、精神科救急医療機関の案内等の受診援
助を行う。

相談件数：延べ5,766件 相談件数：延べ6,238件

健康福
祉局

健康増進課
精神障害者家族ピ
アサポート総合事
業

精神障害者の家族による家族ならではのピア相談及び家族同士の
繋がりを深める交流事業を実施。

相談件数
電話：1,883件
面会：785件

相談件数
電話：1,792件
面会：979件

健康福
祉局

健康増進課
精神障害者ピアサ
ポート活用事業

精神科病院に入院している精神障害者のうち、長期入院者（1年
以上）及び入院の長期化が見込まれる者が地域生活へ移行するた
めの支援及び地域生活を継続するための支援を実施。

実施 利用件数：99回

健康福
祉局

健康増進課 社会適応訓練事業
就労が困難な精神障害者の社会経済活動への参加の促進に熱意の
ある事業所に委託して、精神障害者が社会生活に適応するために
必要な訓練を行う事業を実施。

利用者数：1名 利用者数：1名

健康福
祉局

健康増進課 市長同意事務
医療保護入院に際し、名古屋市長が同意者となる場合の事務を行
う。

175件 169件

健康福
祉局

障害企画課
市営住宅の優先入
居

障害者の生活の安定を図るために、住宅に困窮している障害者世
帯向けに市営住宅等の優先入居を行う。

申込件数：353件
入居件数：19件

申込件数：300件
入居件数：16件
（入居件数は未確定）

健康福
祉局

障害企画課
自立支援医療（精
神通院）

精神科通院による治療に要する医療費の一部を助成することによ
り、その経済的負担の軽減を図る。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
依存症関連問題支
援事業

アルコール・薬物・ギャンブル等依存症を抱える当事者が健康的
な生活を営むことができるよう、依存症問題の改善に取り組む民
間団体の活動に要する経費の助成。

9団体 10団体

健康福
祉局

健康増進課
依存症専門医療機
関・依存症治療拠
点機関の選定

依存症患者が地域で適切な医療を受けられるようにするため、ア
ルコール健康障害・薬物依存症・ギャンブル等依存症に関する治
療を行っている依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の選
定。

選定専門医療機関数
（うち治療拠点機関
数）
アルコール健康障害4か
所(2か所)
薬物依存症2か所(1か所)
ギャンブル等依存症1か
所(1か所)

選定専門医療機関数
（うち治療拠点機関
数）
アルコール健康障害4か
所(2か所)
薬物依存症2か所(1か所)
ギャンブル等依存症1か
所(1か所)

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

精神保健福祉関係
職員研修

保健センターに勤務する精神保健福祉相談員や保健師等を対象と
し、業務上必要な基本的知識の理解及び援助技術の習得を図るた
めの研修を実施。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

思春期精神保健関
係者研修

思春期に起こりがちな心の健康に関する諸問題を主な内容とし、
保健センター職員や高等学校教員を対象に、専門職として資質の
向上を図るために研修を実施。

年2回実施
参加者数：延べ73人

年1回実施（ハイブリッ
ト形式）
参加者数：延べ43人

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

薬物問題関係者研
修

薬物問題にかかわる保健センター職員をはじめ関係機関職員を対
象とし、薬物問題の相談技術の向上とともに、ネットワークづく
りをめざし研修を実施。

依存症基礎講座へ変更
年4回実施
参加者数：延べ73人

依存症基礎講座へ変更
3回開催
開催方法：
1、2回目オンラインと
会場でのハイブリット
形式
3回目会場のみ
参加者：延べ105人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

アルコール問題関
係者研修

アルコール問題にかかわる保健センター職員をはじめ関係機関職
員を対象とし、アルコール問題の相談技術の向上とともに、ネッ
トワークづくりをめざし研修を実施。

依存症基礎講座へ変更
年4回実施
参加者数：延べ73人

依存症基礎講座へ変更
3回開催
開催方法：
1、2回目オンラインと
会場でのハイブリット
形式
3回目会場のみ
参加者：延べ105人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

精神保健福祉に関
する技術援助

保健センター、区役所及び関係機関職員に対し専門的立場から技
術指導及び技術援助を行う。個別事例への助言や講師派遣などを
実施。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

薬物問題関係機関
連絡会議

愛知県精神保健福祉センターとの共催により、薬物問題にかかわ
る関係機関が相互の理解を深めるとともに連携上の課題について
検討し、ネットワークづくりをめざすために会議を開催。

年1回開催
参加者数：62人

年1回開催
オンラインでの実施
参加者：57名
参加機関：37機関

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

依存症医療機関連
絡会議

依存症に関わる医療機関の連絡会議を開催し、依存症問題への取
組について相互理解を深め連携上の課題等を検討しネットワーク
づくりを目指す。

アルコール問題ネット
ワーク会議へ変更
年1回開催、参加者数：
14名

年3回開催
（運営会議2回・本会議
1回）
(運営会議）
会場で実施
参加者：12名
参加機関：5機関
(運営会議・本会議）
※同日開催
オンラインで実施
参加者：12名
参加機関：7機関

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

アディクション・
セッション

嗜癖問題に関する自助グループや支援機関等の活動内容の普及啓
発とともに社会的サポートの向上を図る。

新型コロナウィルス感
染拡大に伴い中止

会場での実施
参加者：116名
発表団体：1７団体

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

依存症相談
アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存で悩んでいる方やその
家族を対象にした相談を実施。

相談者数：延べ66人 相談者数：延べ145人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

依存症家族のつど
い

依存症相談を利用した家族を対象として、本人への接し方を学ん
だり家族同士の交流を目的としてつどいを実施。

5回開催
参加者数：21人

12回開催
参加者：86名

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

認知行動療法普及
研修

市域の医療従事者を対象として、認知行動療法の普及とうつ病患
者等への治療の質の向上を図るための研修を実施。

年1回実施
参加者数：38人

年1回オンライン実施
参加者数：24人

健康福
祉局

健康増進課 うつ病等家族教室
うつ病患者の家族等がうつ病等に関する正しい知識やうつ病患者
への接し方を学び、家族同士で交流する教室を開催する。

参加者数：延べ36人 参加者数：延べ 33人

健康福
祉局

健康増進課
こころの健康（夜
間・土日）無料相
談

平日夜間および土日に市内中心部（栄・名駅）において、精神科
医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を
実施する。

電話相談（延件数）：
1,101件
面接相談（実件数）：
67件

電話相談（延件数）：
1,405件
面接相談（実件数）：
113件

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

思春期の精神保健
相談

思春期の子どもやその家族等に思春期の心の問題に関する精神科
医による相談を実施。

相談者数：延べ44人 相談者数：延べ55人

健康福
祉局

健康増進課
かかりつけ医等心
の健康対応力向上
研修

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関する適切な診
療の知識・技術および精神科医等の専門医との連携方法等を習得
するための研修を実施する。

参加者数：50人 参加者数：51人

健康福
祉局

障害者支援
課

精神障害者地域活
動支援事業

精神障害者の社会復帰及び自立と社会経済活動への参加の促進を
図るため、精神保健福祉士等専門職員を配置し、医療・福祉及び
地域の社会基盤との連携強化、精神障害に対する理解促進を図る
等の事業を実施。

実施 実施

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞
■自殺未遂者

健康福
祉局

健康増進課

地域連携マニュア
ル「ガイドブック
常備薬こころの絆
創膏」の作成

保健医療福祉等関係機関が連携するためのマニュアルを作成し配
布する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
自殺ハイリスク者
等支援研修会

相談窓口の担当者等の支援者を対象として自殺ハイリスク者等へ
の対応等に関する研修会を実施する。

参加者数：143人
参加数：199拠点
（オンラインにて実
施）

健康福
祉局

健康増進課
自殺未遂者向け
リーフレットの作
成

自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人向け及び家族向けのリーフ
レットを作成し、医療機関、相談機関等に配布する。

実施 実施

■慢性疾患等の重篤患者

健康福
祉局

健康増進課
かかりつけ医等心
の健康対応力向上
研修

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関する適切な診
療の知識・技術および精神科医等の専門医との連携方法等を習得
するための研修を実施する。

参加者数：50人 参加者数：51人

健康福
祉局

健康増進課

名古屋市がん相
談・情報サロン
「ピアネット」の
運営

がん患者及びその家族等にピアサポーター等による相談、患者交
流会、地域のがん医療情報の提供。

相談等利用者数：3,519
件
患者交流会開催数：29
回
参加者数：延べ206人

相談等利用者数：3,976
件
患者交流会開催数：39
回
参加者数：延べ296人

健康福
祉局

健康増進課

難病訪問相談支援
事業・難病患者医
療生活相談事業・
難病保健活動研修

難病患者及びその家族等に保健センター保健師等による面接や家
庭訪問・患者交流会（集い）を実施し、患者や家族が抱える療養
上の悩みや相談に対応。

・難病訪問相談支援事
業相談件数：延べ4,582
件
・難病患者医療生活相
談事業（患者・家族の
集い）39回開催、延べ
205人

・難病訪問相談支援事
業相談件数：延べ4,631
件
・難病患者医療生活相
談事業（患者・家族の
集い）35回開催、延べ
180人

■生活困窮者

健康福
祉局

地域ケア推
進課

名古屋市仕事・暮
らし自立サポート
センターの運営

生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者が抱える多様で複合
的な問題につき、生活困窮者からの相談に応じ、必要な情報提供
及び助言を行うとともに、生活困窮者に対する支援の種類及び内
容等を記載した計画を作成するなど、自立に向けた相談支援を一
体的かつ計画的に行う。

新規相談：18,924件
（年間）

新規相談：12,097件
（年間）

健康福
祉局
子ども
青少年
局

保護課
子ども未来
企画室

中学生の学習支援
ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学生を対象
に、学習及び進学の意欲を増進し、学習習慣を身につけさせる支
援を行う学習支援を実施。

参加者数：1,344人 参加者数：1,347人

■多重債務者

スポー
ツ市民
局

消費生活課
消費生活相談「サ
ラ金・多重債務特
別相談」

自殺の一つの要因でもある多重債務問題に関して、消費生活セン
ターにおいて、愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会の協力を得
て、相談窓口を開設。

相談件数：210件 相談件数：171件

スポー
ツ市民
局

消費生活課
名古屋市消費生活
フェア

愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会、法テラス愛知等の専門機
関による出展など、事業者団体・消費者団体・大学・行政が一体
となってイベントを開催。

パネル展示会：1月開催
オンライン展示会：1月
～3月開催

11月開催

スポー
ツ市民
局

消費生活課
高齢消費者等見守
り支援講座

消費者被害に遭いやすい高齢者等を地域で見守る福祉関係事業者
などに金融トラブル、悪質商法など消費者問題に関する講座を開
催。

22回開催 4回開催

担当局 事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

担当課室 事業名称

02実績 03実績担当課室 事業名称 事業内容担当局

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

02実績 03実績担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞
■ＤＶ被害者

スポー
ツ市民
局

男女平等参
画推進室

「イーブルなごや
相談室」女性のた
めの総合相談（男
女平等参画推進セ
ンター）

電話・面接による個別相談で、女性が日常生活の中で直面する悩
みや不安を受け止め、性別役割的な価値観等を捉え直しながら、
主体的な問題解決を目指す。

相談件数：3,814件 相談件数：3,555件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

社会福祉事務所に
おける女性福祉相
談

各社会福祉事務所に女性福祉相談員を配置し、様々な女性の相談
に応じる。

相談件数：延べ14,992
件

相談件数：延べ11,852
件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

配偶者暴力相談支
援センター業務

配偶者からの暴力被害者の保護等のため、被害者等からの相談、
自立支援等を行う。

相談件数：延べ1,009件 相談件数：延べ829件

■児童虐待被害者

子ども
青少年
局

子育て支援
課

なごや妊娠ＳＯＳ
思いがけない妊娠等に悩む人及びその家族等が、孤立することな
く、必要な支援を受けることができるよう、助産師が電話やメー
ルによる相談を実施。

妊娠相談件数：延べ299
件（電話：100件、メー
ル199件）

妊娠相談件数：延べ187
件（電話：82件、メー
ル：92件、LINE：13
件）
※LINE相談はR3.10月よ
り開始

子ども
青少年
局

子育て支援
課

産後ケア事業
（30年度までは
モデル事業）

出産直後の産婦が、入院を要しない程度の心身の不調・育児不安
等により育児困難感がある場合に、産婦及び乳児に対して、助産
所等における宿泊または日帰りによる支援（母体ケア、乳児ケ
ア）を実施。

宿泊型：63組、353日
日帰り型：4組、11日

宿泊型：75組、449日
日帰り型：10組、28日

子ども
青少年
局

子育て支援
課

産婦健康診査

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、産後２
週間及び産後１か月の産婦に対し、健康診査にかかる費用を助成
することにより、産後の初期段階における母子を支援し妊娠期か
らの切れ目のない支援の充実を図る。

助成件数：29,134件 助成件数：29,775件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

名古屋市児童を虐
待から守る条例の
推進

「名古屋市児童を虐待から守る条例」によって児童虐待防止推進
月間として定める5月、11月を中心に、児童虐待防止の講演会、
オレンジリボンキャンペーンなどの広報・啓発等を実施。

・全国的な11月の月間
とともに、条例で定め
る本市独自の5月の児童
虐待防止推進月間にお
いて、幅広く広報・啓
発等を実施
・名古屋市社会的養育
施設協議会と共催で
「オレンジリボンキャ
ンペーン2020inイオ
ン」を実施
・子育て講座の動画を
作成
・一般市民向け啓発
リーフレットのほか新
小学校1年生向けリーフ
レットを作製・配布
・各区役所において5
月・11月の児童虐待防
止推進月間中の広報・
啓発を独自に企画・実
施
・主に若い世代に向け
て子育て支援アプリや
名古屋市公式ＬＩＮＥ
等の各種電子媒体を活

・全国的な11月の月間
とともに、条例で定め
る本市独自の5月の児童
虐待防止推進月間にお
いて、幅広く広報・啓
発等を実施
・名古屋市社会的養育
施設協議会と共催で
「オレンジリボンキャ
ンペーン2021inイオ
ン」を実施
・一般市民向け啓発
リーフレットのほか新
小学校1年生向けリーフ
レットを作製・配布
・各区役所において5
月・11月の児童虐待防
止推進月間中の広報・
啓発を独自に企画・実
施
・主に若い世代に向け
て子育て支援アプリや
名古屋市公式ＬＩＮＥ
等の各種電子媒体を活
用した広報・啓発を実
施

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

なごやっ子ＳＯＳ

保護者、児童本人及び電話による相談を希望する者に児童虐待に
関することのみならず、子育てに関する悩みや不安に関する相談
を、電話により24時間・365日の体制で受け付ける電話相談事業
を実施。

相談件数：5,370件 相談件数：5,583件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

児童相談所の体制
強化

被虐待児や虐待をした親への十分なケアを実施するなど、本市の
子どもの安全で健全な発達環境を保障していくために、児童福祉
司の増員など児童相談所の体制を強化。

・児童福祉司3人の増員
・相談受付件数：7,474
件

・児童福祉司7人、児童
心理司3人の増員
・相談受付件数：7,471
件

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

社会福祉事務所に
おける児童虐待等
への機能強化

社会福祉事務所における子ども家庭相談の体制を強化し、児童虐
待などへの対応を拡充。

・児童虐待対応支援員
の配置：33人

・児童虐待対応支援員
の配置：39人

02実績 03実績

02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

児童虐待防止にお
ける関係機関の連
携

児童虐待等の問題解決のため、全市各区レベルの連絡調整、情報
交換を実施するとともに、電算システムを活用して社会福祉事務
所、児童相談所、保健センター等の情報共有を迅速・的確に実
施。

なごやこどもサポート
連絡協議会の実施：2回
なごやこどもサポート
区連絡会議の実施
①代表者会議：16回
②実務者会議：240回
③サポートチーム会
議：185回

なごやこどもサポート
連絡協議会の実施：2回
なごやこどもサポート
区連絡会議の実施
①代表者会議：16回
②実務者会議：240回
③サポートチーム会
議：214回

子ども
青少年
局

子ども福祉
課

児童養護施設等に
入所している児童
及び退所した児童
への自立支援

児童の自立を支援するため、児童養護施設などの入所児童への学
習支援、児童養護施設などを退所する児童や退所した児童への就
労等の自立支援を実施。

・施設入所児童（中学
生）への学習塾等費用
の補助
・児童養護施設等退所
児童就労支援事業：実
施
・自立支援担当職員の
配置：12人

・施設入所児童（中学
生）への学習塾等費用
の補助
・児童養護施設等退所
児童就労支援事業：実
施
・自立支援担当職員の
配置：12人

■犯罪被害者等

スポー
ツ市民
局

人権施策推
進室

名古屋市犯罪被害
者等支援

犯罪被害者等基本法と名古屋市犯罪被害者等支援条例に基づき、
関係機関との適切な役割分担を踏まえて、総合支援窓口の設置、
経済的・精神的支援、広報啓発・人材育成を柱とした、犯罪被害
者等に対する支援を実施。

対応件数：312件
支援金支給：3件
ホームヘルプサービ
ス：1件
配食サービス：2件
市民向け講座：4回
職員研修：1回
リーフレット配布・パ
ネル展示等の広報啓発
など

対応件数：303件
支援金支給：5件
見舞金支給：1件
配食サービス：1件
精神医療支援：2件
市民向け講座：4回
職員研修：1回
リーフレット配布・パ
ネル展示等の広報啓発
など

■災害被災者

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

災害時こころのケ
ア対策

大規模な震災等に備え、①他県の被災地への派遣の際②名古屋で
罹災した際それぞれの場合に適切に対応できるよう体制整備を図
る。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

災害時精神医療活
動研修

関係機関職員を対象とし、大規模自然災害等の発災時等に精神医
療機関の支援、被災者の心のケアができるよう研修を実施。

年1回開催
参加者数：8人

年1回オンライン開催
参加者数：11人

■複合的なリスク要因

健康福
祉局

健康増進課
自殺対策連絡協議
会

自殺対策の取組みに関して関係機関および民間団体等との意見交
換および意見聴取を行い、本市における自殺対策を総合的に推進
するため、名古屋市自殺対策連絡協議会を開催する。

実施（書面開催） 実施（書面開催）

健康福
祉局

健康増進課
自殺対策関係相談
機関等ネットワー
ク会議

自殺対策に関する相談機関の連携強化を図るための会議を開催す
る。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課 自殺対策推進本部
自殺対策に関する諸施策の調整及び推進、情報の収集及び連絡、
その他自殺対策の総合的な推進のため、副市長を本部長、関係局
長を本部員とする「名古屋市自殺対策推進本部」を設置する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
自殺対策庁内連絡
会

庁内関係部署が相互に連携するための課長級職員による「名古屋
市自殺対策庁内連絡会」を設置する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
地域自殺対策推進
センターの設置

地域の自殺の実態把握、情報収集・分析・提供、人材育成、関係
機関等の連絡調整等を行うことを目的とした地域自殺対策推進セ
ンターを設置する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
自殺対策の専任職
員の配置

いのちの支援を担当する専任職員を配置する。 実施 実施

02実績 03実績

02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

02実績 03実績
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令和３年度 関係各課室における自殺対策関連事業の実施状況 資料２－１
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

健康福
祉局

健康増進課

地域連携マニュア
ル「ガイドブック
常備薬こころの絆
創膏」の作成

保健医療福祉等関係機関が連携するためのマニュアルを作成し配
布する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
ウェブサイト「こ
ころの絆創膏」の
運営

悩みに応じた相談機関の紹介、うつ病に関する知識や精神科医療
に関する問答を掲載したウェブサイト「こころの絆創膏」を運営
する。

月平均アクセス数：
20,615件

月平均アクセス数：
23,633件

※その他自殺防止に関する対策

健康福
祉局

健康増進課 各種統計分析
名古屋市衛生研究所において、本市における自殺に関連する統計
の分析を実施する。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課
こころの健康と自
殺対策に関するア
ンケートの実施

自殺の現状を把握するためのアンケート調査を実施する。 未実施 実施

健康福
祉局

環境薬務課 毒物劇物取締事業
毒物劇物について保健衛生上必要な取り締まりをするため、毒物
劇物販売業者等に対し、毒物劇物の交付制限、譲渡手続、盗難・
紛失防止措置等について監視指導を実施する。

250件 339件

交通局 駅務課
地下鉄の可動式
ホーム柵の整備

・名城線・名港線の可動式ホーム柵の全駅設置等
・鶴舞線の可動式ホーム柵の設置に向けた測量
・鶴舞線の可動式ホーム柵の設置に向けた設計

名城線・名港線全駅に
可動式ホーム柵を設
置。
鶴舞線可動式ホーム柵
の設置に向けた測量を
実施。

・名城線・名港線の可
動式ホーム柵の全駅設
置等を実施。
・鶴舞線の可動式ホー
ム柵の設置に向けた測
量を実施。
・鶴舞線の可動式ホー
ム柵の設置に向けた設
計を実施

（３）自死遺族に対する支援

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

自死遺族相談 自死遺族を対象にしたこころの相談（面接）を実施。 相談者数：延べ7人 相談者数：延べ11人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

自死遺族カウンセ
リング

自死遺族相談を利用した方のうち、継続的なこころのケアが必要
な方に、市内大学の心理学研究室等に委託し、無料カウンセリン
グを実施。

利用者数：2人 利用者数：2人

健康福
祉局

健康増進課
（精神保健
福祉セン
ター）

自死遺族向け向け
リーフレットの作
成

自死遺族等のための各種相談窓口や民間団体の連絡先等を掲載し
たリーフレットを作成し、遺族等が必要とする支援策にかかる情
報を提供。

実施 実施

健康福
祉局

健康増進課

いのちの支援人材
育成等事業
（自死遺族支援セ
ミナー）

自死遺族に寄り添うために自死遺族の心情やいきづらさ、留意し
た方が良いこと等について学ぶセミナーを実施する。

参加者数：36人 参加者数：31人

02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容 02実績 03実績
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令和4年の自殺死亡率を
12.8以下にする。

※令和8年までに自殺死亡率を
平成27年と比べて30％以上減少

させることを目指し、
令和4年）までに
達成すべき値を算出

いのちの支援なごやプラン（名古屋市自殺対策総合計画）に基づき「自殺の予防」・「自殺の防止」・「自死遺族に対する

支援」の３つの視点に立った総合的な対策を実施

令和４年度における自殺対策の取組み

基本方針

〇スマイルデーなごや
〇こころの健康フェスタ
〇相談窓口の周知・啓発
○こころの絆創膏キャンペーン
○ウェブサイト「こころの絆創膏」の
運営
◎こころの絆創膏アプリの運営
○自殺予防講演会
○子ども・若者の自殺予防の取組み
○うつ病等家族教室 等

◎高齢者支援者向けハンドブックの作成
◎企業向けゲートキーパーの普及啓発
〇いのちの支援等人材育成事業
〇ゲートキーパー研修講師派遣事業

○子ども・若者に関する自殺対策研修講
師派遣事業
◎こころの健康（夜間・土日）無料相談
(相談時間を延長し、 LINE相談を追加)
○いのちの電話相談事業補助
○自殺ハイリスク者等支援事業
○思春期の精神保健福祉相談 等

○自死遺族相談
（精神保健福祉センターここらぼ）
○自死遺族カウンセリング事業
○自死遺族支援リーフレットの配布
○いのちの支援人材等育成事業
（再掲） 等

数値目標推進体制 自殺対策推進本部会議
（関係局長級の庁内会議 本部長：副市長 副本部長：健康福祉局長）

自殺対策連絡協議会
(学識、医療、司法、経済、教育関係、地域団体等）

自殺対策推進センター（健康増進課内）

関係相談機関等ネットワーク会議

主な取組み

自殺の予防 自殺の防止 自死遺族に対する支援

◎・・・R4新規拡充事業

自殺対策庁内連絡会
(自殺対策推進本部会議の幹事会）

◎第二次名古屋市自殺対策総合
計画の策定

自殺対策総合計画の進捗管理

資料3



令和 4年度 主な自殺対策関連事業の取組みについて

事業名 内 容 所管局 

【新規】 

第二次名古屋市

自殺対策総合計

画の策定 

自殺対策基本法に基づき策定した「名古屋市自殺対策総合計

画」の計画期間（平成 30 年度～令和 4 年度）が終了することに

伴い、令和 5 年度からの第二次自殺対策総合計画について、検

討会（懇談会）等における検討を経て策定する。 

健康福祉局 

【拡充】 

こころの健康

（夜間・土日）

無料相談 

医療機関への受診を迷っている方等を対象に、夜間及び土日に

栄や名駅において、精神科医や産業カウンセラー等によるメン

タルヘルス相談を実施し、医療機関や適切な相談窓口へつなげ

る本事業について、初回相談に新たにＬＩＮＥ相談を加え、利

便性の向上を図る。 

健康福祉局 

【拡充】 

企業向けゲート

キーパーの普及

啓発 

愛知労働局の協力の下、市内の企業向けにゲートキーパー養成

動画の活用促進や啓発物品の配布等を実施し、組織内にゲート

キーパーを設置していただくよう推進を図るもの。 

健康福祉局 

【新規】 

高齢者支援者向

けハンドブック

の作成 

高齢者支援に携わる職種の方々が、高齢者の自殺防止について

十分な配慮をしながら適切な対応をすると同時に、高齢者が抱

える様々な問題に関して、専門家や各種相談窓口等に確実につ

なげる方法を示したハンドブックを作成する。 

健康福祉局 

【新規】 

こころの絆創膏

アプリの運営保

守 

市民への相談窓口情報の周知啓発及びこころの健康づくりやメ

ンタルヘルスケアの取り組みを促す「こころの絆創膏アプリ」

について、運営保守を実施するとともに、広く普及を図るも

の。 

健康福祉局 

【拡充】 

社会福祉事務所

における児童虐

待等への機能強

化 

児童虐待等への対応の強化を図るため、非常勤職員を区役所・

支所に増員する。（39→46 人） 

子ども青少

年局 

【新規】 

児童相談所にお

けるＳＮＳを 

活用した相談支

援体制の構築 

様々な児童相談にリアルタイムで対応するともに、児童虐待通

告に迅速かつ確実に対応するため、児童相談所においてＳＮＳ

を活用した相談支援体制の構築を図る。 

子ども青少

年局 

資料３－１ 



【拡充】 

名古屋市子ども

の権利相談室

「なごもっか」 

学校等における子どもへの周知啓発に力を入れることで、いじ

め、心身の問題などを始めとした子どもの権利上の問題につい

ての悩みを掘り起こすとともに、これらの相談に的確に対応す

るため体制を拡充する（調査相談員 10 人→15 人）。あわせて、

部活動や塾等で遅い時間まで忙しい子どもが相談しやすいよ

う、相談時間を一部延長する（木曜日の相談終了時間 20 時→

22 時）。 

子ども青少

年局 

【拡充】 

ナゴヤ型若者の

就労支援 

（名古屋市若

者・企業リンク

サポート事業） 

「ナゴヤ型若者の就労支援」において、「若者・企業リンクサ

ポート事業」は若者と企業の両方をサポートする就労支援を実

施している。相談件数の増加に対応するとともに、企業との連

携を深めるため支援体制の強化を図る。

子ども青少

年局 

【新規】 

なごや子ども応

援委員会相談等

対応記録システ

ムの構築 

小学校から途切れることなく見守る体制を強化するため、なご

や子ども応援委員会相談等対応記録を管理・活用するシステム

を構築する。

教育委員会 

【拡充】 

インターネット

上におけるいじ

め等防止対策 

インターネット上の児童生徒に関する問題のある書き込み等を

検索・監視するとともに、小４～高３の児童生徒に対して、相

談アプリを活用して２４時間体制で、多様な悩みや相談に対応

する。また、教員・保護者を対象としたセミナー研修会を実施

する。 

教育委員会 

【拡充】 

キャリアサポー

ト事業 

中学校 42 校及び高等学校 14 校、特別支援学校 4 校にキャリア

コンサルタントを「キャリアナビゲーター」として配置し、キ

ャリア教育に関する授業や自己実現を目指す生徒に対して個別

相談等を実施する。 

教育委員会 

【新規】 

校内の教室以外

の居場所づくり 

教室に入れない生徒が安心して学校生活を送ることができるよ

うにするため、校内の教室以外の居場所づくりを中学校 30 校で

実施する。 

教育委員会 



令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞
（１）自殺の予防
①市民への啓発と周知

スポーツ市民局
なごや人権啓発セ
ンター

なごや人権啓発セン
ターの運営

市民一人ひとりが人権尊重の理念を理解・体得するための多様な機会を提供す
るとともに、次代を担う子どもたちの発達段階に応じた人権学習の場を提供す
る施設として、なごや人権啓発センターの運営を行う。また、センター職員及
び人権擁護委員による人権相談（電話・面談）を実施。（人権擁護委員につい
ては、原則毎月第1日曜日）

経済局 労働企画室 働き方改革の推進

企業に対し、多様で柔軟な働き方や、ワーク・ライフ・バランスに関するセミ
ナーを開催するほか、専門家を派遣して、従業員が多様で柔軟な働き方を選択
できる環境整備に関する助言を実施。
また、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる企業等をワーク・ラ
イフ・バランス推進企業として認証する。

スポーツ市民局 消費生活課
名古屋市消費生活フェ
ア

愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会、法テラス愛知等の専門機関による出展
など、事業者団体・消費者団体・大学・行政が一体となってイベントを開催。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

市民向け情報誌（ここ
らぼＮＡＧＯＹＡ）の
発行

精神保健福祉センター（ここらぼ）が行う事業や精神保健福祉関係機関等の活
動、施策に関するタイムリーな情報を掲載したり、精神医学的な知識や技術に
関する情報などを掲載することで、精神保健福祉施策の推進を図る。

健康福祉局 健康増進課 地域密着企画事業

各保健センターが地域ネットワークと協同し、より地域に根差し、精神障害に
特化した内容について、地域役員をはじめとしてきめ細やかな普及啓発を重層
的に実施するとともに、既存のボランティア団体等へ精神障害への関心を促
し、精神障害者との交流行事や地域づくり事業を実施し、誰もが地域で安心し
て暮らせるまちづくりを目指す。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

アディクション・セッ
ション

嗜癖問題に関する自助グループや支援機関等の活動内容の普及啓発とともに社
会的サポートの向上を図る。

健康福祉局 健康増進課
こころの絆創膏キャン
ペーン

自殺予防週間及び自殺対策強化月間にあわせて、うつ病の症状の説明や相談機
関等を掲載した携帯用の絆創膏（こころの絆創膏）を配布する。

健康福祉局 健康増進課
民間活力を活用した企
画提案による広報

ウェブサイト「こころの絆創膏」、こころの健康無料相談（夜間・土日）無料
相談、ゲートキーパー等の本市の自殺対策事業に関する認知度向上を図るた
め、企画競争による効果的な広報を実施する。

健康福祉局 健康増進課
スマイル！こころの絆
創膏デー

子ども・若者へこころの健康に関する啓発メッセージを伝えること、各種相談
窓口の周知を目的としたイベントを開催する。あわせて、「悩んだ時に救われ
た一言」や「まわりへの感謝の気持ち」等をテーマとしたこころの絆創膏マン
ガコンテストを実施する。

健康福祉局 健康増進課 自殺予防講演会
広く市民を対象に、自殺と関係の深いうつ病等の予防についての知識を広める
ことを目的とした講演会を開催する。

健康福祉局 健康増進課
自殺予防教育用パンフ
レットの作成・配布

児童・生徒向けこころの健康に関する啓発パンフレット及び解説書を作成し、
市立小・中・高・特別支援学校の児童・生徒、教員、関係機関等に配布する。
また、児童・生徒が発するSOSの受け止め方について大人が理解を深めるため
の啓発パンフレットを保護者に配布する。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

こころの健康フェスタ
なごや

地域住民のこころの健康づくりと精神疾患への正しい理解の促進及び地域関係
機関のネットワーク強化を目的として開催。

健康福祉局 健康増進課
ウェブサイト「こころ
の絆創膏」の運営

悩みに応じた相談機関の紹介、うつ病に関する知識や精神科医療に関する問答
を掲載したウェブサイト「こころの絆創膏」を運営する。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

資料３－２
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健康福祉局 健康増進課
「こころの絆創膏アプ
リ」の運営

相談窓口検索やメンタルヘルスのセルフケア機能等を搭載したスマートデバイ
スに対応した「こころの絆創膏アプリ」を運営する。

健康福祉局 健康増進課
いのちの支援広報キャ
ラクターによるSNSを
活用した情報発信

いのちの支援広報キャラクター「うさじ」のfacebook及びinstagramにおいて関
連情報を発信する。

健康福祉局 健康増進課
自殺未遂者向けリーフ
レットの作成・配布

自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人向け及び家族向けのリーフレットを作成
し、医療機関、相談機関等に配布する。

健康福祉局 健康増進課
他機関との連携による
相談窓口等の周知

関係他課の発行する広報媒体への情報掲載や、民間企業・団体の協力を得て、
相談窓口等の周知を実施する。

健康福祉局 健康増進課
心のサポーター養成研
修

メンタルヘルスや精神疾患への正しい知識を持ち、地域や職域でメンタルヘル
スの問題がある人や家族に対してできる範囲で手助けをする心のサポーター
（こころサポーター）を養成。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

自死遺族向けリーフ
レットの作成・配布

自死遺族等のための各種相談窓口や民間団体の連絡先等を掲載したリーフレッ
トを作成・配布し、遺族等が必要とする支援策にかかる情報を提供。

子ども青少年局 子ども福祉課
名古屋市児童を虐待か
ら守る条例の推進

「名古屋市児童を虐待から守る条例」によって児童虐待防止推進月間として定
める5月、11月を中心に、児童虐待防止の講演会、オレンジリボンキャンペー
ンなどの広報・啓発等を実施。

交通局 経営企画課

ウェブサイト「こころ
の絆創膏」へのリンク
（交通局ウェブサイ
ト）

交通局ウェブサイトのリンク集にウェブサイト「こころの絆創膏」のリンク先
を記載し、閲覧者への情報提供の一助とする。

教育委員会 指導室
相談機関紹介カード
「あったかハート」の
配布

名古屋市立学校（園）の園児・児童・生徒に対して「ハートフレンドなごや」
を始めとする様々な相談機関の連絡先を掲載した紹介カードを配布する。

教育委員会 指導室
自殺予防に関する小冊
子の活用

自殺予防に関する小冊子「大切な人を支える！ゲートキーパーハンドブック」
の活用を図る。

教育委員会 指導室
自殺予防教育用ＤＶＤ
活用

自殺予防教育において、健康福祉局作成のＤＶＤ「児童・生徒向けこころの健
康に関する啓発映像　気づいてる？こころのＳＯＳ」の活用を図る。

②ライフステージに応じた支援
■児童・生徒

観光文化交流局
国際交流課（名古
屋国際センター）

海外児童生徒教育相談
家族の海外勤務による出国・帰国に際しての編入学等に関する相談や、外国人
児童・生徒の教育・生活に関わる相談。
相談日時：水・金・日曜日　相談言語：日本語・英語等

健康福祉局 健康増進課
スマイル！こころの絆
創膏デー

子ども・若者へこころの健康に関する啓発メッセージを伝えること、各種相談
窓口の周知を目的としたイベントを開催する。あわせて、「悩んだ時に救われ
た一言」や「まわりへの感謝の気持ち」等をテーマとしたこころの絆創膏マン
ガコンテストを実施する。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

- 2 -



令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 健康増進課
自殺予防教育用パンフ
レットの作成・配布

児童・生徒向けこころの健康に関する啓発パンフレット及び解説書を作成し、
市立小・中・高・特別支援学校の児童・生徒、教員、関係機関等に配布する。
また、児童・生徒が発するSOSの受け止め方について大人が理解を深めるため
の啓発パンフレットを保護者に配布する。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

思春期の精神保健相談
思春期の子どもやその家族等に思春期の心の問題に関する精神科医等による相
談を実施。

子ども青少年局 子ども未来企画室
家庭訪問型相談支援事
業

不登校、成績などさまざまな悩みを抱える子どもと保護者の孤立化を防ぎ、悩
みや不安を軽減するため、家庭訪問による相談や、適切な関係機関等へつなぐ
支援を行う。

子ども青少年局 子ども未来企画室
子どもの権利擁護機関
の運営

子どもの権利を守る文化及び社会の形成をめざし、子どもの最善の利益を確保
するため、子どもの権利の侵害に対して、子どもや保護者などからの相談・申
立てや、自己の発意に基づき子どもの権利の保障をはかる独立性が担保された
第三者機関を運営する。

教育委員会
子ども応援室
指導室

キャリア支援の推進
児童生徒の生涯を通じた発達を支援する「キャリア支援」を進めるため、小・
中学校の９年間を見通した支援の実施、高等学校等における支援体制の充実、
支援に係る基本方針の普及に向けた取り組みを行う。

教育委員会 子ども応援室
なごや子ども応援委員
会

市内の全中学校に常勤の総合援助職またはスクールカウンセラーを配置し、さ
らに、市内12ブロックの中学校11校及び高等学校1校を各ブロックの拠点とな
る事務局校とし、総合援助職やスクールカウンセラー、スクールソーシャル
ワーカー等の職員を配置してさまざまな悩みや心配を抱える子どもや親を総合
的に援助する。

教育委員会
新しい学校づくり
推進室

キャリアサポート事業
中学校42校及び高等学校14校、特別支援学校4校にキャリアコンサルタントを
「キャリアナビゲーター」として配置し、キャリア教育に関する授業や自己実
現を目指す生徒に対して個別相談等を実施する。

教育委員会
新しい学校づくり
推進室

校内の教室以外の居場
所づくり

教室に入れない生徒が安心して学校生活を送ることができるようにするため、
校内の教室以外の居場所づくりを中学校30校で実施する。

教育委員会 指導室 学習支援講師の配置
きめ細やかな指導を通して、児童生徒の基礎・基本の定着、学習に関する興
味・関心の喚起を図るため、非常勤講師を配置する。

教育委員会 指導室
相談機関紹介カード
「あったかハート」の
配布

名古屋市立学校（園）の園児・児童・生徒に対して「ハートフレンドなごや」
を始めとする様々な相談機関の連絡先を掲載した紹介カードを配布する。

教育委員会 子ども応援室
スクールカウンセラー
による相談

名古屋市立学校の児童・生徒（保護者）・教員の希望者に対して臨床心理士の
資格を有するスクールカウンセラーによる教育相談を行う。

教育委員会
新しい学校づくり
推進室

ウェブ版学校生活アン
ケート

名古屋市立学校（小・中学校）の児童生徒（小４～中３）に対して、学校生活
アンケートを行い、児童生徒の心の状態を把握し、きめ細かな指導・支援に活
用。

教育委員会 教育センター ハートフレンドなごや
幼児から高校生年齢までの子ども本人、その保護者、学校関係者等から子ども
の教育・養育上の問題に関するあらゆる内容について相談を実施。

教育委員会 指導室 自殺予防教育講演会 教職員に対して自殺予防教育講演会を実施。

事業名称 事業内容担当局 担当課室
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教育委員会 指導室
自殺予防に関する授業
の実施

名古屋市立学校（小・中学校・特別支援・高等学校）の児童・生徒（小４～高
３）が、児童・生徒向けこころの健康に関する啓発パンフレット（「気づいて
る？こころのＳＯＳ」）を用いて、生活上の困難・ストレスに直面した時の対
処法を学び、実際に活用できるようにする。

教育委員会 指導室
自殺予防に関する小冊
子の活用

自殺予防に関する小冊子「大切な人を支える！ゲートキーパーハンドブック」
の活用を図る。

教育委員会 指導室
自殺予防教育用ＤＶＤ
活用

自殺予防教育において、健康福祉局作成のＤＶＤ「児童・生徒向けこころの健
康に関する啓発映像　気付いてる？こころのＳＯＳ」の活用を図る。

教育委員会 指導室
インターネット上にお
けるいじめ等防止対策

インターネット上の児童生徒に関する問題のある書き込み等を検索・監視し、
削除依頼等の対応やＳＮＳ等を活用した報告・相談体制を導入することによ
り、多様な悩みや相談に対応。

教育委員会 学校保健課 精神科学校医の配置
子どものメンタルヘルス対応として、精神科学校医を配置し、全市の児童・生
徒を対象とした相談を実施。

教育委員会 学校保健課
精神保健に関する研修
会の実施

養護教諭に自殺の高リスク、自殺理解と対応等を含めた児童・生徒の心理的問
題を内容とした講演会を実施。

教育委員会 学校保健課
「ストレスマネジメン
ト」に関する授業の指
導資料集の配信

こころの健康を保ち、友人関係や学習・進路等からのストレスに適切に対処で
きるようにするための中・高校生対象の授業指導資料集を配信。

■大学生等の学生

経済局 労働企画室
労働法の基礎に関する
出前講座

労働に関するトラブルへの対処法を学生のうちから身に着けられるよう、大学
や短大などの教育機関が実施する働く上で必要なルール等を学んでもらうため
の研修等に社会保険労務士を派遣。

健康福祉局 健康増進課
スマイル！こころの絆
創膏デー

子ども・若者へこころの健康に関する啓発メッセージを伝えること、各種相談
窓口の周知を目的としたイベントを開催する。あわせて、「悩んだ時に救われ
た一言」や「まわりへの感謝の気持ち」等をテーマとしたこころの絆創膏マン
ガコンテストを実施する。

健康福祉局 健康増進課
こころの絆創膏セミ
ナー

子ども・若者の自殺対策推進のため、地域内の大学・短期大学関係者を対象
に、学生に関する自殺対策等についての情報共有および意見交換を行うセミ
ナーを開催する。

健康福祉局 健康増進課
こころの健康（夜間・
土日）無料相談

電話およびLINEによる相談を実施。また必要に応じ、平日夜間および土日に精
神科医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を実施。

■様々な困難を抱える子ども・若者

経済局 労働企画室
なごやジョブサポート
センター

幅広い求職者のニーズに合わせ、各自が自己理解に基づいた目標設定ができる
よう支援を行い、求人紹介や応募書類の作成、面接トレーニングなど、個々に
合わせたきめ細やかな就職相談から就職定着支援までを行う。

事業名称 事業内容

担当課室 事業名称 事業内容担当局

担当局 担当課室

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

ひきこもり地域支援セ
ンターの運営

ひきこもり支援コーディネーターを3名配置し、ひきこもりの本人や家族等の面
接相談を行うとともに、関係機関との連携強化を目的とした会議や研修の実
施、パンフレットの発行や講演会などひきこもりに関する普及啓発を行い、ひ
きこもりの本人や家族への支援の充実を図る。

健康福祉局 地域ケア推進課
名古屋市仕事・暮らし
自立サポートセンター
の運営

生活困窮者自立支援法に基づき、生活に困窮している方が抱える複合的な課題
に応じた、個別的で継続的な相談支援を行う窓口として「仕事・暮らし自立サ
ポートセンター」を市内３か所に設置し、相談者の状況に応じた就労支援や家
計再建に向けた支援を一体的に実施する。また、対象者を早期に把握し適切な
支援につなぐために、地域連携の推進やアウトリーチ支援の強化を図る。

子ども青少年局 子ども福祉課 なごやっ子ＳＯＳ
保護者、児童本人及び電話による相談を希望する者に児童虐待に関することの
みならず、子育てに関する悩みや不安に関する相談を、電話により24時間・
365日の体制で受け付ける電話相談事業を実施する。

健康福祉局
子ども青少年局

保護課
子ども未来企画室

中学生の学習支援
ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学生を対象に、学習及び進
学の意欲を増進し、学習習慣を身につけさせる支援を行う学習支援を実施。

健康福祉局
子ども青少年局

保護課
子ども未来企画室

高校生世代への学習・
相談支援事業

中学生の学習支援事業に参加した高校生等の中退防止や将来の不安や悩みに対
応するため、進学後の学習支援や職業・進路等の悩みに対する巡回相談を行う
とともに、個別支援が必要な子どもを適切な支援につなぐ事業を実施

子ども青少年局 青少年家庭課
なごや若者サポートス
テーション事業（厚生
労働省事業）

概ね15歳から49歳までの仕事に就いておらず、学校に在籍していない若者とそ
の保護者を対象に、各種相談への対応、愛知県全域の各種支援情報の提供、独
自プログラムによるコミュニケーショントレーニングや社会活動参加プログラ
ムなど若者の就労について総合的な支援を行う。 本市は、社会体験機会の提供
や臨床心理士による専門相談等を実施する、ジャンプアップ事業の委託を行う
ほか、設置場所の提供も行う。

子ども青少年局 青少年家庭課
名古屋市子ども・若者
総合相談センターの運
営

名古屋市内に在住するニート、ひきこもりなど社会生活を営む上で困難を有す
る概ね39歳までの子ども・若者のあらゆる相談に応じ、適切な支援機関へつな
ぐとともに、センターを核とした官民の支援機関等のネットワークを活用しな
がら、相談から自立まで一貫した伴走型の支援を実施する。

子ども青少年局 青少年家庭課
若者自立支援ステップ
アップ事業

ひきこもりや若年無業者等、自立に悩みを有する概ね15歳から39歳までの若者
とその保護者を対象に、市内２カ所に開設した「居場所」を拠点とした、電話
相談やカウンセリング、各種支援プログラムやセミナー等の自立を目指した支
援を行う。

子ども青少年局 子ども未来企画室
名古屋市子どもの権利
相談室「なごもっか」

子どもの権利侵害に関する相談、申立て等に基づき、権利の回復のための取り
組みを進めるとともに、子どもの権利について普及啓発を実施。

■勤労者

経済局 労働企画室 労働相談
専任の労働相談員による労働条件や労働福祉など労働問題に関する電話、メー
ル、面接相談を実施。

経済局 労働企画室
メンタルヘルス対策に
関する出前講座

中小企業等が行う研修へ社会保険労務士等を派遣する出前講座を実施。

経済局 労働企画室 働き方改革の推進

企業に対し、多様で柔軟な働き方や、ワーク・ライフ・バランスに関するセミ
ナーを開催するほか、専門家を派遣して、従業員が多様で柔軟な働き方を選択
できる環境整備に関する助言を実施。
また、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる企業等をワーク・ラ
イフ・バランス推進企業として認証する。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 健康増進課
こころの絆創膏キャン
ペーン

自殺予防週間及び自殺対策強化月間にあわせて、うつ病の症状の説明や相談機
関等を掲載した携帯用の絆創膏（こころの絆創膏）を配布する。

健康福祉局 健康増進課
こころの健康（夜間・
土日）無料相談

電話およびLINEによる相談を実施。また必要に応じ、平日夜間および土日に精
神科医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を実施。

健康福祉局 健康増進課
企業向けゲートキー
パーの普及啓発

企業向けにゲートキーパ―養成動画等の活用や、啓発物品の配布等を行い、組
織内へのゲートキーパーの設置を推進する。

■様々な困難を抱える女性・妊産婦

スポーツ市民局
男女平等参画推進
室

「イーブルなごや相談
室」女性のための総合
相談（男女平等参画推
進センター）

女性の専門相談員が女性が日常生活の中で直面する悩みや不安を受け止め、性
別役割的な価値観等を捉え直しながら、主体的な問題解決を目指す。

スポーツ市民局
男女平等参画推進
室

コロナ禍における女性
のつながりサポート事
業

長引くコロナ禍において就労や生活等への影響を受け、ひとりで困難・不安を
抱えている女性に対し、安心して過ごせる場の提供等を行う。

健康福祉局 健康増進課
こころの健康（夜間・
土日）無料相談

電話およびLINEによる相談を実施。また必要に応じ、平日夜間および土日に精
神科医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を実施。

健康福祉局 地域ケア推進課
名古屋市仕事・暮らし
自立サポートセンター
の運営

生活困窮者自立支援法に基づき、生活に困窮している方が抱える複合的な課題
に応じた、個別的で継続的な相談支援を行う窓口として「仕事・暮らし自立サ
ポートセンター」を市内３か所に設置し、相談者の状況に応じた就労支援や家
計再建に向けた支援を一体的に実施する。また、対象者を早期に把握し適切な
支援につなぐために、地域連携の推進やアウトリーチ支援の強化を図る。

子ども青少年局 子ども福祉課
社会福祉事務所におけ
る女性福祉相談

各社会福祉事務所に女性福祉相談員を配置し、様々な女性の相談に応じる。

子ども青少年局 子ども福祉課
配偶者暴力相談支援セ
ンター業務

配偶者からの暴力被害者の保護等のため、被害者等からの相談、自立支援等を
行う。

子ども青少年局 子育て支援課 新生児乳児等訪問指導

概ね生後４か月児までの乳児のいるすべての家庭に保健師または助産師による
訪問指導時に、エジンバラ産後うつ病自己調査票を活用し、産後うつ病の早期
発見と予防を図るとともに、その際に産後うつ病の予防につながる知識の普及
啓発のためのリーフレットを配付。

子ども青少年局 子育て支援課 ３か月児健康診査
３か月児とその親等に健康診査において、母親との面接を通して、抑うつ感情
や食欲・睡眠状況等の健康状態を把握し、産後のメンタルヘルスに関する支援
を実施。

子ども青少年局 子育て支援課 なごや妊娠ＳＯＳ
思いがけない妊娠等に悩む人及びその家族等が、孤立することなく、必要な支
援を受けることができるよう、助産師が電話やメール、LINEによる相談を実施
する。

子ども青少年局 子育て支援課 産後ケア事業
出産直後の産婦が、入院を要しない程度の心身の不調・育児不安等により育児
困難感がある場合に、産婦及び乳児に対して、助産所等における宿泊または日
帰りによる支援（母体ケア、乳児ケア）を実施する。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

事業名称 事業内容担当局 担当課室
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

子ども青少年局 子育て支援課
不育症・不妊症相談支
援事業

流産を繰り返すいわゆる習慣流産（不育症）や不妊症に関する正しい知識を普
及啓発するとともに、専門相談窓口を設置し、不育症や不妊症に悩む女性の不
安を軽減し、支援の強化を図る。

子ども青少年局 子育て支援課
子育て総合相談窓口
（子育て世代包括支援
センター）の取組み

妊娠届出後、妊娠後期、出産直後の不安を感じやすい時期に、子育て総合相談
窓口（子育て世代包括支援センター）から電話、面接等の働きかけにより、一
人ひとりの状況確認や、今後の支援施策・子育てのコツ等についての情報提供
等を行う。

子ども青少年局 子育て支援課 産婦健康診査
産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、産後２週間及び産後
１か月の産婦に対し、健康診査にかかる費用を助成することにより、産後の初
期段階における母子を支援し妊娠期からの切れ目のない支援の充実を図る。

子ども青少年局 子育て支援課
多胎児家庭支援モデル
事業

多胎児家庭の保護者の身体的・精神的負担の軽減を図るため、多胎児家庭への
訪問事業等を実施する。

子ども青少年局 子育て支援課 子育て支援訪問事業
乳児家庭全戸訪問事業未実施家庭や乳幼児健診未受診者に家庭訪問を行い、子
どもの発育・発達や育児環境を確認し必要な支援へとつなげる。

■高齢者

スポーツ市民局 消費生活課
高齢消費者等見守り支
援講座（出張講座）

消費者被害に遭いやすい高齢者等を地域で見守る福祉関係事業者などに対し金
融トラブル、悪質商法など消費者問題に関する講座を開催。

健康福祉局 高齢福祉課
高齢者就業支援セン
ターの運営

高齢者が人生の第二のステージにおいても社会の担い手として活躍できるよう
に就業に関する相談や情報提供、技能講習等を実施し、就業を通じた社会参加
を支援する。

健康福祉局 高齢福祉課
高齢者福祉相談員の活
動

65歳以上のひとり暮らし高齢者、75歳以上の高齢者のみの世帯等を訪問し、生
活や健康等困り事の相談に応じ、必要な支援を行う。

健康福祉局 高齢福祉課
老人クラブ友愛活動事
業への助成

（訪問活動）65歳以上のひとり暮らし高齢者、75歳以上の高齢者のみの世帯等
に老人クラブの会員が訪問し、安否の確認を行うとともに、孤独感の解消のた
めに話し相手となり、必要に応じて支援を行う。
（サロン活動）近隣の概ね60歳以上の高齢者を対象に老人クラブの会員が、閉
じこもりの防止のためにサロンを開催し、外出を促進する。

健康福祉局 高齢福祉課 高齢者福祉電話の貸与
環境的に孤独な生活をしているひとり暮らし高齢者に福祉電話を貸与し、ボラ
ンティアが安否の確認を行うとともに、相談に応じる。

健康福祉局 高齢福祉課 家族介護者教室の実施
在宅で高齢者の介護を行う家族に介護の知識や技術の向上を図るための講座を
開催するとともに、介護者同士の交流を通じて心身の疲労の軽減を図る。

健康福祉局 高齢福祉課
排せつケア相談支援事
業

高齢者の排せつケアに関して、在宅介護者等への電話及び対面による相談対応
や、いきいき支援センター職員等への研修を実施する。

健康福祉局 高齢福祉課 福祉会館の運営
60歳以上の高齢者に健康相談や生活相談に応じるほか、健康づくりや教養の向
上等のための講座を開催し、高齢者の生きがいを高めるとともに、交流の場を
提供する。

担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 高齢福祉課 鯱城学園の運営
60歳以上の高齢者の教養の向上を図り、生きがいを高め、社会的活動への参加
を促進するため、学園を運営する。

健康福祉局 高齢福祉課 敬老パスの交付

65歳以上の高齢者に市バス・地下鉄・メーグル（なごや観光ルートバス）・ゆ
とりーとライン・あおなみ線ならびに名鉄（上飯田連絡線を含む）・JR東海・
近鉄の鉄道の市内運行区間および名鉄バス・三重交通の路線バスの原則市内運
行区間を無料で乗車できる乗車券を交付することにより、高齢者の社会参加を
支援し、もって福祉の増進を図る。

健康福祉局 地域ケア推進課 高齢者の孤立防止事業
65歳以上の在宅のひとり暮らし高齢者及び75歳以上の高齢者のみで構成される
世帯のうち、一定の要件に該当する者を対象とし、地域支援ネットワーク運営
協議会の設置や地域支援ネットワークの構築により孤立の防止を図る。

健康福祉局 地域ケア推進課
認知症の方を介護する
家族への支援事業

認知症の方を介護する家族にいきいき支援センター（地域包括支援センター）
において認知症に関する知識・介護方法の指導、精神的な支援等を実施。

健康福祉局 地域ケア推進課
高齢者虐待相談セン
ターの運営（高齢者虐
待相談支援事業）

相談事業（法律相談や介護者・養護者のこころの相談など）、保健福祉医療従
事者に対する技能向上のための研修、高齢者虐待に関する知識等の普及のため
の啓発事業、高齢者虐待防止に関する調査研究及び情報収集を実施。

健康福祉局 地域ケア推進課

区高齢者虐待防止ネッ
トワーク支援会議（高
齢者虐待相談支援事
業）

処遇困難ケースについて、介護サービス事業者、行政関係者等で構成する会議
において、弁護士等のスーパーバイザーの助言のもと介入・支援策の検討を行
う。

健康福祉局 地域ケア推進課

高齢者虐待休日･夜間
電話相談窓口の開設
（高齢者虐待相談支援
事業）

土日･祝日･時間外の電話相談を実施することにより24時間･365日の相談体制を
確保。

健康福祉局 地域ケア推進課
高齢者短期入所ベッド
確保等事業（高齢者虐
待相談支援事業）

家族等からの虐待により、緊急に高齢者を保護する必要が生じた場合に備え、
あらかじめ短期入所用ベッド等を確保するほか空床活用の対応を行う。

健康福祉局 地域ケア推進課
高齢者の見守り支援事
業

高齢者の孤立死防止の取り組みを促進するため、見守り支援が必要な65歳以上
のひとり暮らしの方又は75歳以上の高齢者のみの世帯を対象に市内29か所のい
きいき支援センター（地域包括支援センター）に、専任の見守り支援員を各１
人配置する。孤立しがちな高齢者に対して個別のケースワークを行い、福祉・
介護サービスなどの提供や、民生委員、地域住民、民間事業者などの連携によ
る見守りのネットワークの調整など、１人1人の状況にあわせた支援を実施す
る。また、対象者の安否確認や孤独解消のため、ボランティアに協力いただ
き、定期的に電話をかける見守り電話事業（いきいきコール）を実施する。

健康福祉局 地域ケア推進課 高齢者サロンの推進
高齢者の方が、身近な場所で気軽に集まり、楽しくふれあいを深めて交流でき
る場所であるサロンについて、開設及び運営に係る相談や助成を実施。

健康福祉局 地域ケア推進課
いきいき支援センター
（地域包括支援セン
ター）

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、保健師・社会福祉
士・主任介護支援専門員などの専門職員が、健康・福祉・介護などに関する総
合相談等を行う。

健康福祉局 地域ケア推進課 高齢者サロンの推進
高齢者の身近な居場所となるサロンについて、開設及び運営に係る相談や助成
を実施。

健康福祉局 地域ケア推進課 認知症カフェ
認知症の人やその家族、地域住民、専門職等地域の誰もが気軽に集い、仲間づ
くりや情報交換ができる場である認知症カフェについて、開設及び運営に係る
相談や助成を実施。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 健康増進課
高齢者支援者向けハン
ドブックの作成・配布

高齢者支援に携わる職種の方々に向けて、高齢者の自殺防止における適切な対
応方法や、高齢者が抱える様々な問題に関して、専門家や各種相談窓口等に確
実につなげる方法を示したハンドブックを作成・配布する。

③生きることの促進要因を増やす取り組み

スポーツ市民局
男女平等参画推進
室

「イーブルなごや相談
室」女性のための総合
相談（男女平等参画推
進センター）

女性の専門相談員が女性が日常生活の中で直面する悩みや不安を受け止め、性
別役割的な価値観等を捉え直しながら、主体的な問題解決を目指す。

スポーツ市民局
男女平等参画推進
室

名古屋市男性相談
家族や仕事、人間関係など、日頃なかなか打ち明けることのできない悩みを抱
える男性のための電話・面接相談を行う。

スポーツ市民局
なごや人権啓発セ
ンター

なごや人権啓発セン
ターの運営

市民一人ひとりが人権尊重の理念を理解・体得するための多様な機会を提供す
るとともに、次代を担う子どもたちの発達段階に応じた人権学習の場を提供す
る施設として、なごや人権啓発センターの運営を行う。また、センター職員及
び人権擁護委員による人権相談（電話・面談）を実施（人権擁護委員について
は、原則毎月第1日曜日）。

経済局 労働企画室
なごやジョブサポート
センター

幅広い求職者のニーズに合わせ、各自が自己理解に基づいた目標設定ができる
よう支援を行い、求人紹介や応募書類の作成、面接トレーニングなど、個々に
合わせたきめ細やかな就職相談から就職定着支援までを行う。

経済局 労働企画室 労働相談
専任の労働相談員による労働条件や労働福祉など労働問題に関する電話、メー
ル、面接相談を実施。

スポーツ市民局 消費生活課
消費生活相談「サラ
金・多重債務法律相
談」

自殺の一つの要因でもある多重債務問題に関して、消費生活センターにおい
て、愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会の協力を得て、相談窓口を開設。

スポーツ市民局 広聴課 法律相談の実施
民事一般の法的知識の提供、解決方法・救済手続き等の簡単な説明など、弁護
士による無料法律相談を実施。

観光文化交流局
国際交流課（名古
屋国際センター）

海外児童生徒教育相談
家族の海外勤務による出国・帰国に際しての編入学等に関する相談や、外国人
児童・生徒の教育・生活に関わる相談。
相談日時：水・金・日曜日　相談言語：日本語・英語等

観光文化交流局
国際交流課（名古
屋国際センター）

外国人行政相談
市政、行政に関する問題について、専門の相談員が相談や情報提供に応じる。
相談日時：言語により異なる　相談言語：日本語・英語・ポルトガル語・スペ
イン語・中国語・ハングル・フィリピノ語・ベトナム語・ネパール語

観光文化交流局
国際交流課（名古
屋国際センター）

外国人無料法律相談

結婚・離婚、在留資格や労働問題等、日本で生活する上で生じる法律上の問題
について、専門家（弁護士）が無料で相談に応じる。
相談日時：土曜日（予約制）　相談言語：英語・ポルトガル語・スペイン語・
中国語

観光文化交流局
国際交流課（名古
屋国際センター）

外国人こころの相談

外国人が日本の生活で抱く不安や悩みなどを解消するため、母国で資格、経験
のあるカウンセラーが通訳を介さずに相談に応じる。
○相談日時：言語により異なる（予約制）。
○相談言語：英語・ポルトガル語・スペイン語・中国語

観光文化交流局
国際交流課（名古
屋国際センター）

ピアサポートサロン
外国人が孤独や孤立感を感じながら精神的に不安定になることを未然に防ぐた
め、仲間づくり、居場所、悩みを共有する場としてサロンを開催する。
〇対応言語：英語・ポルトガル語・スペイン語・中国語等

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 高齢福祉課
高齢者就業支援セン
ターの運営

高齢者が人生の第二のステージにおいても社会の担い手として活躍できるよう
に就業に関する相談や情報提供、技能講習等を実施し、就業を通じた社会参加
を支援する。

健康福祉局 高齢福祉課 家族介護者教室の実施
在宅で高齢者の介護を行う家族に介護の知識や技術の向上を図るための講座を
開催するとともに、介護者同士の交流を通じて心身の疲労の軽減を図る。

健康福祉局 高齢福祉課
排せつケア相談支援事
業

高齢者の排せつケアに関して、在宅介護者等への電話及び対面による相談対応
や、いきいき支援センター職員等への研修を実施する。

健康福祉局 高齢福祉課 福祉会館の運営
60歳以上の高齢者に健康相談や生活相談に応じるほか、健康づくりや教養の向
上等のための講座を開催し、高齢者の生きがいを高めるとともに、交流の場を
提供する。

健康福祉局 高齢福祉課 鯱城学園の運営
60歳以上の高齢者の教養の向上を図り、生きがいを高め、社会的活動への参加
を促進するため、学園を運営する。

健康福祉局 高齢福祉課 敬老パスの交付

65歳以上の高齢者に市バス・地下鉄・メーグル（なごや観光ルートバス）・ゆ
とりーとライン・あおなみ線ならびに名鉄（上飯田連絡線を含む）・JR東海・
近鉄の鉄道の市内運行区間および名鉄バス・三重交通の路線バスの原則市内運
行区間を無料で乗車できる乗車券を交付することにより、高齢者の社会参加を
支援し、もって福祉の増進を図る。

健康福祉局 地域ケア推進課 高齢者の孤立防止事業
65歳以上の在宅のひとり暮らし高齢者及び75歳以上の高齢者のみで構成される
世帯のうち、一定の要件に該当する者を対象とし、地域支援ネットワーク運営
協議会の設置や地域支援ネットワークの構築により孤立の防止を図る。

健康福祉局 地域ケア推進課
高齢者虐待相談セン
ターの運営（高齢者虐
待相談支援事業）

相談事業（法律相談や介護者・養護者のこころの相談など）、保健福祉医療従
事者に対する技能向上のための研修、高齢者虐待に関する知識等の普及のため
の啓発事業、高齢者虐待防止に関する調査研究及び情報収集を実施。

健康福祉局 地域ケア推進課

高齢者虐待休日･夜間
電話相談窓口の開設
（高齢者虐待相談支援
事業）

土日･祝日･時間外の電話相談を実施することにより24時間･365日の相談体制を
確保。

健康福祉局 地域ケア推進課
高齢者の見守り支援事
業

高齢者の孤立死防止の取り組みを促進するため、見守り支援が必要な65歳以上
のひとり暮らしの方又は75歳以上の高齢者のみの世帯を対象に市内29か所のい
きいき支援センター（地域包括支援センター）に、専任の見守り支援員を各１
人配置する。孤立しがちな高齢者に対して個別のケースワークを行い、福祉・
介護サービスなどの提供や、民生委員、地域住民、民間事業者などの連携によ
る見守りのネットワークの調整など、１人1人の状況にあわせた支援を実施す
る。また、対象者の安否確認や孤独解消のため、ボランティアに協力いただ
き、定期的に電話をかける見守り電話事業（いきいきコール）を実施する。

健康福祉局 地域ケア推進課
いきいき支援センター
（地域包括支援セン
ター）

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、保健師・社会福祉
士・主任介護支援専門員などの専門職員が、健康・福祉・介護などに関する総
合相談等を行う。

健康福祉局 障害企画課
障害者虐待相談セン
ターの運営（障害者虐
待相談支援事業）

相談事業（法律相談や介護者・養護者のこころの相談など）、保健福祉従事者
に対する技能向上のための研修、障害者虐待に関する知識等の普及のための啓
発事業、障害者虐待防止に関する調査研究及び情報収集を行う。

健康福祉局 障害企画課

区障害者虐待防止ネッ
トワーク支援会議（障
害者虐待相談支援事
業）

処遇困難ケースについて、障害福祉サービス事業者、行政関係者等で構成する
会議において、弁護士等のスーパーバイザーの助言のもと介入・支援策の検討
を行う。

事業内容担当課室担当局 事業名称
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 障害企画課

障害者虐待休日･夜間
電話相談窓口の開設
（障害者虐待相談支援
事業）

土日･祝日･時間外の電話相談を実施することにより24時間･365日の相談体制を
確保。

健康福祉局 障害企画課
障害者短期入所ベッド
確保等事業（障害者虐
待相談支援事業）

家族等からの虐待により、緊急に障害者を保護する必要が生じた場合に備え、
あらかじめ短期入所用ベッド1床を確保するほか空床活用の対応を行うもの。

健康福祉局 障害企画課
障害者差別相談セン
ター

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づき、障害者差別に関す
る相談を受け、関係機関と連携しながら、相談内容にかかわる関係者間の調整
などを行い差別の解消を図るとともに、事業者・市民に対する啓発を行う。

健康福祉局 健康増進課 精神保健福祉相談
保健センターにて毎週精神科嘱託医によるこころの健康相談を実施するほか、
精神保健福祉相談員等によるこころの健康に関する相談・訪問指導を実施。

健康福祉局 健康増進課 こころの健康電話相談 こころの健康に関する電話相談を実施。

健康福祉局 健康増進課
精神科救急情報セン
ター

精神障害者及びその家族からの電話により緊急的な精神医療等の相談に対応す
るとともに、精神科救急医療機関の案内等の受診援助を行う。

健康福祉局 健康増進課
精神障害者家族ピアサ
ポート総合事業

精神障害者の家族による家族ならではのピア相談及び家族同士の繋がりを深め
る交流事業を実施。

健康福祉局 健康増進課
新型コロナウイルスこ
ころのケア相談

新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響によるメンタルヘルスの不調に、電話
相談で対応。

健康福祉局 障害企画課 福祉特別乗車券の交付
精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方に、市営交通機関、ゆとりーとライ
ン及びあおなみ線等を無料乗車できる福祉特別乗車券を交付。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症相談
アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存で悩んでいる方やその家族を対象に
した相談を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症家族のつどい
依存症相談を利用した家族を対象として、本人への接し方を学んだり家族同士
の交流を目的としてつどいを実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症回復支援プログ
ラムの実施

ギャンブル等の問題に悩みを抱えている方を対象とし、回復支援プログラムを
実施。

健康福祉局 健康増進課 うつ病等家族教室
うつ病患者の家族等がうつ病等に関する正しい知識やうつ病患者への接し方を
学び、家族同士で交流する教室を開催する。

健康福祉局 健康増進課
こころの健康（夜間・
土日）無料相談

電話およびLINEによる相談を実施。また必要に応じ、平日夜間および土日に精
神科医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を実施。

事業内容担当局 担当課室 事業名称
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 健康増進課
暮らしとこころのお悩
み相談会

暮らしの法律問題やこころの健康に関する悩みを同時に相談できる無料相談会
を実施する。

健康福祉局 健康増進課
いのちの電話相談事業
補助

社会福祉法人愛知いのちの電話協会における相談体制を支援するため、協会が
実施する相談事業（電話相談・インターネット相談）に要する経費に対して助
成を実施する。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

思春期の精神保健相談
思春期の子どもやその家族等に思春期の心の問題に関する精神科医等による相
談を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

自死遺族相談 自死遺族を対象にしたこころの相談（面接）を実施。

健康福祉局 障害者支援課
名古屋市障害者基幹相
談支援センター

障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにする
ため、障害者基幹相談支援センターを各区に設置し、障害者（児）及びその家
族等からの相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与し、権利擁護のため
に必要な援助を行う。

健康福祉局 健康増進課
精神保健に関する保健
センター保健師におけ
る相談・家庭訪問

地域における保健活動の一環として、保健センター保健師が関係機関や関係職
員と連携を図り相談･訪問を実施する。

健康福祉局 健康増進課
名古屋市がん相談・情
報サロン「ピアネッ
ト」の運営

がん患者及びその家族等にピアサポーター等による相談、患者交流会、地域の
がん医療情報の提供。

健康福祉局 健康増進課

難病訪問相談支援事
業・難病患者医療生活
相談事業・難病保健活
動研修

難病患者及びその家族等に保健センター保健師等による面接や家庭訪問・患者
交流会（集い）を実施し、患者や家族が抱える療養上の悩みや相談に対応。

子ども青少年局 子育て支援課 なごや妊娠ＳＯＳ
思いがけない妊娠等に悩む人及びその家族等が、孤立することなく、必要な支
援を受けることができるよう、助産師が電話やメール、LINEによる相談を実施
する。

子ども青少年局 子育て支援課
不育症・不妊症相談支
援事業

流産を繰り返すいわゆる習慣流産（不育症）や不妊症に関する正しい知識を普
及啓発するとともに、専門相談窓口を設置し、不育症や不妊症に悩む女性の不
安を軽減し、支援の強化を図る。

子ども青少年局 子ども福祉課 なごやっ子ＳＯＳ
保護者、児童本人及び電話による相談を希望する者に児童虐待に関することの
みならず、子育てに関する悩みや不安に関する相談を、電話により24時間・
365日の体制で受け付ける電話相談事業を実施する。

子ども青少年局 子ども福祉課 児童相談所の体制強化
被虐待児や虐待をした親への十分なケアを実施するなど、本市の子どもの安全
で健全な発達環境を保障していくために、児童福祉司の増員など児童相談所の
体制を強化。

子ども青少年局 子ども福祉課
乳児院による児童虐待
防止のための訪問支援

乳児院に専任の育児指導担当職員を配置し、家庭訪問による養育に関する相談
や、乳児院の機能を活かした支援等を通じて、養育に関する負担感や不安感を
軽減するとともに、児童虐待の再発防止及び未然防止につなげる。

子ども青少年局 子ども福祉課
社会福祉事務所におけ
る児童虐待等への機能
強化

社会福祉事務所における子ども家庭相談の体制を強化し、児童虐待などへの対
応を拡充。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

子ども青少年局 子ども福祉課
児童養護施設等に入所
している児童及び退所
した児童への自立支援

児童の自立を支援するため、児童養護施設などの入所児童への学習支援、児童
養護施設などを退所する児童や退所した児童への就労等の自立支援を実施。

子ども青少年局 子ども福祉課
社会福祉事務所におけ
る女性福祉相談

各社会福祉事務所に女性福祉相談員を配置し、様々な女性の相談に応じる。

子ども青少年局 子ども福祉課
配偶者暴力相談支援セ
ンター業務

配偶者からの暴力被害者の保護等のため、被害者等からの相談、自立支援等を
行う。

子ども青少年局 青少年家庭課
なごや若者サポートス
テーション事業（厚生
労働省事業）

概ね15歳から49歳までの仕事に就いておらず、学校に在籍していない若者とそ
の保護者を対象に、各種相談への対応、愛知県全域の各種支援情報の提供、独
自プログラムによるコミュニケーショントレーニングや社会活動参加プログラ
ムなど若者の就労について総合的な支援を行う。 本市は、社会体験機会の提供
や臨床心理士による専門相談等を実施する、ジャンプアップ事業の委託を行う
ほか、設置場所の提供も行う。

子ども青少年局 青少年家庭課
名古屋市子ども・若者
総合相談センターの運
営

名古屋市内に在住するニート、ひきこもりなど社会生活を営む上で困難を有す
る概ね39歳までの子ども・若者のあらゆる相談に応じ、適切な支援機関へつな
ぐとともに、センターを核とした官民の支援機関等のネットワークを活用しな
がら、相談から自立まで一貫した伴走型の支援を実施する。

子ども青少年局 青少年家庭課
若者自立支援ステップ
アップ事業

ひきこもりや若年無業者等、自立に悩みを有する概ね15歳から39歳までの若者
とその保護者を対象に、市内２カ所に開設した「居場所」を拠点とした、電話
相談やカウンセリング、各種支援プログラムやセミナー等の自立を目指した支
援を行う。

子ども青少年局 青少年家庭課 青少年の居場所づくり
青少年が気軽に安心して過ごせる居場所を確保することで、人や社会と関わり
ながら、自分らしく自主的に活動できるように支援する。

健康福祉局
子ども青少年局

保護課
子ども未来企画室

高校生世代への学習・
相談支援事業

中学生の学習支援事業に参加した高校生等の中退防止や将来の不安や悩みに対
応するため、進学後の学習支援や職業・進路等の悩みに対する巡回相談を行う
とともに、個別支援が必要な子どもを適切な支援につなぐ事業を実施

子ども青少年局 子ども未来企画室
社会福祉事務所におけ
るひとり親家庭に対す
る相談

各区役所・支所に母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭の母及び父子家庭
の父並びに寡婦の生活一般や児童の養育に関すること、職業能力の向上及び求
職活動の支援に関すること、経済的支援に関することなど総合的な相談・指導
を行っている。
また、より身近なところでひとり親家庭の様々な相談に応じ、必要な指導や支
援を行うなどの相談体制を強化するため、母子・父子自立支援員と連携して、
家庭訪問等を行うひとり親家庭応援専門員を配置している。

健康福祉局
子ども青少年局

保護課
子ども未来企画室

中学生の学習支援
ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学生を対象に、学習及び進
学の意欲を増進し、学習習慣を身につけさせる支援を行う学習支援を実施。

教育委員会 子ども応援室
なごや子ども応援委員
会

市内の全中学校に常勤の総合援助職またはスクールカウンセラーを配置し、さ
らに、市内12ブロックの中学校11校及び高等学校1校を各ブロックの拠点とな
る事務局校とし、総合援助職やスクールカウンセラー、スクールソーシャル
ワーカー等の職員を配置してさまざまな悩みや心配を抱える子どもや親を総合
的に援助する。

教育委員会 子ども応援室
スクールカウンセラー
による相談

名古屋市立学校の児童・生徒（保護者）・教員の希望者に対して臨床心理士の
資格を有するスクールカウンセラーによる教育相談を行う。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

教育委員会 学校保健課 精神科学校医の配置
子どものメンタルヘルス対応として、精神科学校医を配置し、全市の児童・生
徒を対象とした相談を実施。

教育委員会 生涯学習課
講座の開催（生涯学習
センター）

市民が生き生きと前向きに生活できるような生きがいづくりを推進するため
に、学び始めたり、学びを継続したり、学びの成果を社会へ還元したりするこ
とのできる様々な講座やイベントを開催する。

教育委員会 生涯学習課

イベント（心の健康、
いきがいづくり）の開
催（生涯学習セン
ター）

市民が元気に生き生きと前向きに生活できるようにするために、心と健康や命
の大切さ、いきがいづくりなど幅広い内容で随時開催する。

（２）自殺の防止
①自殺対策を支える人材の育成

健康福祉局 健康増進課

いのちの支援人材育成
等事業
（ゲートキーパー研
修）

一般市民向けの研修のほか、専門的な様々な分野の方を対象とした研修会・講
演会を開催する。

健康福祉局 健康増進課
ゲートキーパー研修講
師派遣事業

幅広い層にゲートキーパー研修を受講してもらえるよう、民間事業者などが開
催する研修へ講師の派遣を実施する。

健康福祉局 健康増進課
ゲートキーパー研修動
画

幅広い層にゲートキーパー研修を受講してもらえるよう、研修動画をウェブサ
イト「こころの絆創膏」等において配信する。

健康福祉局 健康増進課
企業向けゲートキー
パーの普及啓発

企業向けにゲートキーパ―養成動画等の活用や、啓発物品の配布等を行い、組
織内へのゲートキーパーの設置を推進する。

健康福祉局 健康増進課
学校関係者等への研修
講師派遣

主に子ども・若者の自殺対策に関する知識等の向上を図ることを目的として開
催される研修会等への講師派遣を実施する。

健康福祉局 健康増進課 傾聴講座
生涯学習センターにおいて、一般市民を対象に、傾聴等に関する講座を開催
し、身近な人への見守りや、自殺対策等への関心を高める機会を提供する。

健康福祉局 健康増進課
市職員・関係職員の人
材育成事業

市職員および関係職員への研修を実施するほか、イントラネット上で自殺対策
に関する研修資料を掲載するなど、市職員等の自殺に関する理解を深める。

健康福祉局 健康増進課
かかりつけ医等心の健
康対応力向上研修

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関する適切な診療の知識・技
術および精神科医等の専門医との連携方法等を習得するための研修を実施す
る。

健康福祉局 健康増進課

いのちの支援人材育成
等事業
（自死遺族支援セミ
ナー）

自死遺族に寄り添うために自死遺族の心情やいきづらさ、留意した方が良いこ
と等について学ぶセミナーを実施する。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

いのちの電話相談員メ
ンタルケアサポート事
業

ボランティアで相談に従事するいのちの電話協会電話相談員の心理的負担の軽
減を図り、安定した相談を行えるよう、臨床心理士による相談員のメンタルケ
アを実施。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

精神保健福祉関係職員
研修

保健センター等に勤務する精神保健福祉相談員や保健師等を対象とし、業務上
必要な基本的知識の理解及び援助技術の習得を図るための研修を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

思春期精神保健関係者
研修

思春期に起こりがちな心の健康に関する諸問題を主な内容とし、保健センター
職員や高等学校教員等を対象に、専門職として資質の向上を図るために研修を
実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症基礎講座
薬物・アルコールをはじめとした依存症問題にかかわる保健センター等関係機
関職員を対象とし、依存症問題の相談技術の向上とともに、ネットワークづく
りをめざし研修を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

災害時精神医療活動研
修

関係機関職員を対象とし、大規模自然災害等の発災時等に精神医療機関の支
援、被災者の心のケアができるよう研修を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

精神保健福祉に関する
技術援助

保健センター、区役所及び関係機関職員に対し専門的立場から技術指導及び技
術援助を行う。個別事例への助言や講師派遣などを実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

認知行動療法普及研修
市域の医療従事者等を対象として、認知行動療法の普及とうつ病患者等への治
療の質の向上を図るための研修を実施。

健康福祉局 保護課 新任職員研修

各区生活保護法施行事務関係新任職員（主に地区担当員）に精神疾患について
の一般的な知識や精神障害者と接する際の注意点などを習得し、要保護者への
援助のスキルを高めるとともに、職員自身のストレスマネジメントについて学
ぶ。

健康福祉局 保護課
地区担当員に対する研
修

健康部と連携して、各区生活保護地区担当員（ケースワーカー）に対して、自
殺対策の研修を行う。

教育委員会 学校保健課
精神保健に関する研修
会の実施

養護教諭に自殺の高リスク、自殺理解と対応等を含めた児童・生徒の心理的問
題を内容とした講演会を実施。

②リスク要因を抱えた方への支援
■精神疾患患者

健康福祉局 健康増進課 精神保健福祉相談
保健センターにて毎週精神科嘱託医によるこころの健康相談を実施するほか、
精神保健福祉相談員、保健師等によるこころの健康に関する相談・訪問指導を
実施。

健康福祉局 健康増進課 こころの健康電話相談 こころの健康に関する電話相談を実施。

健康福祉局 健康増進課
精神保健福祉法に基づ
く措置入院

精神障害者であり、医療及び保護のために入院させなければその精神障害のた
めに自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれのある者に通報等に基づき、精
神保健指定医2名（緊急措置の場合は1名）の診察により、入院の判定を行う。

健康福祉局 健康増進課
精神科救急情報セン
ター

精神障害者及びその家族に電話により緊急的な精神医療等の相談に対応すると
ともに、精神科救急医療機関の案内等の受診援助を行う。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 健康増進課
精神障害者家族ピアサ
ポート総合事業

精神障害者の家族による家族ならではのピア相談及び家族同士の繋がりを深め
る交流事業を実施。

健康福祉局 健康増進課
精神障害者ピアサポー
ト活用事業

精神科病院に入院している精神障害者のうち、長期入院者（1年以上）及び入院
の長期化が見込まれる者が地域生活へ移行するための支援及び地域生活を継続
するための支援を実施。

健康福祉局 健康増進課 市長同意事務 医療保護入院に際し、名古屋市長が同意者となる場合の事務を行う。

健康福祉局 障害企画課 市営住宅の優先入居
障害者の生活の安定を図るために、住宅に困窮している障害者世帯向けに市営
住宅等の優先入居を行う。

健康福祉局 障害企画課
自立支援医療（精神通
院医療）

精神科通院による治療に要する医療費の一部を助成することにより、その経済
的負担の軽減を図る。

健康福祉局 健康増進課
依存症関連問題支援事
業

アルコール・薬物・ギャンブル等依存症を抱える当事者が健康的な生活を営む
ことができるよう、依存症問題の改善に取り組む民間団体の活動に要する経費
の助成。

健康福祉局 健康増進課
依存症専門医療機関・
依存症治療拠点機関の
選定

依存症患者が地域で適切な医療を受けられるようにするため、アルコール健康
障害・薬物依存症・ギャンブル等依存症に関する治療を行っている依存症専門
医療機関及び依存症治療拠点機関の選定。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

精神保健福祉関係職員
研修

保健センター等に勤務する精神保健福祉相談員や保健師等を対象とし、業務上
必要な基本的知識の理解及び援助技術の習得を図るための研修を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

思春期精神保健関係者
研修

思春期に起こりがちな心の健康に関する諸問題を主な内容とし、保健センター
職員や高等学校教員等を対象に、専門職として資質の向上を図るために研修を
実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症基礎講座
薬物・アルコールをはじめとした依存症問題にかかわる保健センター等関係機
関職員を対象とし、依存症問題の相談技術の向上とともに、ネットワークづく
りをめざし研修を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

精神保健福祉に関する
技術援助

保健センター、区役所及び関係機関職員に対し専門的立場から技術指導及び技
術援助を行う。個別事例への助言や講師派遣などを実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

薬物問題関係機関連絡
会議

愛知県精神保健福祉センターとの共催により、薬物問題にかかわる関係機関が
相互の理解を深めるとともに連携上の課題について検討し、ネットワークづく
りをめざすために会議を開催。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

アルコール問題関係者
連絡協議会

依存症に関わる医療機関の連絡会議を開催し、依存症問題への取組について相
互理解を深め連携上の課題等を検討し協議を行う。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

アディクション・セッ
ション

自助グループや支援機関等の活動内容の普及啓発とともに社会的サポートの向
上を図る。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症相談
アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存で悩んでいる方やその家族を対象に
した相談を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症家族のつどい
依存症相談を利用した家族を対象として、本人への接し方を学んだり家族同士
の交流を目的としてつどいを実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

依存症回復支援プログ
ラムの実施

ギャンブル等の問題に悩みを抱えている方を対象とし、回復支援プログラムを
実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

認知行動療法普及研修
市域の医療従事者等を対象として、認知行動療法の普及とうつ病患者等への治
療の質の向上を図るための研修を実施。

健康福祉局 健康増進課 うつ病等家族教室
うつ病患者の家族等がうつ病等に関する正しい知識やうつ病患者への接し方を
学び、家族同士で交流する教室を開催する。

健康福祉局 健康増進課
こころの健康（夜間・
土日）無料相談

電話およびLINEによる相談を実施。また必要に応じ、平日夜間および土日に精
神科医や臨床心理士、産業カウンセラーによるメンタルヘルス相談を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

思春期の精神保健相談
思春期の子どもやその家族等に思春期の心の問題に関する精神科医等による相
談を実施。

健康福祉局 健康増進課
かかりつけ医等心の健
康対応力向上研修

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関する適切な診療の知識・技
術および精神科医等の専門医との連携方法等を習得するための研修を実施す
る。

健康福祉局 障害者支援課
精神障害者地域活動支
援事業

精神障害者の社会復帰及び自立と社会経済活動への参加の促進を図るため、精
神保健福祉士等専門職員を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強
化、精神障害に対する理解促進を図る等の事業を実施。

■自殺未遂者

健康福祉局 健康増進課

地域連携マニュアル
「ガイドブック常備薬
こころの絆創膏」の作
成・配布

保健医療福祉等関係機関が連携するためのマニュアルを作成・配布する。

健康福祉局 健康増進課
自殺ハイリスク者等支
援研修会

相談窓口の担当者等の支援者を対象として自殺ハイリスク者等への対応等に関
する研修会を実施する。

健康福祉局 健康増進課
自殺未遂者向けリーフ
レットの作成・配布

自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人向け及び家族向けのリーフレットを作成
し、医療機関、相談機関等に配布する。

担当課室 事業名称 事業内容担当局

事業名称 事業内容担当局 担当課室
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

■慢性疾患等の重篤患者

健康福祉局 健康増進課
かかりつけ医等心の健
康対応力向上研修

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関する適切な診療の知識・技
術および精神科医等の専門医との連携方法等を習得するための研修を実施す
る。

健康福祉局 健康増進課
名古屋市がん相談・情
報サロン「ピアネッ
ト」の運営

がん患者及びその家族等にピアサポーター等による相談、患者交流会、地域の
がん医療情報の提供。

健康福祉局 健康増進課

難病訪問相談支援事
業・難病患者医療生活
相談事業・難病保健活
動研修

難病患者及びその家族等に保健センター保健師等による面接や家庭訪問・患者
交流会（集い）を実施し、患者や家族が抱える療養上の悩みや相談に対応。

■生活困窮者

健康福祉局 地域ケア推進課
名古屋市仕事・暮らし
自立サポートセンター
の運営

生活困窮者自立支援法に基づき、生活に困窮している方が抱える複合的な課題
に応じた、個別的で継続的な相談支援を行う窓口として「仕事・暮らし自立サ
ポートセンター」を市内３か所に設置し、相談者の状況に応じた就労支援や家
計再建に向けた支援を一体的に実施する。また、対象者を早期に把握し適切な
支援につなぐために、地域連携の推進やアウトリーチ支援の強化を図る。

健康福祉局
子ども青少年局

保護課
子ども未来企画室

中学生の学習支援
ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学生を対象に、学習及び進
学の意欲を増進し、学習習慣を身につけさせる支援を行う学習支援を実施。

健康福祉局
子ども青少年局

保護課
子ども未来企画室

高校生世代への学習・
相談支援事業

中学生の学習支援事業に参加した高校生等の中退防止や将来の不安や悩みに対
応するため、進学後の学習支援や職業・進路等の悩みに対する巡回相談を行う
とともに、個別支援が必要な子どもを適切な支援につなぐ事業を実施

■多重債務者

スポーツ市民局 消費生活課
消費生活相談「サラ
金・多重債務法律相
談」

自殺の一つの要因でもある多重債務問題に関して、消費生活センターにおい
て、愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会の協力を得て、相談窓口を開設。

スポーツ市民局 消費生活課
名古屋市消費生活フェ
ア

愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会、法テラス愛知等の専門機関による出展
など、事業者団体・消費者団体・大学・行政が一体となってイベントを開催。

スポーツ市民局 消費生活課
高齢消費者等見守り支
援講座（出張講座）

消費者被害に遭いやすい高齢者等を地域で見守る福祉関係事業者などに対し金
融トラブル、悪質商法など消費者問題に関する講座を開催。

担当局 担当課室 事業名称

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

■ＤＶ被害者

スポーツ市民局
男女平等参画推進
室

「イーブルなごや相談
室」女性のための総合
相談（男女平等参画推
進センター）

女性の専門相談員が女性が日常生活の中で直面する悩みや不安を受け止め、性
別役割的な価値観等を捉え直しながら、主体的な問題解決を目指す。

子ども青少年局 子ども福祉課
社会福祉事務所におけ
る女性福祉相談

各社会福祉事務所に女性福祉相談員を配置し、様々な女性の相談に応じる。

子ども青少年局 子ども福祉課
配偶者暴力相談支援セ
ンター業務

配偶者からの暴力被害者の保護等のため、被害者等からの相談、自立支援等を
行うもの。

■児童虐待被害者

子ども青少年局 子育て支援課 なごや妊娠ＳＯＳ
思いがけない妊娠等に悩む人及びその家族等が、孤立することなく、必要な支
援を受けることができるよう、助産師が電話やメール、LINEによる相談を実施
する。

子ども青少年局 子育て支援課 産後ケア事業
出産直後の産婦が、入院を要しない程度の心身の不調・育児不安等により育児
困難感がある場合に、産婦及び乳児に対して、助産所等における宿泊または日
帰りによる支援（母体ケア、乳児ケア）を実施する。

子ども青少年局 子育て支援課 産婦健康診査
産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、産後２週間及び産後
１か月の産婦に対し、健康診査にかかる費用を助成することにより、産後の初
期段階における母子を支援し妊娠期からの切れ目のない支援の充実を図る。

子ども青少年局 子ども福祉課
名古屋市児童を虐待か
ら守る条例の推進

「名古屋市児童を虐待から守る条例」によって児童虐待防止推進月間として定
める5月、11月を中心に、児童虐待防止の講演会、オレンジリボンキャンペー
ンなどの広報・啓発等を実施。

子ども青少年局 子ども福祉課 なごやっ子ＳＯＳ
保護者、児童本人及び電話による相談を希望する者に児童虐待に関することの
みならず、子育てに関する悩みや不安に関する相談を、電話により24時間・
365日の体制で受け付ける電話相談事業を実施。

子ども青少年局 子ども福祉課 児童相談所の体制強化
被虐待児や虐待をした親への十分なケアを実施するなど、本市の子どもの安全
で健全な発達環境を保障していくために、児童福祉司の増員など児童相談所の
体制を強化。

子ども青少年局 子ども福祉課
乳児院による児童虐待
防止のための訪問支援

乳児院に専任の育児指導担当職員を配置し、家庭訪問による養育に関する相談
や、乳児院の機能を活かした支援等を通じて、養育に関する負担感や不安感を
軽減するとともに、児童虐待の再発防止及び未然防止につなげる。

子ども青少年局 子ども福祉課
社会福祉事務所におけ
る児童虐待等への機能
強化

社会福祉事務所における子ども家庭相談の体制を強化し、児童虐待などへの対
応を拡充。

子ども青少年局 子ども福祉課
児童虐待防止における
関係機関の連携

児童虐待等の問題解決のため、全市各区レベルの連絡調整、情報交換を実施す
るとともに、電算システムを活用して社会福祉事務所、児童相談所、保健セン
ター等の情報共有を迅速・的確に実施。

子ども青少年局 子ども福祉課
児童養護施設等に入所
している児童及び退所
した児童への自立支援

児童の自立を支援するため、児童養護施設などの入所児童への学習支援、児童
養護施設などを退所する児童や退所した児童への就労等の自立支援を実施。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

■犯罪被害者等

スポーツ市民局 人権施策推進室
名古屋市犯罪被害者等
支援

犯罪被害者等基本法と名古屋市犯罪被害者等支援条例に基づき、関係機関との
適切な役割分担を踏まえて、総合支援窓口の設置、経済的・精神的支援、広報
啓発・人材育成を柱とした、犯罪被害者等に対する支援を実施。

■災害被災者

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

災害時こころのケア対
策

大規模な震災等に備え、①他県の被災地への派遣の際、②名古屋で罹災した
際、それぞれの場合に適切に対応できるよう体制整備を図る。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

災害時精神医療活動研
修

関係機関職員を対象とし、大規模自然災害等の発災時等に精神医療機関の支
援、被災者の心のケアができるよう研修を実施。

■複合的なリスク要因

健康福祉局 健康増進課 自殺対策連絡協議会
自殺対策の取組みに関して関係機関および民間団体等との意見交換および意見
聴取を行い、本市における自殺対策を総合的に推進するため、名古屋市自殺対
策連絡協議会を開催する。

健康福祉局 健康増進課
自殺対策関係相談機関
等ネットワーク会議

自殺対策に関する相談機関の連携強化を図るための会議を開催する。

健康福祉局 健康増進課 自殺対策推進本部
自殺対策に関する諸施策の調整及び推進、情報の収集及び連絡、その他自殺対
策の総合的な推進のため、副市長を本部長、関係局長を本部員とする「名古屋
市自殺対策推進本部」を設置する。

健康福祉局 健康増進課 自殺対策庁内連絡会
庁内関係部署が相互に連携するための課長級職員による「名古屋市自殺対策庁
内連絡会」を設置する。

健康福祉局 健康増進課
地域自殺対策推進セン
ターの設置

地域の自殺の実態把握、情報収集・分析・提供、人材育成、関係機関等の連絡
調整等を行うことを目的とした地域自殺対策推進センターを設置する。

健康福祉局 健康増進課
自殺対策の専任職員の
配置

いのちの支援を担当する専任職員を配置する。

健康福祉局 健康増進課

地域連携マニュアル
「ガイドブック常備薬
こころの絆創膏」の作
成・配布

保健医療福祉等関係機関が連携するためのマニュアルを作成・配布する。

事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称
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令和4年度　自殺対策関連施策　実施予定一覧
＜いのちの支援なごやプラン掲載施策＞

資料３－２

健康福祉局 健康増進課
ウェブサイト「こころ
の絆創膏」の運営

悩みに応じた相談機関の紹介、うつ病に関する知識や精神科医療に関する問答
を掲載したウェブサイト「こころの絆創膏」を運営する。

健康福祉局 地域ケア推進課
重層的支援体制整備事
業

包括的相談支援チームにより、属性や世代を問わない相談の受け止め、アウト
リーチによる課題の早期発見、継続的な伴奏支援、地域住民や相談支援機関と
の協働のコーディネートなどを実施。

スポーツ市民局
男女平等参画推進
室

名古屋市セクシュア
ル・マイノリティ電話
相談

セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）の当事者や周りの方々を対象とし
た相談を行う。

※その他自殺防止に関する対策

健康福祉局 健康増進課 各種統計分析
名古屋市衛生研究所において、本市における自殺に関連する統計の分析を実施
する。

健康福祉局 環境薬務課 毒物劇物取締事業
毒物劇物について保健衛生上必要な取り締まりをするため、毒物劇物販売業者
等に対し、毒物劇物の交付制限、譲渡手続、盗難・紛失防止措置等について監
視指導を実施する。

交通局 駅務課
地下鉄の可動式ホーム
柵の整備

鶴舞線への可動式ホーム柵の設置に向けた電気設備の改修等

（３）自死遺族に対する支援

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

自死遺族相談 自死遺族を対象にしたこころの相談（面接）を実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

自死遺族カウンセリン
グ

自死遺族相談を利用した方のうち、継続的なこころのケアが必要な方に、市内
大学の心理学研究室等に委託し、無料カウンセリングを実施。

健康福祉局
健康増進課
（精神保健福祉セ
ンター）

自死遺族向けリーフ
レットの作成・配布

自死遺族等のための各種相談窓口や民間団体の連絡先等を掲載したリーフレッ
トを作成・配布し、遺族等が必要とする支援策にかかる情報を提供。

健康福祉局 健康増進課

いのちの支援人材育成
等事業
（自死遺族支援セミ
ナー）

自死遺族に寄り添うために自死遺族の心情やいきづらさ、留意した方が良いこ
と等について学ぶセミナーを実施する。

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容

担当局 担当課室 事業名称 事業内容
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いのちの支援なごやプラン(第 2次)(名古屋市自殺対策総合計画(第 2次))(案) 

の検討経過 

１ 自殺対策基本法 [平成１８年施行 平成２８年改正法施行] 

 （主な内容）

  第２条（基本理念）

    自殺対策は生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人とし

て尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすことが

できるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進

するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されな

ければならない。

第１３条（自殺対策計画等）

２ 市町村は、自殺対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、

当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（市町村自殺対策計画）を定め

るものとする。

２ いのちの支援なごやプラン（名古屋市自殺対策総合計画） 

 （概要） 

   平成２８年４月に改正された「自殺対策基本法」及び平成２９年７月に決定された

「自殺総合対策大綱」に基づき、平成３０年１２月に「いのちの支援なごやプラン（名

古屋市自殺対策総合計画）」を策定。 

   「自殺の予防」「自殺の防止」「自死遺族に対する支援」という3つの視点から総合

的に自殺対策を推進し、自殺者の減少を目指す。 

 （計画期間） 

   平成３０年度から令和４年度の５年間 

 （計画目標） 

   令和４年の自殺死亡率※を１２．８以下とする 

   ※自殺死亡率…人口１０万人あたりの年間自殺者数 

資料４ 



３ 自殺総合対策大綱の改定 [令和４年１０月 閣議決定] 

（主な内容）

   ・基本理念 「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」

   ・基本方針 １ 生きることの包括的な支援として推進する

         ２ 関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む

         ３ 対応の段階に応じてレベルごとの対策を効果的に連動させる

         ４ 実践と啓発を両輪として推進する

         ５ 国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業及び国民の役割を明

確化し、その連携・協働を推進する

         ６ 自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する

４ 名古屋市自殺対策総合計画策定検討会 [令和４年４月 設置] 

（メンバー） 

 ・学識経験者、自死遺族の方、相談機関、精神科医師、臨床心理士 等 （９名で構成） 

令和４年度 ３回開催

・数値目標（自殺死亡率）

・計画期間中に重点的に行う取組み内容

・評価指標

参考 アンケート調査の実施 [令和４年１月～令和４年２月] 

・目的    市民の悩みやストレス、生きがい、居場所等に関することや自殺対策や自殺に関す

る意識等について調査し、今後の取組みの方向性を検討するための基礎資料として

活用するために実施

・調査対象  満１６歳以上の市民１万人（無作為抽出）

・調査方法  郵送

・回収率   ４６．４％

５ その他の検討経過 

・下記会議等において、計画についての報告や意見聴取を実施した。 

令和４年度

・自殺対策推進本部会議           －（計２回予定）

・自殺対策庁内連絡会           １回（計２回予定）

・自殺対策連絡協議会                 １回

・子ども・若者の自殺防止等に関する検討会 １回（計２回予定）
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いのちの支援なごやプラン(第２次) 

（名古屋市自殺対策総合計画（第２次））(案)  概要

第１章 計画策定の考え方 

１ 策定の趣旨 

○ 平成２８(２０１６)年に自殺対策基本法の改正があり、すべての市町村にお

いて自殺対策についての計画を定めることとされた。 

○ 本市では、平成３０（２０１８）年度から令和４（２０２２）年度までの５年

間を計画期間とする「いのちの支援なごやプラン」（名古屋市自殺対策総合計

画）を策定し、本市の自殺対策を推進してきた。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響も続く中、自殺者数は年間３００人を超え

る水準で推移しており、引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大の自殺への

影響について情報収集・分析を行い、対策を講じる必要がある。 

○ 令和４（２０２２）年には、自殺の実態を踏まえ、更なる取り組みを進めるべ

く、自殺総合対策大綱の見直しも行われた。 

○これまでの自殺対策の進捗状況や、令和３（２０２１）年度に実施した「ここ

ろの健康に関するアンケート」の結果や名古屋市自殺対策総合計画策定検討会

等の意見を踏まえ計画を策定する。 

○ 計画に基づき自殺対策をさらに推進し、全ての市民がかけがえのない個人と

して尊重され、自分らしく、生きがいを持って暮らすことができる社会の実現

をめざす。 

資料５ 
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２ 基本方針 

３ 位置付け 

４ 計画期間 

５ ＳＤＧｓへの対応 

６ 数値目標 

○ ３つの視点（自殺の予防・自殺の防止・自死遺族に対する支援）による総合的な推進 

○ 生きることの包括的な支援として推進 

○ 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の推進 

○ 実践と啓発を両輪として推進 

○ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

○ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮

自殺対策基本法第１３条第２項に基づく市町村自殺対策計画として、本市の自

殺対策の総合的な推進に関する基本的な事項を定める。

令和５(２０２３)年度から令和９(２０２７)年度までの５年間とする。

令和９(２０２７)年の自殺死亡率（厚生労働省・人口動態統計）を１１．５以

下とする。 

【考え方】 

国が自殺総合対策大綱で、令和８(２０２６)年までに自殺死亡率を平成２７

(２０１５)年と比べて３０％以上減少させることを目標としていることを踏ま

え、本市においても、同様の目標を目指し、令和８(２０２６)年までに達成すべ

き値に引き続き、令和９(２０２７)年までに達成すべき値を算出 

本計画では、ＳＤＧｓの理念を踏まえ、「目標３ すべての人に健康と福祉を」

をはじめとする目標の達成に向けて、計画の推進に取り組む。
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【実績値】

国 名古屋市
平成 27 年
（2015） 18.5 16.9 

平成 28 年
（2016） 16.8 14.4 

平成 29 年
（2017） 16.4 15.1 

平成 30 年
（2018） 16.1 12.8 

令和  元 年
（2019） 15.7 13.1 

令和   2 年
（2020） 16.4 16.0 

令和   3 年
（2021） 16.5 14.6 

【目標値】

国 名古屋市
令和   4 年
（2022） －

12.8 以下 
【前計画目標値】

令和   8 年
（2026）

13.0 以下【目標値】 
平成27（2015）年比30％以上減

11.8 以下 
平成27（2015）年比30％以上減

令和   9 年
（2027） － 11.5 以下【目標値】 

※数値は、厚生労働省人口動態統計に基づき算出。

７ 推進体制と進行管理 

○ 副市長を本部長、関係局長を本部員とする「名古屋市自殺対策推進本部会

議」等庁内の会議を開催し、計画の推進と進捗状況の管理を実施

○ 計画の進捗状況等について関係機関、民間団体、学識経験者等で構成する

「名古屋市自殺対策連絡協議会」に報告し、意見交換を実施 
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第２章 本市の自殺の現状 

【参考：全国の自殺の現状】 

区 分 平成 10 年

➡

平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 令和 3年 

自殺者数 516 人 350 人 298 人 305 人 361 人 339 人 

自殺死亡率 23.9 15.1 12.8 13.1 16.0 14.6 

区 分 平成 10 年

➡

平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 令和 3年 

自殺者数 31,755 人 20,465 人 20,031 人 19,425 人 20,243 人 20,291 人

自殺死亡率 25.4 16.4 16.1 15.7 16.4 16.5 

平成１０年に自殺者数が急増したが、その後緩やかな減少傾向を辿り、平成３

０年には３００名を下回った。令和元年より２年連続で増加したが、令和３年は

２２人減少している。 

（厚生労働省・人口動態統計） 

平成２１年以降１０年連続で減少し、令和元年には２万人を下回ったが、令和

２年より再度２万人を上回っている。 

（厚生労働省・人口動態統計）
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【新型コロナウイルス感染症拡大下の自殺の状況】 

○令和２（２０２０）年、令和３（２０２１）年の自殺者数増減率 

 （過去５年（平成２７（２０１５）年～令和元（２０１９）年）平均との比較） 

（年代別） 

（原因・動機別） 

コロナ禍前と比較して、年代別で見ると、主に２０歳未満や２０歳代におい

て増加しており、特に女性は全体的に増加している。また、原因・動機別では

「不詳」を除くと、主に「学校問題」が増加している。 
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第３章 「いのちの支援なごやプラン」における取り組み 

１ 基本施策の３つの視点 

２ 施策の展開 

○「自殺の予防」 

   市民一人ひとりの健康保持に取り組み、自殺や精神疾患等についての正し

い知識の普及啓発等、自殺の危険性が低い段階の対策を実施 

○「自殺の防止」

   自殺発生のサインを見逃さず、自殺を未然に防ぐための対策を実施 

○「自死遺族に対する支援」

   市民の自死遺族に対する理解の促進と支援の充実を実施

・各項目について「現状・課題」、「主な取り組み」、「主な施策」を記載

・計画期間中に重点的に行う取り組みについて「評価指標」を設定し、進行管理
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（１）自殺の予防 ～自殺の危険性が低い段階で予防を図る～ 

計画期間中に重点的に行う取り組み

評価指標 

① 市民への啓発と周知 

（主な取り組み） 

評価指標 
現 況 

（令和３年度）

計画目標 

（令和４年度） 

計画目標 

（令和９年度） 

ウェブサイト「こころの

絆創膏」の認知度 
17.6％ 30％ 30％以上 

名古屋市こころの健康

（夜間・土日）無料相談

の認知度 

14.1％ 30％ 30％以上 

○ こころの健康づくり等についての正しい理解の促進や相談窓口の周知のため、ウェ

ブサイト「こころの絆創膏」の運営、ディスプレイ広告やＳＮＳ等による広告、啓発パ

ンフレットの作成・配布、各種イベント等を実施 

○ 自殺予防週間や自殺対策強化月間等に、関係機関・団体と連携し、集中的な啓

発事業を実施。 

○ 相談窓口の周知啓発およびこころの健康づくりの促進のため、相談窓口検索やセ

ルフケア機能を搭載した「こころの絆創膏アプリ」を運営 

○ 精神障害に関する理解や支えを促進するため、「心のサポーター養成研修」を実

施 

○ 自殺や精神疾患などの正しい知識の普及啓発の促進や、多様な悩みに対応 

する各種相談機関の認知度向上のためウェブサイト「こころの絆創膏」の機

能向上などともに「こころの絆創膏アプリ」も活用し、広報・周知を実施 

○ 名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談の拡充により、様々なこころ

の悩みを抱えた方の利用促進を図るとともに、更なる認知度向上のための取

り組みを実施 
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② ライフステージ等に応じた支援 

（主な取り組み） 

区 分 内 容 

児童・生徒 

○ ＳＯＳの出し方に関する教育に活用する児童・生徒向けこころの健康

に関する啓発パンフレット等を作成・配布し、名古屋市立学校の児

童・生徒（小４～高３）に自殺予防教育を実施 

○ 私立学校の自殺予防教育を支援するため、児童・生徒向けこころ

の健康に関する啓発パンフレット等を配布 

○ 「なごや子ども応援委員会」を設置し、常勤のスクールカウンセラー

等を学校現場へ配置 

○ 児童・生徒が出したＳＯＳに気づき、受け止め、適切に支援できるよ

う、教職員等の資質向上を図るための研修等を実施 

○ 配布されているＰＣやタブレット端末の活用等による児童生徒の心

の状態の把握やＳＮＳ報告相談を実施 

○ 若年層が親しみやすい漫画を題材にした「スマイル！マンガコンテ

スト」を実施 

大学生等 

の学生 

○ 学生相談に関わる大学関係者等向けの研修及び情報交換を内容

とするセミナーを実施 

○ 相談機関と連携して若年層の援助希求行動を促す「スマイル！こ

ころの絆創膏デー」を実施 

○ 若者が日常的に利用するＳＮＳを通じて、相談・支援を受けられる

よう、「名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談」においてＬＩＮ

Ｅによる相談を実施 

○ 援助希求行動を促すため、若年層と親和性の高いＳＮＳを活用し

た情報発信やウェブサイトによる情報提供を実施 
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区 分 内 容 

様々な困難 

を抱える 

子ども・若者 

○ ひきこもり地域支援センターでの相談やリーフレットの作成等を実施 

○ 子ども・若者総合相談センターで相談を行い状況に応じた支援機関

につなぐとともに、就労等自立ができるように支援 

○ 子どもの権利相談室「なごもっか」にて、権利侵害に関する相談、申

立て等に基づき、権利回復のための取組みを実施 

○ ひとり親家庭、生活保護及び生活困窮世帯の子どもを対象とした学

習支援等を実施 

○ ヤングケアラーとならざるを得ない場合に支援を受けられるよう、適切

な情報の周知や支援を実施 

勤労者 

○ 「こころの絆創膏キャンペーン」にて、相談機関の情報等を掲載し

た絆創膏を配布し、相談窓口の周知・啓発を実施 

○ 「名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談」で、平日夜間や土日に

精神科医等による面接相談を実施 

○ 中小企業等の研修にメンタルヘルス対策に関する出前講座を行う専門

家を派遣するほか、ハラスメント防止等の企業の就労環境整備に向けた

啓発・相談等を実施 

様々な困難 

を抱える 

女性・妊産婦 

○ ＤＶ被害や生活困窮等、様々な困難を抱える女性等に対する相談

等を「イーブルなごや相談室」等で実施 

○ ＳＮＳ相談の利用者は女性が多いとのことから、日常的に利用する

ＳＮＳを通じて、相談・支援を受けられるよう、「名古屋市こころの健

康（夜間・土日）無料相談」においてＬＩＮＥによる相談を実施 

○ 産後うつ病の予防や早期発見、育児不安や負担軽減等のための

相談事業やリーフレット等の配布の実施 

○ 予期せぬ妊娠等により悩みなどを抱えた方への助産師による相談

支援を実施 

○ 令和６年４月から「困難な問題を抱える女性への支援に関する法

律」が施行されることを踏まえ、必要な取組を推進 

高齢者 

○ 高齢者の孤立防止事業等で地域の支援ネットワークを構築すると

ともに、いきいき支援センターにおいて総合的な相談を実施 

○ 高齢者サロンや認知症カフェなど情報交換等のための居場所づく

りを推進 

○ 高齢者の福祉の増進を図るため、高齢者に対して市バス・地下鉄等

に無料で乗車できる敬老パスを交付 

○ 高齢者支援者向けに高齢者の自殺予防に関するハンドブックを作

成・配布 
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③ 生きることの阻害要因を減らし、促進要因を増やす取り組み 

（主な取り組み） 

○ 様々な悩みに対応した相談窓口による相談を実施するとともに、「自殺対策関

係相談機関等ネットワーク会議」を開催し、情報交換等を行って相談機関の連

携を推進 

○ 各区の福祉会館や生涯学習センター等において生きがいづくりや仲間づくりを推進 

○ 精神障害者の家族によるピア相談や外国人のピアサポートサロン等、孤立を

防止するための様々な居場所づくり事業を実施 

○ 家族や仕事、人間関係などの悩みを抱える男性のための相談を実施 

○ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響によるメンタルヘルスの不調等に電

話相談で対応する「新型コロナウイルスこころのケア相談」を実施 
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評価指標 

評価指標 
現 況 

（令和３年度）

計画目標 

（令和４年度） 

計画目標 

（令和９年度） 

「身近な人が悩みを抱えて

いるように見えたとき、そ

の人の助けになろうと声を

かけ、話を聴こう」と思う

し行動できる人の割合 

45.3％ 50％ 60％ 

ゲートキーパー関連研修の

参加者数累計（平成２０年

度から実施） 

59,656人 65,000人 100,000人 

① 自殺対策を支える人材の育成 

（主な取り組み） 

（２）自殺の防止 ～自殺の危険がある人のサインに気づき未然に防ぐ～ 

計画期間中に重点的に行う取り組み 

○ ゲートキーパーの養成を通じて、自殺や精神疾患、自死遺族の心情等について正し

い理解の促進を図るため、ハンドブックおよび研修動画の作成・配布や一般市民向け

ゲートキーパー研修を実施 

○ かかりつけの医師等や学校関係者、地域団体、保健センター等の相談機関、民間企

業等を対象とした研修を実施  

○ ゲートキーパー研修を受講した方の活動に対する支援を実施 

○ 周りの悩んでいる人のサインに気づき、声をかけ、話を聴き、必要な支援につ

なげ、見守る役割を担うゲートキーパーについてより一層の周知を図るととも

に、広く誰もが研修に参加できるよう研修の拡大を実施 

○ 様々な相談機関の職員や医療機関等の専門職などに向けたゲートキーパー研修

の拡充により専門的なゲートキーパーの役割を担う人材の育成 
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② リスク要因を抱えた方への支援 

（主な取り組み） 

区 分 内 容 

精神疾患患者 

○ 保健センターや精神保健福祉センター等で精神保健福祉相談を実施 

○ うつ病と診断された方の家族を対象に「うつ病家族教室」を実

施 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組

みの実施 

○ 自傷他害のおそれのある精神障害者等に関する警察官通報への対応

や緊急的な相談および受診調整等を行う精神科救急情報センターの

運営等を実施 

自殺未遂者 

○ 地域連携マニュアル「常備薬こころの絆創膏」を作成し相談機

関等に配布 

○ 救急医療機関へ搬送された患者および家族を適切に支援するた

めの救急医療機関等へ向けたマニュアルを整備 

○ 自殺未遂者等への対応や連携に関する研修会等を実施 

○ 自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人及び家族向けのリーフレット

を医療機関等に配布 

慢性疾患等の

重篤患者 

○ かかりつけ医等に対し、うつ病等精神疾患に関する知識や技術、

連携方法等を習得するための研修を実施 

○ がん患者及び家族等に対しピアサポーターによる相談、患者交流会

等を実施 

○ 難病患者及び家族を対象に面接、訪問相談、患者交流会等を実施 

○ 服薬指導等を通じて適切な対応を取れるよう、名古屋市薬剤師会の

会員へゲートキーパー研修を実施 
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区 分 内 容 

生活困窮者 

○ 多様で複合的な問題への相談対応及び自立に向けた相談支援等を

実施 

○ ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮者世帯の中学生に対

して学習支援事業を実施 

多重債務者 

○ 多重債務者と接する関係課による「多重債務問題対策庁内連絡会議」

を開催 

○ 相談窓口の設置や発生予防に向けた啓発・相談窓口の周知等を実施 

○ 身近な法律相談を受ける愛知県司法書士会の会員へゲートキーパー

研修を実施 

ＤＶ被害者 ○ 電話相談や、被害者の保護及び自立支援等を実施 

児童虐待被害者 ○ 児童相談所や社会福祉事務所等の体制強化や専門性の向上を実施 

犯罪被害者 
○ 総合支援窓口の設置、経済的・精神的支援、広報啓発・人材育成

を柱とした、犯罪被害者等に対する支援を実施 

災害被災者 

○ 発災時に精神医療機関の支援、被災者のケアができるよう、関

係職員向けの研修を実施 

○ 災害時には、被災者のこころの健康の相談窓口を設置 

複合的に重なる

リスク要因 

○ 「自殺対策関係相談機関等ネットワーク会議」の開催や地域連

携マニュアル「ガイドブック 常備薬こころの絆創膏」の配布等

により相談機関相互の連携を促進 

○ 属性を問わない相談支援、参加支援及び地域づくりに向けた支

援を一体的に行う「重層的支援体制整備事業」を実施 

○ セクシュアル・マイノリティの当事者等への相談支援を実施 

○ 愛知県弁護士会と連携し、こころの健康に関する悩みなどに応

じる無料相談会を実施 

○ 多様なニーズに対応するため、ＳＮＳ等を活用した相談事業を

拡充し、相談がしやすく効果的な支援が可能となるよう仕組み

を構築 
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（３）自死遺族に対する支援  

～自殺や自殺未遂が起きてしまった後の家族等への支援～

計画期間中に重点的に行う取り組み 

（主な取り組み） 

○ 自死遺族のこころのケアを図るため、相談支援やカウンセリング等を実施 

○ リーフレットやウェブサイト「こころの絆創膏」で自死遺族が必要とする情報を提供 

○ 自死遺族の心情やいきづらさ、留意した方が良いこと等について理解の促進を図

るため、セミナーの開催やゲートキーパー関連研修の中で啓発を実施 

○ 自死遺児に対する理解において、教職員の資質向上のための研修等を実施 

○ 自死遺児自身がヤングケアラーとならざるを得ない場合に支援が受けられるよう、

適切な情報の周知や支援を図る 

○ 市民が自死遺族の心情等を理解し、寄り添うことができるよう、また市職員、

学校関係者、各相談機関職員等が自死遺族に対し適切な配慮や対応ができる 

ような啓発や研修の実施 

○ 自死遺族の方が抱える生活上・法律上の問題や精神的な不調等について相談 

できる場や各相談機関・自助グループ等についての情報を周知 
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第１章 計画策定の考え方 

１ 計画策定の趣旨 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、国においては平成 28（2016）

年に自殺対策基本法（以下、基本法）が改正されました。自殺対策が「生きることの包括的

な支援」として実施されるべきことが基本理念に明記され、すべての都道府県や市町村にお

いて自殺対策についての計画を定めることとされました。 

このことを受け、本市では、平成 30(2018)年度から令和 4(2022)年度までの 5 年間を計

画期間とする「いのちの支援なごやプラン」（名古屋市自殺対策総合計画）を策定し、本市

の自殺対策を総合的・計画的に推進してきました。 

本市の自殺者数は、平成 10（1998）年に急増し、毎年 400 人を超える水準で推移して

きましたが、緩やかな減少傾向を辿り、平成 30（2018）年には 300 人を下回りました。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響も続く中、令和元(2019)年以降は再度年間 

300 人を超える水準で推移しており、状況は決して楽観できるものではありません。自殺

や自殺未遂によって、その方のご家族やご友人、周囲の方々が受ける影響は深刻であり、そ

の厳しい現状を重く受け止めなければなりません。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により人との接触機会が減り、それが長期化

することで、人との関わり合いや雇用形態を始めとした様々な変化が生じています。その中

で、女性や子ども・若者の自殺が増加し、また、自殺につながりかねない問題が深刻化する

など、今後の影響も懸念されます。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は現在

も継続しており、その影響について確定的なことは分かっていないことから、引き続き、新

型コロナウイルス感染症拡大の自殺への影響について情報収集・分析を行い、対策を講じる

必要があります。 

そのような中、令和 4(2022）年には、自殺の実態を踏まえ、更なる取り組みを進めるべ

く、自殺総合対策大綱の見直しも行われました。 

こうした状況を踏まえ、これまでの自殺対策の進捗状況や、令和 3(2021）年度に本市が

実施した「こころの健康に関するアンケート」（以下「こころの健康に関するアンケート」

という）（※）結果、及び学識経験者や自死遺族の方等から構成される名古屋市自殺対策総

合計画策定検討会でのご意見を踏まえ、「いのちの支援なごやプラン（第 2次）」（名古屋市

自殺対策総合計画（第 2次））を策定します。 

この計画に基づき自殺対策をさらに推進し、全ての市民がかけがえのない個人として尊重

され、自分らしく、生きがいを持って暮らすことができる社会の実現をめざします。 

※「こころの健康に関するアンケート」 

市民の悩みやストレス、生きがい、居場所等に関することや、自殺対策や自殺に関する意

識等について調査し、今後の取り組みの方向性を検討するための基礎資料として活用するこ

とを目的に令和 3（2021）年度に「こころの健康に関するアンケート」を実施しました。 
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２ 自殺対策の基本方針 

本市では、自殺対策を以下の６つの方針のもとに推進していきます。 

（１）３つの視点による総合的な推進 

①「自殺の予防」 

市民一人ひとりの健康保持に取り組み、自殺や精神疾患等についての正しい知識の普及啓発

等、自殺の危険性が低い段階の対策を実施します。 

②「自殺の防止」 

自殺発生のサインを見逃さず、自殺を未然に防ぐための対策を実施します。 

③「自死遺族に対する支援」 

市民の自死遺族に対する理解の促進と支援の充実を実施します。 

以上の３つの視点から基本施策を推進します。 

（２）生きることの包括的な支援として推進 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・職場の在り方の変化

など様々な要因とその人の性格傾向、家族の状況、死生観などが複雑に関係しているため、

精神保健的な視点だけではなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取り組みを推進します。 

（３）関連施策との有機的な連携による総合的な対策の推進 

保健、医療、福祉、教育、労働、法律その他の関係施策との有機的な連携を図り総合的に

実施します。 

（４）実践と啓発を両輪として推進 

自殺に追い込まれるという危機は、「誰にでも起こり得る危機」であるにもかかわらず、

危機に陥った人の心情や背景が理解されにくいため、そうした心情や背景の理解を促進する

とともに、「危機に陥った場合に誰かに援助を求めることは恥ずかしいことではない」とい

うメッセージが共通認識となるよう、普及啓発を行います。 

身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに誰もが早く気づき、相談機関や精神

科医等の専門家につなぎ、その支援等を受けながら見守っていけるよう、広報啓発を行いま

す。 

（５）関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

市を挙げて自殺対策に取り組んでいくためには、行政の各部門、関係団体、企業、市民等

が果たすべき役割を明確化、共有化した上で、相互に連携・協働し、総合的に対策を推進し

ます。 
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それぞれの主体が果たすべき役割 

＜国＞ 

国は、地方公共団体を始めとする各主体が自殺対策を推進するために必要な基盤の整備や

支援、関連する制度や施策における自殺対策の推進を図るとともに、国自らが全国を対象に

実施することが効果的・効率的な施策や事業の実施等を行います。各主体が緊密に連携・協

働するための仕組みの構築や運用を行うほか、指定調査研究等法人において、全ての地方公

共団体が地域自殺対策計画に基づき、地域の特性に応じた自殺対策を推進するための支援を

行うなど、地方公共団体と協力し、全国的なＰＤＣＡサイクルを通じて自殺対策を推進する

責務を有します。 

＜県及び市町村＞ 

県及び市町村は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案した地域自殺対策計画を策定し、

身近な行政主体として、国と連携しつつ地域における各主体の緊密な連携・協働に努めなが

ら、自殺対策を地域づくりとして総合的に推進します。 

県においては、管内の市町村への支援として、自殺対策計画の策定・進捗管理・検証等へ

の支援や市町村等が行う自殺対策に対する相談支援等を行います。 

＜関係団体＞ 

保健、医療、福祉、教育、労働、法律等の関係団体は、それぞれの活動内容に応じて積極

的に自殺対策に参画し、相互に連携していくことが必要です。 

また、報道機関等は、自殺報道に関するガイドライン等の趣旨を踏まえた報道等を行うこ

とが必要です。 

＜企業＞ 

企業は、労働者を雇用し経済活動を営む社会的存在として、その雇用する労働者のこころ

の健康の保持及び生命身体の安全の確保を図ることなどにより、自殺対策において重要な役

割を果たすことから、積極的な参画が必要です。 

＜市民＞ 

自殺の状況や自殺対策の重要性に対する理解と関心を深めるとともに、自殺に追い込まれ

る危機は「誰にでも起こり得る危機」であって、その場合に「誰かに援助を求めることは恥

ずかしいことではない」ということを理解する必要があります。 

危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実も踏まえ、そうした心情や背景への理

解を深めるように努めつつ、みずからのこころの不調や周りの人のこころの不調に気づき、

適切に対処することができるようにすることが重要です。 
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（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

基本法第９条において、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活

の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければなら

ないと定められていることを踏まえ、このことを改めて認識して自殺対策に取り組んでいき

ます。 

３ 計画の位置付け 

基本法第 13 条第 2 項に基づく市町村自殺対策計画として、本市の自殺対策の総合的な

推進に関する基本的な事項を定めます。 

また、「名古屋市総合計画 2023」や関連する個別計画との整合性を保ちながら策定しま

す。 

４ 計画の期間 

国の自殺総合対策大綱がおおむね 5 年を目途に見直しを行うこととされていることから、

令和 5(2023）年度から令和 9(2027）年度までの 5 年間とします。 

５ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への対応 

平成 27(2015)年 9 月、国連サミットにおいて、持続可能な開発目標（SDGｓ:Sustainable 

Development Goals）が採択されました。 

ＳＤＧｓとは、世界共通の目標として、健康や教育、経済成長、気候変動などに関する 17

の持続可能な開発目標と 169 のターゲットが設定されており、いずれも令和 12(2030)年ま

での達成をめざすものです。 

本計画では、ＳＤＧｓの理念を踏まえ、「目標３ すべての人に健康と福祉を」をはじめ

とする目標の達成に向けて、計画の推進に取り組みます。 

６ 計画の数値目標 

令和 9(2027）年の自殺死亡率（人口動態統計）を 11.5 以下とします。 

※自殺死亡率…人口 10 万人当たりの年間自殺者数 

＜目標設定の考え方＞ 

国が自殺総合対策大綱で「令和 8（2026）年までに、自殺死亡率を平成 27（2015）年と

比べて 30％以上減少させ、自殺死亡率を 13.0 以下とする」ことを目標としていることを

踏まえ、本市においても、「令和 8（2026）年までに自殺死亡率を平成 27（2015）年と比

べて 30％以上減少させる」ことを目指します。令和 8（2026）年までに達成すべき値に引

き続き、計画期間の終期となる令和 9(2027）年に達成すべき値を算出し、数値目標としま

した。 
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自殺死亡率 

【実績値】

国 名古屋市
平成 27 年
（2015） 18.5 16.9 

平成 28 年
（2016） 16.8 14.4 

平成 29 年
（2017） 16.4 15.1 

平成 30 年
（2018） 16.1 12.8 

令和  元 年
（2019） 15.7 13.1 

令和   2 年
（2020） 16.4 16.0 

令和   3 年
（2021） 16.5 14.6 

【目標値】 

国 名古屋市
令和   4 年
（2022） －

12.8 以下 
【前計画目標値】

令和   8 年
（2026）

13.0 以下【目標値】 
平成27（2015）年比30％以上減

11.8 以下 
平成27（2015）年比30％以上減

令和   9 年
（2027） － 11.5 以下【目標値】 

※数値は、厚生労働省人口動態統計に基づき算出。 
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７ 推進体制と進行管理 

（１）推進体制 

●名古屋市自殺対策推進本部・名古屋市自殺対策庁内連絡会 

本市における自殺対策を総合的かつ円滑に推進するため、副市長を本部長、関係局長を本

部員とする「名古屋市自殺対策推進本部」及び、庁内関係部署が相互に連携するための課長

級職員による「名古屋市自殺対策庁内連絡会」により、計画を推進します。 

●名古屋市自殺対策連絡協議会・自殺対策関係相談機関等ネットワーク会議 

関係機関、民間団体、学識経験者等で構成する「名古屋市自殺対策連絡協議会」を開催し、

意見交換を行います。 

様々な悩みについての相談機関による「自殺対策関係相談機関等ネットワーク会議」を開

催し、情報交換等を行うことで連携の強化を図ります。 

●名古屋市自殺対策推進センター 

自殺対策に関する情報の収集や提供、連絡調整、人材育成等を効果的に行うため、健康福

祉局内に名古屋市自殺対策推進センターを設置します。 

（２）進行管理 

計画の実施状況について、その結果を「名古屋市自殺対策推進本部会議」、「名古屋市自殺

対策庁内連絡会」において進捗状況を管理するとともに、「名古屋市自殺対策連絡協議会」

において報告し、計画内容を着実に推進します。  
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第２章 自殺の現状 

１ 全国 

全国の自殺者数は、平成 21（2009）年以降 10 年連続で減少し、令和元（2019）年には

2万人を下回りましたが、令和 2（2020）年より再度 2万人を上回っています。 

区 分 平成 29 年 

（2017） 

平成 30 年 

（2018） 

令和 元 年 

（2019） 

令和  2 年 

（2020） 

令和  3 年 

（2021） 

自殺者数 20,465 人 20,031 人 19,425 人 20,243 人 20,291人 

自殺死亡率 16.4 16.1 15.7 16.4 16.5 

（厚生労働省・人口動態統計） 

※「自殺死亡率」は、人口 10万人当たりの自殺者数を表しています。 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H1 2 3 4 5 6 7 8 H9101112131415161718192021222324252627282930R1 2 3

（人） 全国の自殺者数の推移

総数 男性 女性

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

H1 2 3 4 5 6 7 8 H9101112131415161718192021222324252627282930R1 2 3

（人） 全国の自殺死亡率の推移

総数 男性 女性



- 10 - 

２ 愛知県 

愛知県の自殺者数は、平成 10（1998）年に急増して以降、増減を繰り返しながらも減少

傾向でしたが、令和元（2019）年より増加しています。 

区 分 平成 29 年 

（2017） 

平成 30 年 

（2018） 

令和 元 年 

（2019） 

令和  2 年 

（2020） 

令和  3 年 

（2021） 

自殺者数 1,054 人 1,004 人 1,024 人 1,113 人 1,117人 

自殺死亡率 14.4 13.7 14.0 15.3 15.4 

（厚生労働省・人口動態統計） 
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３ 名古屋市 

（１）自殺者数・自殺死亡率 

本市においては、平成 10（1998）年に自殺者数が急増しましたが、その後緩やかな減少

傾向を辿り、平成 30（2018）年には 300 名を下回りました。令和元（2019）年より 2年

連続で増加しましたが、令和 3（2019）年は、22人減少しています。 

令和 3（2021）年の本市における自殺死亡率（人口 10 万人あたりの自殺者数）は 14.6

となっています。 

区 分 平成 29 年 

（2017） 

平成 30 年 

（2018） 

令和 元 年 

（2019） 

令和  2 年 

（2020） 

令和  3 年 

（2021） 

自殺者数 350 人 298 人 305 人 361 人  339人 

自殺死亡率 15.1 12.8 13.1 16.0 14.6 

（厚生労働省・人口動態統計） 
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（２）年齢階層別自殺者数 

本市の年齢階層別自殺者数は、50 歳以上においては、ピーク時に比べると全体的に減少

傾向にあります。49 歳以下の世代においては、増減を繰り返しながらもほぼ横ばいで推移

していますが、近年は 39歳以下の若年層が増加傾向にあります。 

～ 19 歳 20 ～ 29 歳 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 69 歳 70 歳～ 不詳 

平成 13（2001）年 12 55 54 67 123 80 62 - 453 

平成 14（2002）年 10 42 67 51 126 81 77 - 454 

平成 15（2003）年 8 53 71 64 119 104 73 1 493 

平成 16（2004）年 10 55 66 69 119 66 61 - 446 

平成 17（2005）年 13 52 87 73 87 78 89 - 479 

平成 18（2006）年 8 50 67 66 94 83 86 - 454 

平成 19（2007）年 8 58 60 61 82 59 84 - 412 

平成 20（2008）年 9 51 73 76 83 99 69 - 460 

平成 21（2009）年 11 49 79 94 89 89 81 - 492 

平成 22（2010）年 7 47 76 73 83 88 74 - 448 

平成 23（2011）年 10 64 78 73 71 93 90 - 479 

平成 24（2012）年 10 55 63 58 68 62 90 - 406 

平成 25（2013）年 11 57 61 81 70 65 101 - 446 

平成 26（2014）年 8 55 52 87 64 63 81 - 410 

平成 27（2015）年 11 45 54 76 60 61 81 - 388 

平成 28（2016）年 8 33 53 65 61 30 81 - 331 

平成 29（2017）年 13 41 36 66 71 47 76 - 350 

平成 30（2018）年 13 35 41 54 46 32 77 - 298 

令和 元（2019）年 10 34 37 57 57 32 78 - 305 

令和   2（2020）年 12 48 47 66 56 53 79 - 361 

令和   3（2021）年 12 51 49 56 70 40 61 - 339 

年齢階層別自殺者数の推移 

年齢階層別自殺死亡率の推移
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（３）名古屋市年齢階級別死因順位 

年代別の死因をみると、名古屋市では 10 歳～ 39 歳の各年齢階級の死因の第１位は自殺

となっています。また 40 歳代・50歳代についても自殺が死因の上位を占めています。 

年齢階級 
第１位 第２位 第３位 

死因 死亡数 割合（％） 死因 死亡数 割合（％） 死因 死亡数 割合（％）

10-14 自殺 3 30.0 悪性新生物 2 20.0 ― ― ― 

15-19 自殺 9 50.0 不慮の事故 2 11.1 ― ― ― 

20-24 自殺 18 54.5 不慮の事故 6 18.2 ― ― ― 

25-29 自殺 33 56.9 悪性新生物 6 10.3 不慮の事故 3 5.2 

30-34 自殺 19 41.3 悪性新生物 8 17.4 不慮の事故 3 6.5 

35-39 自殺 30 42.3 悪性新生物 13 18.3 心疾患 6 8.5 

40-44 悪性新生物 27 25.2 自殺 26 24.3 脳血管疾患 10 9.3 

45-49 悪性新生物 70 26.7 自殺 30 11.5 脳血管疾患 25 9.5 

50-54 悪性新生物 134 34.6 自殺 36  9.3 心疾患 33 8.5 

55-59 悪性新生物 198 40.2 自殺 34 6.9 脳血管疾患 30 6.1 

60-64 悪性新生物 285 42.7 心疾患 82 12.3 脳血管疾患 38 5.7 

65-69 悪性新生物 550 47.3 心疾患 117 10.1 脳血管疾患 59 5.1 

70-74 悪性新生物 995 42.7 心疾患 234 10.0 脳血管疾患 134 5.7 

75-79 悪性新生物 1,122 37.4 心疾患 322 10.7 脳血管疾患 168 5.6 

80-84 悪性新生物 1,256 31.4 心疾患 448 11.2 脳血管疾患 277 6.9 

85 歳以上 老衰 2,547 22.5 悪性新生物 1,864 16.5 心疾患 1,533 13.5 

（令和 3(2021)年名古屋市人口動態統計） 

注１：割合は、それぞれの年齢階級別死亡数に対する百分率。 

注２：死亡数同数の場合は、同一順位に死亡数を列記し、次位を空欄とした。 

注３：死亡数が１となる死因は除く。 

本市の年齢階級別死因順位 
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（４）原因・動機別自殺者数 

本市の原因・動機別自殺者数では、健康問題を挙げる人が多数を占めています。次いで家

庭問題、経済・生活問題、勤務問題を理由とする人も多くなっています。これは、全国、愛

知県とほぼ同様の傾向です。 

全国・愛知県・本市の比較 平成 24（2012）年から令和 3（2021）年の累計 
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※数字は遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推測できる原因・動機が３つまで計上

できるため、自殺者数とは一致しない。 

（５）職業別自殺者数 

本市における職業別の自殺者数においては被雇用・勤め人、年金・雇用保険等生活者、そ

の他無職者の順に多くなっており、全国、愛知県とほぼ同様の傾向にあります。 

区分 家庭問題 健康問題 経済・ 

生活問題 
勤務問題 男女問題 学校問題 その他 

平成 24（2012）年 76 270 86 57 20 3 19 

平成 25（2013）年 84 307 91 53 22 13 31 

平成 26（2014）年 66 234 103 54 18 9 27 

平成 27（2015）年 82 235 93 60 15 14 22 

平成 28（2016）年 70 224 66 63 22 5 12 

平成 29（2017）年 61 246 68 59 23 13 18 

平成 30（2018）年 53 208 52 51 11 12 20 

令和 元（2019）年 58 210 56 46 8 7 30 

令和 2（2020）年 58 196 60 47 20 15 18 

令和 3（2021）年 67 184 71 55 15 13 18 

本市の原因・動機別自殺者数の推移 

全国・愛知県・本市の比較 平成 24（2012）年から令和 3（2021）年の累計 

自営業・家族従業者, 

5.9%

被雇用・勤め人, 

31.3%

学生・生徒等, 5.0%

主婦, 7.5%失業者, 3.6%

年金・雇用保険等

生活者, 26.9%

その他の無職者, 

19.8%

名古屋市

自営業・家族従業者, 5.7%

被雇用・勤め人, 

32.5%

学生・生徒等, 

4.4%
主婦, 6.8%失業者, 3.2%

年金・雇用保険等

生活者, 28.3%

その他の無職者, 

19.1%

愛知県

自営業・家族従業者, 7.2%

被雇用・勤め人, 

29.8%

学生・生徒等, 

4.0%

主婦, 6.2%失業者, 3.9%

年金・雇用保険等

生活者, 25.2%

その他の無職者, 

23.8%

全国
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区分 

職業別

自営業・

家族従業者 

被雇用・

勤め人 

無職 
学生・

生徒等 

無職者 
主婦 失業者 

年金・雇

用保険等 

生活者 

その他の

無職者

平成 24（2012）年 36 138 297 14 283 38 19 135 91 

平成 25（2013）年 31 129 331 29 302 43 15 149 95 

平成 26（2014）年 26 130 305 15 290 31 11 148 100 

平成 27（2015）年 21 142 297 23 274 37 17 131 89 

平成 28（2016）年 25 129 240 15 225 41 9 108 66 

平成 29（2017）年 24 137 247 24 223 21 17 109 75 

平成 30（2018）年 18 111 216 18 198 35 14 101 48 

令和 元（2019）年 19 115 218 15 203 23 12 116 52 

令和   2（2020）年 33 141 236 27 209 17 18   79 90 

令和   3（2021）年 14 131 231 28 203 27 16   47 113 

本市の職業別自殺者数の推移 
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（６）新型コロナウイルス感染症拡大下の自殺の状況 

本市における新型コロナウイルス感染症拡大下の自殺の状況は、コロナ禍前と比較して、

主に 20 歳未満や 20 歳代において増加しています。特に、女性は全体的に増加しており、

中でも若年層が増加しています。これは、全国、愛知県とほぼ同様の傾向です。 

令和2(2020)年、令和3(2021)年の全国・愛知県・本市の自殺者数増減率 

（過去5年(平成27(2015)年～令和元(2019)年)平均との比較）

年代別 

【総数】 
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【男性】 

【女性】 
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原因・動機別で見ると、「不詳」を除くと「学校問題」が最も増加しています。これは、

全国、愛知県とほぼ同様の傾向となっています。男性においては、「学校問題」、「男女問題」

の増加が見られ、女性においては、「学校問題」が最も増加しているほか、「家庭問題」、「経

済・生活問題」、「勤務問題」、「男女問題」と、「健康問題」以外の原因・動機の増加が見ら

れます。 

令和2(2020)年、令和3(2021)年の全国・愛知県・本市の自殺者数増減率 

（過去5年(平成27(2015)年～令和元(2019)年)平均との比較）

原因・動機別 

【総数】 
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【男性】 

【女性】 
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【参考】他都道府県・政令指定都市別の自殺死亡率 

（平成 29(2017)年から令和 3(2021)年の平均） 

 全国の平均は 16.2 であり、名古屋市は 14.3 となっています。 

厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」の違いについて 

1 調査対象の差異 

人口動態統計は、日本における日本人を対象とし、自殺統計は、総人口 

（日本における外国人も含む）を対象としている。 

2 事務手続き上（訂正報告）の差異 

人口動態統計は、自殺、他殺あるいは事故死のいずれか不明のときは自殺

以外で処理しており、死亡診断書等について作成者からの自殺の旨訂正報

告がない場合は、自殺に計上していない。 

自殺統計は、捜査等により、自殺であると判明した時点で、自殺統計原票を

作成し、計上している。 

自殺死亡率
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第３章 いのちの支援なごやプランにおける取り組み 

１ 基本施策の３つの視点 

すべての市民がかけがえのない個人として尊重され、自分らしく、生きがいを持って暮ら

すことができる社会を実現していくため、（1）「自殺の予防」、（2）「自殺の防止」、(3)「自

死遺族に対する支援」という３つの視点から総合的に取り組みを推進します。 

２ 施策の展開 

（２）自殺の防止 

（３）自死遺族に対する支援 

①市民への啓発と周知 

②ライフステージ等に応じた支援 

③生きることの阻害要因を減らし、促進要

因を増やす取り組み 

①自殺対策を支える人材の育成 

②リスク要因を抱えた方への支援 

児童・生徒 

大学生等の学生 

様々な困難を抱える 
子ども・若者 

勤労者 

様々な困難を抱える 
女性・妊産婦 

高齢者 

（１）自殺の予防 

精神疾患患者 

自殺未遂者 

生活困窮者 

多重債務者 

ＤＶ被害者 

犯罪被害者等 

災害被災者 

慢性疾患等の重篤患者 

児童虐待被害者 

複合的に重なる 
リスク要因 

施
策
の
展
開
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（1）自殺の予防 

自殺の危険が低い段階で予防を図る「自殺の予防」の取り組みとして、自殺は「誰にでも

起こり得る危機」であり「危機に陥った場合に誰かに援助を求めることは恥ずかしいことで

はない」という共通認識を持てるよう、自殺や精神疾患などの正しい知識の普及啓発を推進

します。またライフステージや立場ごとに置かれている状況も異なり、抱える悩みも多様で

あることから、若年層から高齢期までのそれぞれのライフステージ等に応じた自殺予防の取

り組みを推進するとともに、関係機関とのネットワーク化を推進します。 

さらに相談ができる環境が整っていることや生きがいがあることなど、「生きることの促

進要因（自殺に対する保護要因）」より、失業や生活苦等の「生きることの阻害要因（自殺

のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが高まると考えられていることから、生きる

ことの「阻害要因」を減らし、「促進要因」を増やす取り組みを行うことも自殺の予防には

必要です。 

計画期間中（令和 5（2023）年度から令和 9（2027）年度）に重点的に行う取り組み 

・自殺や精神疾患などの正しい知識の普及啓発の促進や、多様な悩みに対応する各種相談機

関の認知度向上のためウェブサイト「こころの絆創膏」の機能向上などとともに「こころの

絆創膏アプリ」も活用し、広報・周知の強化を図ります。 

・名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談の拡充により、様々なこころの悩みを抱え

た方の利用促進を図るとともに、更なる認知度向上を図ります。 

評価指標 現 況 

（令和 3（2021）年度）

計画目標 

（令和 4（2022）年度）

計画目標 

（令和 9（2027）年度）

ウェブサイト「こころの絆創膏」

の認知度 17.6％ 30％ 30％以上 

名古屋市こころの健康（夜間・

土日）無料相談の認知度 
14.1％ 30％ 30％以上 
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① 市民への啓発と周知 

＜現状・課題＞ 

●「こころの健康に関するアンケート」では、「ウェブサイト『こころの絆創膏』を「知っ

ている」と回答した人の割合が計画目標の 30%に対して 17.6%、「『名古屋市こころの健康

（夜間・土日）無料相談』を「知っている」と回答した人の割合が計画目標の 30%に対し

て 14.1%でした。 

●また、「悩みやストレスを感じたときに、助けを求めたり、誰かに相談することは恥ずか

しいと思う人」の割合は 22.8％で、前回（平成 29(2017)年度）調査(22.2％)と比べて 0.6

ポイント上昇しましたが、「深刻な悩みを抱えたときに、あなたは誰かに（どこかに）相

談すると思いますか」という問いに対し、「相談する」と回答した人の割合は 82.4％であ

り、前回（平成 29(2017)年度）調査(78.1％)と比べて 4.3 ポイント上昇しました。 

●自殺や精神疾患に対する誤った認識や偏見を払拭できるよう、こころの健康づくりと精神

疾患についての正しい理解の促進および、すべての市民が悩みや苦しさを打ち明けやすい

状況を作ることができるよう、相談窓口の周知や援助希求行動の促進などの普及啓発に取

り組む必要があります。 

＜主な取り組み＞ 

●こころの健康づくりと精神疾患についての正しい理解の促進や相談窓口周知のため、ウェ

ブサイト「こころの絆創膏」の運営、認知拡大を目的としたディスプレイ広告、ＳＮＳに

よる広告、啓発パンフレットや啓発物品の作成・配布、各種イベントや講演会を実施する

ほか、援助希求行動の促進を目的として検索結果に応じてウェブサイト「こころの絆創膏」

への案内を表示するリスティング広告を実施します。 

●自殺予防週間（9 月 10 日から 16 日まで）及び自殺対策強化月間（3 月）に、国や愛知

県、関係機関・団体と連携し、ポスターの掲示やキャンペーン、「こころの絆創膏」をは

じめとした啓発物品の配布など、集中的な啓発事業を実施します。また、世界メンタルヘ

ルスデー（10月 10 日）における啓発活動にも取り組みます。 

●市民への相談窓口情報の周知啓発およびこころの健康づくりの促進のため、相談窓口検索

やメンタルヘルスのセルフケア機能等を搭載したスマートデバイス用「こころの絆創膏ア

プリ」を運営します。 

●広報キャラクターを活用し、幅広い世代に向けて、本市のいのちの支援施策にかかる認知

拡大を図ります。 

●精神障害に関する理解や支えを促進するため、メンタルヘルスファーストエイド※の考え

方に基づいた「心のサポーター養成研修」を実施します。 

 ※メンタルヘルスファーストエイド…地域の中でメンタルヘルスの問題を抱える人に対

し、住民による支援や専門家への相談につなげる取組 

●適切な自殺関連報道がなされるよう、世界保健機関（WHO）が作成した「自殺予防メディ

ア関係者のための手引き」を周知します。 
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

ウェブサイト「こころの絆創膏」

の運営 

悩みに応じた相談機関の紹介、うつ病に関する知識等

を掲載したウェブサイト「こころの絆創膏」を運営。 

こころの絆創膏キャンペーン 

自殺予防週間及び自殺対策強化月間にあわせて、相談

機関等を掲載した携帯用絆創膏（こころの絆創膏）等を

配布。 

「こころの絆創膏アプリ」の運

営 

相談窓口検索やメンタルヘルスのセルフケア機能等を

搭載した「こころの絆創膏アプリ」を運営。 

いのちの支援広報キャラクター

による SNS を活用した情報発信 

いのちの支援広報キャラクター「うさじ」の facebook

及び instagram において関連情報を発信。 

心のサポーター養成研修 

精神疾患への正しい知識を持ち、地域等でメンタルヘ

ルスの問題がある人等に対して支援する心のサポータ

ー（こころサポーター）を養成。 

（コラム１）こころの絆創膏 

こころの絆創膏」とは、本市の様々な自殺対策の事業名に付けられているキーワードで

す。「絆創膏」の「絆」という字は「きずな」とも読みます。これには、悩みが小さなうち

に、人と人との絆で手当てしたいという想いが込められています。 

本市では、平成 22(2010)年度より相談窓口の周知啓発等を目的としたウェブサイト「こ

ころの絆創膏」を運営しています。現在、ウェブサイト「こころの絆創膏」からは、いく

つものコンテンツが生まれています。 

＊ウェブサイト「こころの絆創膏」 

 様々な悩みの種類に応じた約 200 の相談窓口・自助グループの情報、精神科医療機関

の情報や自死遺族の方へのメッセージなどを掲載しています。 

＊名古屋市「こころの絆創膏アプリ」 

 相談窓口情報とメンタルヘルスケアのためのスマートデバイス用アプリ 

＊名古屋市「こころの絆創膏」チャンネル（YouTube チャンネル） 

 自殺対策事業、ゲートキーパー研修動画、こころの健康づくりに関する動画を配信 

＊携帯用「こころの絆創膏」 

相談窓口情報等を掲載した手の平サイズの配布用周知啓発品 
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（コラム２）名古屋市いのちの支援広報キャラクター「うさじ」 

本市の自殺対策事業（いのちの支援）をＰＲするキャラクターである「うさじ」たちは、

「こころの絆創膏マンガコンテスト」の入賞作品に登場するキャラクターを元に生まれま

した。 

本市では、自殺対策の一環として相談窓口の周知啓発、こころの健康に関する無料相談、

インターネットを利用した動画広告や地下鉄の車内のステッカー掲出による周知啓発、各

種啓発冊子の配布など、様々な事業をおこなっています。 

市民の皆様に、このような各種事業を周知し認知していただくため、また親しみを持っ

ていただけるようにと名古屋市いのちの支援広報キャラクター「うさじ」たちを様々なビ

ジュアルに起用しています。 

「うさじ」たちは、「悩んだり、辛いときには、ひとりで悩みを抱えず相談してくださ

い」という「いのちの支援」の基本となるメッセージを伝え続けています。 

どうぞ「うさじ」たちを目印にして、本市の「いのちの支援」がおこなう様々な事業に

ついて見つけてください。 
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②ライフステージ等に応じた支援 

■児童・生徒

＜現状・課題＞ 

●厚生労働省が人口動態統計により作成した令和 3（2021）年の全国の死因順位別のデータ

によると 10 歳代の死因の第 1位が自殺となっています。 

●問題の整理や対処方法を身につけることができれば、それが「生きることの促進要因（自

殺に対する保護要因）」となり、学校で直面する問題や、その後の社会人として直面する

問題にも対処する力、ライフスキルを身につけることができると言われています。 

●児童・生徒の自殺は、長期休業明け前後に多い傾向があることから、長期休業前から長期

休業期間中、長期休業明けの時期にかけて、児童・生徒向けの自殺予防の取組に関する周

知徹底の強化を実施したり、GlGA スクール構想で配布されている PC やタブレット端末

の活用等による児童・生徒の心の状態の把握や SNS 報告相談を推進したりするなど、学

校等における早期発見・見守り等の取組を推進することが必要です。 

●いじめ防止対策推進法、「いじめの防止等に関する基本的な方針」（平成 25(2013)年 10 月

11 日文部科学大臣決定）等に定める取組を推進するとともに、いじめは決して許されな

いことであり、「どの子どもにも、どの学校でも起こり得る」ものであることを周知徹底

し、すべての教育関係者がいじめの兆候をいち早く把握して、迅速に対応する必要があり

ます。 

●不登校の子どもへの支援について、学校内外における居場所の確保を含めた早期からの支

援につながる効果的な取組等を、関係機関等と連携しながら推進するとともに、学校内外

における相談体制の充実を図ることが必要です。 

●新型コロナウイルス感染症の影響により、不規則な学校生活を強いられたり行事や部活動

が中止や延期となったりすることなどによる影響も踏まえて対策を講じる必要がありま

す。 

＜主な取り組み＞ 

●児童・生徒に困難やストレスへの対処法や、つらいときや苦しいときには助けを求めても

よいということを学ぶ教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）を行う際に活用する児童・生

徒向けこころの健康に関する啓発パンフレットや解説書を作成・配布するとともに、保護

者等を対象に、児童・生徒が発するＳＯＳの受け止め方について大人が理解を深めるため

のパンフレットを作成・配布します。 

●名古屋市立学校（小・中・特別支援・高等学校）の児童・生徒（小４～高３）を対象に児

童・生徒向けこころの健康に関する啓発パンフレット（「気づいてる？こころのＳＯＳ」）

を用いた自殺予防教育を実施し、生活上の困難・ストレスに直面した時の対処法を学び、

実際に活用できるようにします。 
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●名古屋市内の私立学校の自殺予防教育を支援するため、児童・生徒向けこころの健康に関

する啓発パンフレット等を配布します。 

●児童・生徒が出したＳＯＳに気づき、受け止め、適切に支援できるよう、自死遺児やＳＯ

Ｓをうまく表現できない児童・生徒等に対する理解も含め、教職員の資質向上を図るため

の研修等を実施します。 

●名古屋市立学校（小・中学校）の児童・生徒（小４～中３）に対して学校生活アンケート

を行い、児童生徒の心の状態を把握し、きめ細やかな指導・支援に生かします。 

●インターネット上の児童生徒に関する問題のある書き込み等を検索・監視し、削除依頼等

の対応やＳＮＳ等を活用した報告・相談体制を導入することにより、多様な悩みや相談に

対応します。 

●「なごや子ども応援委員会」を設置して、いじめ、不登校や非行等の問題に対応するため、

常勤のスクールカウンセラーを始めとするスタッフを学校現場に配置します。 

●「ナゴヤ子ども・親総合支援」による、さまざまな悩みや心配を抱える子どもや親に寄り

添って総合的に支援し、子どもの目前の進路にとどまらず将来の針路を応援するための取

組みを実施します。 

●配布されている PC やタブレット端末の活用等による児童・生徒の心の状態の把握やＳＮ

Ｓ報告相談を推進し、適切に対応します。 

●教室に入れない生徒が安心して学校生活を送ることができるようにするため、「校内の教

室以外の居場所づくり」を推進します。 

●「ハートフレンドなごや」において、子どもの教育・養育上の問題に関するあらゆる内容

について相談に応じます。 

●若年層が親しみやすい漫画を題材にした「スマイル！マンガコンテスト」など、相談機関

と連携して若年層の援助希求行動を促すためのイベント「スマイル！こころの絆創膏デー」

を行うとともに、若年層と親和性の高いＳＮＳを活用した情報発信やウェブサイトによる

情報提供を行います。 

●長期休業明け等に子ども・若者の自殺が増加する傾向を踏まえて、適切な時期に援助希求

行動の促進等の啓発を実施します。 

●児童・生徒が悩みをひとりで抱え込まないよう、周りの大人が児童・生徒のＳＯＳに気づ

き、受け止め、適切に支援できるように、家庭・地域・学校・関係機関の連携強化を図り

ます。 



- 30 - 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

自殺予防教育用パンフレットの

作成・配布 

児童・生徒向けこころの健康に関する啓発パンフレッ

ト及び解説書を、市立小・中・高・特別支援学校の児童・

生徒、教員、関係機関等に配布。また、SOS の受け止め

方について大人が理解を深めるための啓発パンフレッ

トを保護者に配布。 

自殺予防に関する授業の実施 

市立学校（小・中学校・特別支援・高等学校）の児童・

生徒（小４～高３）が、児童・生徒向けこころの健康に

関する啓発パンフレットを用いて、生活上の困難・スト

レスに直面した時の対処法を学び、実際に活用できる

ように授業を実施。 

ウェブ版学校生活アンケート 

名古屋市立学校（小・中学校）の児童生徒（小４～中３）

に対して、学校生活アンケートを行い、児童生徒の心の

状態を把握し、きめ細かな指導・支援に活用。 

インターネット上におけるいじ

め等防止対策 

インターネット上の児童生徒に関する問題のある書き

込み等を検索・監視し、削除依頼等の対応やＳＮＳ等を

活用した報告・相談体制を導入することにより、多様な

悩みや相談に対応。 

校内の教室以外の居場所づくり 

教室に入れない生徒が安心して学校生活を送ることが

できるようにするため、校内の教室以外の居場所づく

りを実施。 

スマイル！こころの絆創膏デー 

子ども・若者向けに、各種相談窓口の周知を目的とした

イベントを開催。あわせて、「悩んだ時に救われた一言」

等をテーマに「スマイル！マンガコンテスト」を実施。 
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（コラム３）なごや子ども応援委員会 

なごや子ども応援委員会は、常勤の専門職を学校現場に配置し、子どもたちと普段から関

わりながら学校と共に、問題の未然防止、早期発見や個別支援を行い、子どもたちを支援す

る体制づくりを推進する組織です。 

職員の構成と主な職務内容 

●総合援助職 

子ども・保護者等の相談対応や、関係機関との連携・情報共有をはじめ、生物・心理・社

会面から総合的に子どもを応援・援助します。

●スクールカウンセラー 

臨床心理士等の専門的知識・経験を活かし、心理教育等の観点に基づいた学校生活全般に対

する援助や、児童生徒・保護者・教職員への相談対応を行います。 

●スクールソーシャルワーカー 

社会福祉士等の福祉の専門的知識・経験を活かし、児童生徒が置かれた環境への働きかけや

関係機関との連携を図ります。 

●スクールセクレタリー 

ブロック内の庶務事務をはじめ、ブロック間や学校との連絡調整など、子ども応援委員会

の活動を円滑に行うための役割を担います。 

●スクールポリス 

元警察官が学校内外の見守り活動や必要に応じた警察との連携を図ります。 

なごや子ども応援委員会の活用方法など、詳しくは、ホームページをご覧ください。 

（コラム４）ナゴヤ子ども・親総合支援 

●キャリアサポート事業 

子どもが夢や目標に向かって自ら踏み出せる力を身に付けることができるよう、キャリアコ

ンサルタントを「キャリアナビゲーター」として配置し、キャリア教育の幅広い推進とキャ

リアプランニングの応援を行います。 

●家庭訪問型相談支援事業 

不登校、成績不振など様々な悩みを抱える子どもや親に対して、家庭訪問による相談支援を

行い子どもの将来を応援するための支援を行います。 

●子どもの権利擁護機関の設置・運営 

子どもの権利を守る文化及び社会の形成をめざし、子どもの最善の利益を確保するため、子

どもの権利の侵害に対して、子どもや保護者などからの相談・申立てや自己の発意に基づき

子どもの権利の保障をはかるとともに、子どもの権利に関する普及啓発を推進する独立性の

ある公的第三者機関を設置・運営します。 
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■大学生等の学生 

＜現状・課題＞ 

●大学生等の学生は住み慣れた地域や保護者の元を離れ一人暮らしを始めるなど環境や人

間関係の大きな変化といった高校生までとは異なる悩みが発生することがあります。 

●新型コロナウイルス感染症の影響により、不規則な学校生活を強いられたり行事や部活動

が中止や延期となったりすることなどによる影響も踏まえて対策を講じる必要がありま

す。 

＜主な取り組み＞ 

●市内の大学、短期大学等と連携して学生相談に関わる大学・短期大学関係者等向けの研修

及び情報交換を内容とする「こころの絆創膏セミナー」を開催します。また、市内の大学

等との連携により、援助希求行動の促進や相談窓口等の周知を図ります。 

●若年層が親しみやすい漫画を題材にした「スマイル！マンガコンテスト」など、相談機関

と連携して若年層の援助希求行動を促すためのイベント「スマイル！こころの絆創膏デー」

を行うとともに、若年層と親和性の高いＳＮＳを活用した情報発信やウェブサイトによる

情報提供を行います。 

●若者が日常的なコミュニケーション手段として利用するＳＮＳを通じて、相談・支援を受

けられるよう、「名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談」等において LlNE による

相談を実施します。 

●多様なニーズに対応するため、ＳＮＳ等を活用した相談事業を拡充し、相談者が相談しや

すく、また、効果的な支援が可能となるような仕組みの構築を進めます。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

こころの絆創膏セミナー 

地域内の大学・短期大学関係者等を対象に、学生に関す

る自殺対策等についての情報共有および意見交換を行

うセミナーを開催。 

スマイル！こころの絆創膏デー 

子ども・若者向けに、各種相談窓口の周知を目的とした

イベントを開催。あわせて、「悩んだ時に救われた一言」

等をテーマに「スマイル！マンガコンテスト」を実施。 

こころの健康（夜間・土日）無料

相談 

電話および LlNE による相談を実施。また必要に応じ、

平日夜間および土日に精神科医等の専門家によるメン

タルヘルス相談を実施。 
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（コラム５）スマイル！こころの絆創膏デー 

本市では、子ども・若者向けに悩みを抱えた際の援助希求行動を促し、各種相談窓口

への理解を深めることで自殺予防につなげることを目的とした「スマイルデーなごや」

（※現在の名称：「スマイル！こころの絆創膏デー」）を平成 25（2013）年度より開催

しています。 

本イベントでは、若年者の相談支援をおこなっている各種相談機関の相談ブースや地

元出身の著名人を招いたステージイベント等により、子ども・若者に対し「悩みを抱え

たときには、周囲に援助を求めよう」というメッセージを発信する企画を実施していま

す。 

本イベントは、令和 2（2020）年度からのコロナ禍においては、オンライン開催とし

子ども・若者が参加しやすい様々なオンラインコンテンツを提供し開催しています。 



- 34 - 

■様々な困難を抱える子ども・若者 

＜現状・課題＞ 

●ひきこもりやニート等、社会参加や自立にあたって困難を抱える子ども・若者を支援する

ことは、本人及び家族の精神的負担を軽減することに繋がり、自殺の予防に有効であると

考えられます。 

●子ども・若者がヤングケアラーとならざるを得ない場合に対して、適切な情報の周知や支

援を行っていくことが必要です。 

＜主な取り組み＞ 

●精神保健福祉センター（ここらぼ）に併設している「ひきこもり地域支援センター」にお

いて、ひきこもりの本人や家族等の相談、関係機関との連絡調整、リーフレットの作成・

配布などを行います。また、相談支援体制の強化や様々な関係機関との連携強化を図りま

す。 

●「子ども・若者総合相談センター」において、ニート、ひきこもりなど社会生活を営む上

で様々な困難を有する子ども・若者の相談を行い、その子ども・若者の状況に応じた支援

機関へつなぐとともに、子ども・若者が最終的には就労など自立できるように支援します。 

●「なごやっ子 SOS」において、保護者、児童本人及び電話による相談を希望する者に児童

虐待に関することのみならず、子育てに関する悩みや不安に関する相談を、電話により 24

時間・365 日の体制で受け付ける電話相談事業を実施します。 

●名古屋市子どもの権利相談室「なごもっか」において、子どもの権利侵害に関する相談、

申立て等に基づき、権利の回復のための取り組みを進めるとともに、子どもの権利につい

て普及啓発を実施します。 

●ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の子どもを対象とした中学生の学習支援事

業及び高校生世代への学習・相談支援事業による居場所づくりを行います。 

●ヤングケアラーとならざるを得ない場合に支援を受けられるよう、関係者向け研修を実施

する等、適切な情報の周知や支援を図ります。 

●関係支援機関との連携強化や相談・訪問支援の体制を整備することで困難を抱える子ど

も・若者の支援の充実を図ります。
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

ひきこもり地域支援センターの

運営 

ひきこもりの本人や家族等の面接相談を行うととも

に、関係機関との連携強化のための会議や研修の実施、

ひきこもりに関する普及啓発を実施。 

名古屋市子ども・若者総合相談

センターの運営 

ニート、ひきこもりなど社会生活を営む上で困難を有

する子ども・若者の相談に応じ、適切な支援機関へつな

ぐとともに、支援機関等のネットワークを活用しなが

ら、自立までの支援を実施。 

なごやっ子ＳＯＳ 

児童虐待や子育てに関する悩み・不安に関する相談を、

電話により 24時間・365 日の体制で受け付ける電話相

談事業を実施。 

名古屋市子どもの権利相談室

「なごもっか」 

子どもの権利侵害に関する相談、申立て等に基づき、権

利の回復のための取り組みを進めるとともに、子ども

の権利について普及啓発を実施。 

中学生の学習支援 

ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学

生を対象に、学習及び進学の意欲を増進し、学習習慣を

身につけさせる支援を行う学習支援を実施。 

高校生世代への学習・相談支援

事業 

中学生の学習支援事業に参加した高校生等の中退防止

や将来の不安や悩みに対応するため、進学後の学習支

援や職業・進路等の悩みに対する巡回相談を行うとと

もに、個別支援が必要な子どもを適切な支援につなぐ

事業を実施。 
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■勤労者 

＜現状・課題＞ 

●警察庁の自殺統計によると、令和 3（2021）年の本市の職業別の自殺者においては、「被

雇用・勤め人」の割合が 34.4％と最も高くなっており、自営業・家族従業者を合わせると

有職者の自殺者数は全体の 38.1％となります。 

●「こころの健康に関するアンケート」では、「あなたの不満、悩み、苦労、ストレスはど

んな内容ですか」いう問いに対する回答は「職場の人間関係」の割合が 21.0%と最も高く、

「仕事の不振」が 12.7%、「長時間労働」が 9.0%との結果でした。 

●テレワークの導入が進んだことにより、ワーク・ライフ・バランスが推進された反面、労

働時間管理が困難になる結果、過重労働が生じていることや、孤独感・疎外感を感じやす

いとの報告もあります。 

●長時間労働や職場の人間関係などから生じる強いストレスにより、うつ病を発症すること

があり、うつ病は自殺のリスク要因であることから、職場におけるメンタルヘルス対策や

ワーク・ライフ・バランスの推進が必要とされています。 

●すべての事業所においてパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産

等に関するハラスメントがあってはならないという方針の明確化や、その周知・啓発、相

談窓口の設置等の措置を講じる必要があります。 

＜主な取り組み＞ 

●「こころの絆創膏キャンペーン」において、うつ病の症状や悩みに応じた相談機関の情報

を掲載した絆創膏を配付し、相談窓口の周知・啓発を図ります。 

●勤労者が相談しやすいように、「名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談」におい

て、平日夜間や土日に精神科医、臨床心理士、産業カウンセラーによる面接相談を開催し

ます。 

●勤労者等を対象に、市民相談室で専門家による労働相談を実施します。 

●中小企業や経営者団体等の実施する研修においてメンタルヘルス対策に関する出前講座

を行う専門家を派遣するほか、ハラスメントの防止を含む企業の就労環境整備に向けた啓

発・相談等を行い、ワーク・ライフ・バランスの取り組みを支援します。 

●こころの健康や相談窓口についての周知を推進するとともに、相談できる場の充実を図り

ます。  
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

こころの健康（夜間・土日）無料

相談 

電話および LlNE による相談を実施。また必要に応じ、

平日夜間および土日に精神科医等の専門家によるメン

タルヘルス相談を実施。 

労働相談 
専任の労働相談員による労働条件や労働福祉など労働

問題に関する電話、メール、面接相談を実施。 

メンタルヘルス対策に関する出

前講座 

中小企業等が行う研修へ社会保険労務士等を派遣する

出前講座を実施。 

働き方改革の推進 

企業に対し、多様で柔軟な働き方や、ワーク・ライフ・

バランスに関するセミナーを開催するほか、専門家を

派遣して、従業員が多様で柔軟な働き方を選択できる

環境整備に関する助言を実施。 

また、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでい

る企業等をワーク・ライフ・バランス推進企業として認

証。 
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■様々な困難を抱える女性・妊産婦 

＜現状・課題＞ 

●厚生労働省の人口動態統計によると、令和 2（2020）年の本市の自殺者数は、男性が前年

比で 26人増加（12.4％増）したところ、女性は 30人増加（31.6％増）しており、男性に

比べて女性の増加が大きくなっています。また、令和 3（2021）年の本市の自殺者数は、

前年比で、男性は 24 人減少しましたが、女性は 2人増加している等、コロナ禍において

女性の自殺が増加傾向にあります。 

●新型コロナウイルス感染症の感染拡大による望まない孤独・孤立で不安を抱える女性や就

労面等の問題に直面する女性を始め、DV 被害者、生活困窮者、性暴力被害者等、様々な

困難・課題を抱える女性に寄り添ったきめ細かい相談支援等の推進が求められます。 

●妊娠中及び出産直後は、ホルモンバランスや生活環境の急激な変化により精神面の不調を

きたすことがあり、症状が深刻となる「産後うつ病」も一定の割合で発症することが報告

されています。妊産婦の自殺死亡率は、同世代の一般女性よりも高く、産後うつは自殺リ

スクを高める要因であることから、母子保健施策における妊産婦への支援の中で、産後う

つの発症予防及び早期発見、早期対応に取り組む必要があります。 

＜主な取り組み＞ 

●男女平等参画推進センター「イーブルなごや相談室」や配偶者暴力相談支援センターで女

性や DV被害者に対する電話相談等を実施します。 

●仕事・暮らし自立サポートセンターで、生活に困りごとや不安を抱いている方へ、就労に

よる経済的な自立や、家計の改善による日常生活の自立を支援します。 

●厚生労働省によれば、ＳＮＳ相談の利用者に女性が多いとの分析もあり、日常的なコミュ

ニケーション手段として利用するＳＮＳを通じて、相談・支援を受けられるよう、「名古

屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談」においてＬＩＮＥによる相談を実施していま

す。また、ＳＮＳを活用した情報発信や、ウェブサイトによる情報提供を行います。 

●子育て総合相談窓口（子育て世代包括支援センター）における母子健康手帳交付時に、保

健師等が全員に面接を行い、継続的な支援が必要な妊婦に対しては、状況に応じた支援を

行います。また、出産を目前に控えた妊婦に対しては、電話等による働きかけを行うこと

により、妊娠・出産の不安を軽減し、出産後も気軽に相談がしてもらえるよう妊娠期から

の支援を行います。 
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●出産後間もない産婦に対しては、心身の健康状態や生活環境等の把握を行い、心身の不調

又は育児不安を抱える産婦等に対しては、心身のケアや育児のサポートを行う等、安心し

て子育てができる支援体制を確保しています。また、新生児乳児等訪問指導において産婦

に対して家庭訪問をする際には、産後うつ病の予防に関するリーフレットを配布するなど、

産後うつ病の予防と早期発見を図ります。 

●予期せぬ妊娠などにより身体的・精神的な悩みや不安を抱えた方等に対して、「なごや妊

娠ＳＯＳ」において、相談支援を実施します。 

●母子保健事業の中でも、特に妊娠期から産後の初期段階までの支援を充実させることで、

産後うつ病の予防や早期発見、育児不安や負担の軽減が図れるように取り組みます。 

●令和 6 年 4 月から「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施行されること

を踏まえ、必要な取組を推進します。 
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

「イーブルなごや相談室」女性

のための総合相談（男女平等参

画推進センター） 

女性の専門相談員が女性が日常生活の中で直面する悩

みや不安を受け止め、性別役割的な価値観等を捉え直

しながら、主体的な問題解決を目指す相談を実施。 

配偶者暴力相談支援センター 
配偶者からの暴力被害者の保護のため、被害者からの

相談、自立支援等を実施。 

名古屋市仕事・暮らし自立サポ

ートセンターの運営 

生活に困窮している方が抱える複合的な課題に応じた

相談支援を行う窓口として、就労支援や家計再建に向

けた支援を一体的に実施。また、対象者を早期に把握し

適切な支援につなぐために、地域連携の推進やアウト

リーチ支援を実施。 

こころの健康（夜間・土日）無料

相談 

電話および LlNE による相談を実施。また必要に応じ、

平日夜間および土日に精神科医等の専門家によるメン

タルヘルス相談を実施。 

子育て総合相談窓口（子育て世

代包括支援センター）の取組み 

妊娠にまつわる不安を感じやすい時期に、子育て総合

相談窓口（子育て世代包括支援センター）から電話、面

接等により、状況確認や、今後の支援施策等についての

情報提供等を実施。 

産後ケア事業 

出産直後の産婦が、入院を要しない程度の心身の不調・

育児不安等により育児困難感がある場合に、産婦及び

乳児に対して、助産所等における宿泊または日帰りに

よる支援（母体ケア、乳児ケア）を実施。 

新生児乳児等訪問指導 

概ね生後４か月児までの乳児のいるすべての家庭に保

健師または助産師による訪問指導時に、産後うつ病の

早期発見と予防を図るとともに、予防につながる知識

の普及啓発のためのリーフレットを配付。 

なごや妊娠ＳＯＳ 

思いがけない妊娠等に悩む人及びその家族等が、孤立

することなく、必要な支援を受けることができるよう、

助産師が電話やメール、LlNE による相談を実施。 
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■高齢者 

＜現状・課題＞ 

●高齢者の自殺の背景には、慢性疾患による継続的な身体的苦痛や将来への不安、身体機能

の低下に伴う社会や家庭での役割の喪失感、近親者の喪失体験、介護疲れ等によるうつ病

が多いと言われています。 

●高齢者は閉じこもりや抑うつ状態になりやすく、孤立・孤独に陥りやすいとされています。

高齢者の閉じこもりや抑うつ状態になることを予防することは、介護予防の観点からも必

要です。 

＜主な取り組み＞ 

●高齢者の孤立防止事業等により地域の支援ネットワークを構築するとともに、いきいき支

援センター（地域包括支援センター）において健康・福祉・介護などに関する総合相談の

実施や孤立しがちな高齢者に対して個別のケースワークを行うことでひとりひとりの状

況に合わせた支援を実施します。 

●地域の中で生きがいや役割を持って生活できるよう、福祉会館や鯱城学園において、講座

の実施や交流の場の提供を行うことで、仲間づくりを促し、高齢者の生きがいを高めます。 

●高齢者サロンや認知症カフェなど誰もが気軽に集い、仲間づくりや情報交換ができる居場

所づくりを推進します。 

●高齢者の社会参加を支援し、もって高齢者の福祉の増進を図るため、高齢者に対して市バ

ス・地下鉄等に無料で乗車できる敬老パスを交付します。 

●家族介護者教室を実施する等により高齢者を介護する方の負担を軽減する取り組みも実

施します。 

●高齢者支援に携わる職種の方々に向けて、高齢者の自殺防止における適切な対応方法や高

齢者が抱える様々な問題に関して、専門家や各種相談窓口等に確実につなげるため、その

方法を示したハンドブックを作成・配布します。 

●高齢者の地域の支援ネットワークの連携を強化し、高齢者の見守り等支援の充実を図りま

す。 
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

いきいき支援センター（地域包

括支援センター） 

保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員などの専門職

員が、健康・福祉・介護などに関する総合相談等を行う。 

福祉会館の運営 
健康相談や生活相談に応じるほか、健康づくりや教養

の向上等のための講座を開催し、交流の場を提供する。 

鯱城学園の運営 
高齢者の教養の向上を図り、生きがいを高め、社会的活

動への参加を促進するため、学園を運営。 

高齢者サロンの推進 
高齢者の身近な居場所となるサロンについて、開設及

び運営に係る相談や助成を実施。 

認知症カフェ 

認知症の人やその家族、地域住民、専門職等地域の誰も

が気軽に集い、仲間づくりや情報交換ができる場であ

る認知症カフェについて、開設及び運営に係る相談や

助成を実施。

敬老パスの交付 

市バス・地下鉄・メーグル（なごや観光ルートバス）・

ゆとりーとライン・あおなみ線ならびに名鉄（上飯田連

絡線を含む）・ＪＲ東海・近鉄の鉄道の市内運行区間お

よび名鉄バス・三重交通の路線バスの原則市内運行区

間を無料で乗車できる乗車券を交付。 

家族介護者教室の実施 

在宅で高齢者の介護を行う家族に介護の知識や技術の

向上を図るための講座を開催するとともに、介護者同

士の交流を通じて心身の疲労の軽減を図る。 

高齢者支援者向けハンドブック

の作成・配布 

高齢者の自殺防止における適切な対応方法や、高齢者

が抱える様々な問題に関して、各種相談窓口等に確実

につなげる方法を示したハンドブックを作成・配布。 
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③ 生きることの阻害要因を減らし、促進要因を増やす取り組み 

＜現状・課題＞ 

●自殺を考える方は、複数の問題を抱えていることが多いことから、それぞれの問題に対応

する相談窓口が整備されており、また適切な連携が図られていることが生きることの促進

要因となります。 

●「こころの健康に関するアンケート」では、「生きがいをまったく感じていない」人の中

で 1 年以内に希死念慮のあった人の割合が 46.6％と最も高いという結果であり、生きが

いを感じなくなるほど、希死念慮を抱く割合が高くなる傾向が見られました。 

また「自分の居場所がないといつも感じる」人の中で 1 年以内に希死念慮があった人

の割合が 43.9％と最も高い結果となり、居場所がないと感じるほど、希死念慮を抱く割

合が高くなる傾向が見られました。 

●生きがいを持つことや、孤立を防ぐための居場所づくりを支援する取り組みは、生きるこ

との促進要因を増やし自殺を予防することにつながる必要な対策です。 

●新型コロナウイルス感染症の感染拡大による望まない孤独・孤立で不安を抱える方を始め、

経済生活問題や勤務問題など、様々な困難・課題を抱える方に寄り添ったきめ細かい相談

支援等の推進が求められます。 

＜主な取り組み＞ 

●様々な悩みに対応した相談窓口が関係機関・団体において開設されており、相談を受け付

けています。また「自殺対策関係相談機関等ネットワーク会議」を開催するとともに、地

域連携マニュアル「ガイドブック常備薬こころの絆創膏」、ウェブサイト「こころの絆創

膏」等の活用により、各種相談機関の連携強化を図ります。 

●電話相談およびインターネット相談を実施する民間団体に対し、経費の助成等の支援を実

施します。 

●各区の福祉会館において健康づくりや教養の向上等のための講座を開催し、高齢者の生き

がいを高めるとともに、仲間づくりや交流の場を提供します。また高齢者の教養の向上を

図り、生きがいを高め、社会的活動への参加を促進するため、鯱城学園を運営します。 

●各区の生涯学習センターにおいて市民が生き生きと前向きに生活できるような生きがい

づくりを推進するために、学び始めたり、学びを継続したり、学びの成果を社会へ還元し

たりする生涯学習のきっかけとなる講座やイベントを開催します。 

●精神障害者の家族によるピア相談及び家族同士の繋がりを深める交流事業を実施します。 

●いきいき支援センター（地域包括支援センター）に、専任の見守り支援員を配置し、孤立

しがちな高齢者に対しての個別ケースワークを行い、福祉・介護サービスの提供や、地域

の連携による見守りネットワークの調整など、ひとりひとりの状況に合わせた支援を実施

します。 
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●ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の子どもを対象とした中学生の学習支援事

業及び高校生世代への学習・相談支援事業による居場所づくりを行います。 

●外国人が日本の生活で抱く不安や悩みなどを解消するため、母国で資格、経験のあるカウ

ンセラーが通訳を介さずに相談に応じる「外国人こころの相談」を予約制で行っています。

また、外国人が孤独や孤立感を感じながら精神的に不安定になることを未然に防ぐため、

仲間づくり、居場所、悩みを共有する場としてピアサポートサロンを開催します。 

●配偶者暴力相談支援センターで DV被害者に対する電話相談等を実施します。 

●家族や仕事、人間関係など、日頃なかなか打ち明けることのできない悩みを抱える男性の

ための電話・面接相談を行います。

●新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響によるメンタルヘルスの不調に、電話相談で対応

する「新型コロナウイルスこころのケア相談」を実施します。 

●精神障害者の家族同士の交流事業など孤立を防ぐための居場所づくりを推進します。 
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

自殺対策関係相談機関等ネット

ワーク会議 

自殺対策に関する相談機関の連携強化を図るための会

議を開催。 

地域連携マニュアル「ガイドブ

ック常備薬こころの絆創膏」の

作成 

各分野で支援に関する機関の情報を共有し、悩んでい

る方とそれぞれの悩みに応じた支援先の連携を促進す

るためのマニュアルを作成・配布。 

いのちの電話相談事業補助 

社会福祉法人愛知いのちの電話協会が実施する相談事

業（電話相談・インターネット相談）に要する経費に対

して助成を実施。 

講座の開催（生涯学習センター） 

生きがいづくりを推進するために、学び始めたり、学び

を継続したり、学びの成果を社会へ還元したりするこ

とのできる様々な講座やイベントを開催。 

いきいき支援センター（地域包

括支援センター） 

保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員などの専門職

員が、健康・福祉・介護などに関する総合相談等を行う。 

中学生の学習支援 

ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学

生を対象に、学習及び進学の意欲を増進し、学習習慣を

身につけさせる支援を行う学習支援を実施。 

高校生世代への学習・相談支援

事業 

中学生の学習支援事業に参加した高校生等の中退防止

や将来の不安や悩みに対応するため、進学後の学習支

援や職業・進路等の悩みに対する巡回相談を行うとと

もに、個別支援が必要な子どもを適切な支援につなぐ

事業を実施。 

外国人こころの相談 

外国人が日本の生活で抱く不安や悩みなどを解消する

ため、母国で資格、経験のあるカウンセラーが通訳を介

さずに相談に応じる。 

ピアサポートサロン 

外国人が孤独や孤立感を感じながら精神的に不安定に

なることを未然に防ぐため、仲間づくり、居場所、悩み

を共有する場としてサロンを開催。 

配偶者暴力相談支援センター 
配偶者からの暴力被害者の保護等のため、被害者等か

らの相談、自立支援等を実施。 

名古屋市男性相談 

家族や仕事、人間関係など、日頃なかなか打ち明けるこ

とのできない悩みを抱える男性のための電話・面接相

談を実施。 

新型コロナウイルスこころのケ

ア相談 

新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響によるメンタ

ルヘルスの不調に、電話相談で対応。 
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（２）自殺の防止 

自殺の危険がある人のサインに気づき未然に防ぐ「自殺の防止」の取り組みとして、周り

の人に気になる症状がある場合や複合的な問題を抱え自殺の危険がある場合等に適切な医

療や相談窓口につなげ、見守る人材を育成する取り組みを推進します。 

また、自殺のリスクを高める要因となる精神疾患患者や自殺未遂者などリスク要因別の取

り組みを推進します。 

計画期間中（令和 5（2023）年度から令和 9（2027）年度）に重点的に行う取り組み 

・周りの悩んでいる人のサインに気づき、声をかけ、話を聴き、必要な支援につなげ、見守

る役割を担うゲートキーパーの存在についてより一層の周知を図るとともに、広く誰もが研

修に参加できるよう研修機会の拡充を図って人材育成に努めます。 

・様々な相談機関の職員や医療機関等の専門職などに向けたゲートキーパー研修の拡充に

より専門的なゲートキーパーの役割を担う人材育成を図ります。 

評価指標 現 況 

（令和 3（2021）年度）

計画目標 

（令和 4（2022）年度）

計画目標 

（令和 9（2027）年度）

「身近な人が悩みを抱えているように見え

たとき、その人の助けになろうと声をかけ、

話を聴こう」と思うし行動できる人の割合 

45.3％ 50％ 60％ 

ゲートキーパー関連研修の参加者数累計 

（平成 20（2008）年度から実施） 
59,656 人 65,000人 100,000人 
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（コラム６）ゲートキーパー 

 「ゲートキーパー」とは、悩んでいる人のサインに気づき、声をかけ、話を聴き、必要

な支援につなげ、見守る人のことです。「いのちの門番」とも言われます。 

 問題を抱えて悩んでいる人は、何らかの悩みのサインを発していることが多いと言われ

ています。そのため、家族や友人、同僚など周りの人が身近な人の悩みのサインに気づき、

適切な支援につないでいくことがとても重要です。 

 「ゲートキーパー」は、医師などの専門家だけがなるのではなく、誰でもなることがで

きます。 

 みなさんも大切な人のいのちを守るゲートキーパーとして、できることから始めてみま

せんか？ 

①自殺対策を支える人材の育成 

＜現状・課題＞ 

●令和 3（2021）年度までに実施したゲートキーパー研修の参加者数は累計で 59,656 人で

した。 

●市職員や福祉施設職員、教職員等の学校関係者、民間企業、いきいき支援センター等の相

談機関職員、民生委員や保健環境委員等の地域団体等の参加者数を増やすとともに、一般

市民がゲートキーパー研修を受けやすい環境づくりが必要です。 

●ゲートキーパーの養成を通じて、自殺や精神疾患、自死遺族の心情やいきづらさ、留意し

た方が良いこと等について正しい理解の促進を図っていくことが必要です。 

●ゲートキーパー研修を受講した方の活動に対する支援を検討していくことが必要です。 

＜主な取り組み＞ 

●自殺や精神疾患、自死遺族の心情やいきづらさ、留意した方が良いこと等について正しく

理解し、悩んでいる人のサインに気づき、声をかけ、話を聴き、必要な支援につなげ、見

守る人を増やしていけるようゲートキーパーの認知度向上に向けた普及啓発を図るため、

ゲートキーパーについて分かりやすく解説したハンドブックや研修動画を作成・配布する

とともに、一般市民向けのゲートキーパー研修を実施します。 

●かかりつけの医師等への研修や学校関係者等に対する研修への講師の派遣、大学・短期大

学関係者が情報交換を行う場を設ける等様々な形で人材育成を行います。 

●市職員をはじめとした関係機関の職員や地域で見守り支援を行う方や団体等に対し自殺

に関する基礎知識やゲートキーパーに関すること等の研修を実施することで、様々な関連

施策分野に携わる職員や関係者の人材育成を図るとともに、それぞれ自殺対策の一翼を担

っているという意識の共有を図ります。 

●保健センターの精神保健福祉相談員や保健師を対象として、精神保健福祉に関する研修を

実施することで基礎知識や相談技術の向上等を図ります。 
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●市内の企業に向けて、ゲートキーパー養成動画等の活用や啓発物品の配布等を行い、組織

内へのゲートキーパーの養成を推進します。 

●ゲートキーパー研修を受講した後に、一定の期間が経過したタイミングで研修の振り返り

や問題点および改善点の確認をするフォローアップの機会の設置等を検討します。 

●悩みを抱える方を支援する家族や知人、ゲートキーパー等を含めた支援者が過度の心理的

負担を抱えたり孤立しないよう、関係団体とも連携しながら、支援者に対する支援と地域

における連携を推進します。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

いのちの支援人材育成等事業 

（ゲートキーパー研修） 

一般市民向けの研修のほか、専門的な様々な分野の方

を対象とした研修会・講演会を開催。 

ゲートキーパー研修動画 

幅広い層にゲートキーパー研修を受講してもらえるよ

う、研修動画をウェブサイト「こころの絆創膏」等にお

いて配信。 

ゲートキーパー研修講師派遣事

業 

幅広い層にゲートキーパー研修を受講してもらえるよ

う、民間事業者などが開催する研修へ講師の派遣を実

施。 

かかりつけ医等心の健康対応力

向上研修 

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関す

る適切な診療の知識・技術および精神科医等の専門医

との連携方法等を習得するための研修を実施。 

市職員・関係職員の人材育成事

業 

市職員および関係職員への研修を実施するほか、イン

トラネット上で自殺対策に関する研修資料を掲載。 

企業向けゲートキーパーの普及

啓発 

企業向けにゲートキーパ―養成動画等の活用や、啓発

物品の配布等を行い、組織内へのゲートキーパーの養

成を推進。 
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② リスク要因を抱えた方への支援 

■精神疾患患者 

＜現状・課題＞ 

●令和 3（2021）年の警察庁の自殺統計によると、本市の自殺の原因・動機で最も多いのは

健康問題で、健康問題のうち 64.1％が精神疾患となっています。中でも、うつ病について

は健康問題のうちの 46.7％と最も割合が高くなっています。 

●うつ病をはじめとした気分障害、統合失調症、アルコール依存症などの精神疾患は自殺の

リスクを高めますが、適切な治療等により回復することが可能であり、精神疾患について

の正しい理解の促進を図り、適切な精神科医療等を受けられるようにすることが必要です。 

●また、うつ病は不眠や食欲がないなどの身体症状が出ることが多く、内科医等のかかりつ

けの医師を受診することが多い傾向にあります。そのためかかりつけの医師等が適切なう

つ病等精神疾患に関する診療の知識・技術及び精神科等の専門の医師との連携方法等を習

得する取り組みが必要です。 

●統合失調症は幻覚や妄想が特徴的な精神疾患ではありますが、そういった症状だけではな

く、病気を抱えるつらさや生活のしづらさなどの悩みを抱えており、適切な治療とともに

生活全般にわたる支援を受けられるようにすることが必要です。 

●思春期の子どものうつは、「うつ」という気分が子ども自身にもわかりにくく、うまく表

現できないことから、本人が気づかないことがあります。 

●アルコールや薬物、ギャンブル等の依存症は適切な支援により、回復が十分可能な疾病で

すが、専門医療機関・専門医不足等から依存症患者が必要な支援を受けられていない状況

にあります。そのため行政・精神科医療機関等・民間支援団体・依存症家族の連携による

包括的な支援体制の整備が必要です。 

＜主な取り組み＞ 

●各区の保健センターや精神保健福祉センター（ここらぼ）等において精神保健福祉相談を

実施しています。また夜間及び土日に市内中心部でうつ病等に関するメンタルヘルス相談

を行う「こころの健康（夜間・土日）無料相談」を実施します。 

●精神保健福祉センター（ここらぼ）において、思春期に起こりがちな心の健康に関する諸

問題について保健センター職員や高等学校教員等を対象とした研修を実施しています。ま

た思春期に起こる様々な悩みやこころの不調、こころの病気を抱えている本人やその家族

等を対象に「思春期の精神保健相談」を実施します。  
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●依存症患者が適切な支援を受けられるようにするため、精神保健福祉センター（ここらぼ）

が「名古屋市依存症相談窓口」を設けて相談対応にあたっています。また、アルコールや

薬物の問題に悩む家族を対象に正しい知識や接し方を学ぶ「依存症家族のつどい」を実施

します。 

●依存症に関する専門的な治療を行っている医療機関を依存症専門医療機関や依存症治療

拠点機関として選定するとともに、依存症当事者や家族、依存症に関する問題に取り組む

民間団体への支援を実施します。 

●うつ病と診断された方の家族を対象に正しい知識や接し方を学ぶ「うつ病家族教室」を実

施します。 

●精神科病院に入院中の措置入院者等の地域移行を促進し、精神障害者が、適切な治療や支

援を受けながら、地域の一員として自分らしい生活を営むことができるよう、保健・医療・

福祉関係者による協議の場を設置し、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

に向けた取り組みを実施します。 

●うつ病の早期発見・早期治療の取り組みを進めるため、かかりつけの医師等に対し、うつ

病等精神疾患に関する適切な診療の知識・技術及び精神科等の専門の医師との連携方法を

習得する研修を実施します。 

●精神障害のために自傷他害のおそれのある精神障害者又はその疑いのある方に関する警

察官の通報に 24時間対応します。また、愛知県と共同で、精神障害者及びその家族等か

らの電話による緊急的な相談に 24時間体制で応じ、必要な受診調整等を行う精神科救急

情報センターを運営するとともに、夜間及び休日等において精神科疾患の急性発症若しく

は症状の急変により医療が必要となった者に対して、入院を含む診療応需の体制を整備す

る精神科救急医療対策事業を行います。 

●こころの健康について相談できる「名古屋市こころの健康（夜間・土日）無料相談」の充

実に努めます。 

●保健センターや精神保健福祉センター（ここらぼ）と医療機関等の連携を進め、未受診・

治療中断者などきめ細かい支援が必要な方に対応できる体制を目指します。 
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

精神保健福祉相談 

保健センターにて毎週精神科嘱託医によるこころの健

康相談を実施するほか、精神保健福祉相談員、保健師等

によるこころの健康に関する相談・訪問指導を実施。 

こころの健康（夜間・土日）無料

相談 

電話および LlNE による相談を実施。また必要に応じ、

平日夜間および土日に精神科医等の専門家によるメン

タルヘルス相談を実施。 

思春期精神保健関係者研修 

思春期に起こりがちな心の健康に関する諸問題を主な

内容とし、保健センター職員や高等学校教員等を対象

に、専門職として資質の向上を図るために研修を実施。 

思春期の精神保健相談 
思春期の子どもやその家族等に思春期の心の問題に関

する精神科医等による相談を実施。 

依存症相談 
アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存で悩んでいる

方やその家族を対象にした相談を実施。 

依存症家族のつどい 

依存症相談を利用した家族を対象として、本人への接

し方を学んだり家族同士の交流を目的としてつどいを

実施。 

依存症関連問題支援事業 

アルコール・薬物・ギャンブル等依存症を抱える当事者

が健康的な生活を営むことができるよう、依存症問題

の改善に取り組む民間団体の活動に要する経費の助

成。 

うつ病等家族教室 

うつ病患者の家族等がうつ病等に関する正しい知識や

うつ病患者への接し方を学び、家族同士で交流する教

室を開催。 
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■自殺未遂者 

＜現状・課題＞ 

●警察庁の自殺統計によると、令和 3（2021）年の本市の自殺者のうち、自殺未遂歴のある

方の割合は 21.8％（男性 15.4％、女性 31.4％）となっています。 

●自損行為により救急搬送された方は令和 3（2021）年では 890 人にのぼります。自殺未

遂者は、自殺対策においては重要なハイリスク群であり、自殺未遂者の再企図を防止する

取り組み、およびその家族等に対する支援が必要です。 

●自殺念慮を抱えていたり、未遂を経験した人の援助要請行動を高め、リスクを低下させる

ことが重要です。 

＜主な取り組み＞ 

●自殺未遂者やその家族等に必要な支援やケアが提供される支援体制を整備することを目

的として、地域の精神科医療機関を含めた保健医療福祉等の関係機関のネットワークを構

築するための地域連携マニュアル「ガイドブック常備薬こころの絆創膏」を作成・配布し

ます。また、救急医療機関へ搬送された患者および家族を適切に支援するための救急医療

機関等へ向けたマニュアルの整備を図ります。 

●自殺未遂者等への対応や連携に関する研修会等を実施します。 

●自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人向け及び家族向けのリーフレットを作成し、医療機

関、相談機関等に配布します。 

●精神障害のために自傷他害のおそれのある精神障害者又はその疑いのある方に関する警

察官の通報に 24時間対応します。また、愛知県と共同で、精神障害者及びその家族等か

らの電話による緊急的な相談に 24時間体制で応じ、必要な受診調整等を行う精神科救急

情報センターを運営するとともに、夜間及び休日等において精神科疾患の急性発症若しく

は症状の急変により医療が必要となった者に対して、入院を含む診療応需の体制を整備す

る精神科救急医療対策事業を行います。 

●医療機関、相談機関との連携をより一層強化するとともに、自殺未遂者を支える家族や支

援者等への支援を充実し、自殺未遂者の再度の自殺企図の防止を図ります。 
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

地域連携マニュアル「ガイドブ

ック常備薬こころの絆創膏」の

作成・配布 

各分野で支援に関する機関の情報を共有し、悩んでい

る方とそれぞれの悩みに応じた支援先の連携を促進す

るためのマニュアルを作成・配布。 

自殺ハイリスク者等支援研修会 

相談窓口の担当者等の支援者を対象として自殺未遂者

を含む自殺ハイリスク者等への対応等に関する研修会

を実施。 

自殺未遂者向けリーフレットの

作成・配布 

自殺未遂者の再企図を防ぐため、本人向け及び家族向

けのリーフレットを作成し、医療機関、相談機関等に配

布。 
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■慢性疾患等の重篤患者 

＜現状・課題＞ 

●令和 3（2021）年の警察庁の自殺統計によると、本市の自殺の原因・動機で最も多いのは、

健康問題で、そのうち 31.0％が身体の病気を原因・動機とするものとなっています。 

●慢性疾患等の重篤な身体の病気を抱えた方は、身体的苦痛のみならず、病気の進行等に対

する心理的不安、離職や医療費負担による経済的不安などの精神的苦痛を抱えていること

が多く、これらを原因とする抑うつ状態の継続が自殺のリスク要因になると言われていま

す。 

●うつ病は不眠や食欲がないなどの身体症状が出ることが多く、内科医等のかかりつけの医

師を受診することが多い傾向があることから、地域のかかりつけの医師等に対し、適切な

うつ病等精神疾患に関する診療の知識・技術及び精神科等の専門医師との連携、家族から

の話や悩みを聞く姿勢等を習得する研修を実施することで、うつ病等精神疾患の早期発

見・早期治療のための対策が必要です。 

＜主な取り組み＞ 

●うつ病の早期発見・早期治療の取組を進めるため、かかりつけの医師等に対し、適切なう

つ病等精神疾患に関する診療の知識・技術及び精神科等の専門の医師との連携方法等を習

得する研修を実施します。 

●名古屋市がん相談・情報サロン「ピアネット」において、がん患者及びその家族等に対し、

ピアサポーター等による相談、患者交流会、地域のがん医療情報の提供を行います。 

●難病患者やその家族の方を対象に保健センター保健師等による面接や訪問相談を行って

います。また患者交流会等を実施し、患者や家族が抱える療養上の悩みや相談に対応しま

す。 

●患者への服薬指導や薬学管理を通じて、適切な薬物療法の提供等をすることで、自殺への

結びつきを防ぐとともに、患者のメンタルヘルスの異変に気付き、適切な対応を取ってい

ただけるよう、名古屋市薬剤師会の会員に対して、ゲートキーパー研修を実施します。 

●慢性疾患等の重篤患者が抱える療養上の悩みや経済問題などの複合的な相談に対応でき

るよう関係機関の連携を図ります。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

かかりつけ医等心の健康対応力

向上研修 

かかりつけの医師等に対し、うつ病等精神疾患に関す

る適切な診療の知識・技術および精神科医等の専門医

との連携方法等を習得するための研修を実施。 

名古屋市がん相談・情報サロン

「ピアネット」の運営 

がん患者及びその家族等にピアサポーター等による相

談、患者交流会、地域のがん医療情報の提供。 

難病訪問相談支援事業・難病患

者医療生活相談事業 

難病患者及びその家族等に保健センター保健師等によ

る面接や家庭訪問・患者交流会（集い）を実施し、患者

や家族が抱える療養上の悩みや相談に対応。 
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■生活困窮者 

＜現状・課題＞ 

●生活困窮者は、経済的な問題以外にも、社会や家族からの孤立や心身の不調など多様かつ

広範な問題を複合的に抱えていることが多くなっています。また、様々な問題を抱える自

殺リスクの高い人たちであることを認識した上で、効果的な生活困窮者支援をする必要が

あります。 

●「こころの健康に関するアンケート」では、物質的・金銭的な支援をしてくれる人がいな

いと思う人ほど、希死念慮を抱く割合が高くなる傾向が見られました。 

＜主な取り組み＞ 

●名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンターにおいて、生活困窮者が抱える多様で複合的

な問題について相談に応じ、必要な情報提供及び助言を行うとともに、支援方針や内容等

を記載した具体的な支援プランを作成するなど、自立に向けた相談支援を一体的に行いま

す。 

●生活困窮を担当する相談機関や関係機関の職員に対して、ゲートキーパー研修を実施しま

す。 

●子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることがないよう、貧困の状況に

ある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図るため、

ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学生に対して学習支援事業を、高校生

世代に対して学習・相談支援事業を実施し、学習及び進学の意欲の増進を図ります。 

●生活困窮者が抱える多様で複合的な問題に対応できるよう関係機関の連携を図ります。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

名古屋市仕事・暮らし自立サポ

ートセンターの運営 

生活に困窮している方が抱える複合的な課題に応じた

相談支援を行う窓口として、就労支援や家計再建に向

けた支援を一体的に実施。また、対象者を早期に把握し

適切な支援につなぐために、地域連携の推進やアウト

リーチ支援を実施。 

中学生の学習支援 

ひとり親家庭、生活保護世帯及び生活困窮世帯の中学

生を対象に、学習及び進学の意欲を増進し、学習習慣を

身につけさせる支援を行う学習支援を実施。 

高校生世代への学習・相談支援

事業 

中学生の学習支援事業に参加した高校生等の中退防止

や将来の不安や悩みに対応するため、進学後の学習支

援や職業・進路等の悩みに対する巡回相談を行うとと

もに、個別支援が必要な子どもを適切な支援につなぐ

事業を実施。 
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■多重債務者 

＜現状・課題＞ 

●返済困難な借金を抱えている人は、経済的な問題だけでなく、離婚などの家庭問題を始め

複数の問題を抱えていることが多く、ストレスによる精神的な不調に陥りやすい状態にあ

ります。 

＜主な取り組み＞ 

●多重債務者と接する機会のある関係課で構成する「多重債務問題対策庁内連絡会議」を開

催し、連携と情報の共有を図ります。また、抱えている複数の問題に対応するため「多重

債務問題対策庁内連絡会議」の関係機関と連携を図ります。 

●自殺の一つの要因でもある多重債務問題に関して、消費生活センターにおいて、愛知県弁

護士会及び愛知県司法書士会と連携して、相談窓口を設置します。 

●愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会、法テラス愛知等の専門機関による出展など、事業

者団体・消費者団体・大学・行政が一体となったイベントを開催する等、多重債務者の発

生予防に向けた啓発や相談窓口の周知を図ります。 

●相談者の方のメンタルヘルスの異変に気付き、適切な対応を取っていただけるよう、身近

な法律の専門家として様々な相談に乗る愛知県司法書士会の会員に対して、ゲートキーパ

ー研修を実施します。 

●福祉関係や労働関係等の各相談窓口での連携を図ります。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

消費生活相談「サラ金・多重債務

法律相談」 

自殺の一つの要因でもある多重債務問題に関して、消

費生活センターにおいて、愛知県弁護士会及び愛知県

司法書士会の協力を得て、相談窓口を開設。 

名古屋市消費生活フェア 

愛知県弁護士会及び愛知県司法書士会、法テラス愛知

等の専門機関による出展など、事業者団体・消費者団

体・大学・行政が一体となってイベントを開催。 

高齢消費者等見守り支援講座

（出張講座） 

消費者被害に遭いやすい高齢者等を地域で見守る福祉

関係事業者などに対し金融トラブル、悪質商法など消

費者問題に関する講座を開催。 
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■ＤＶ被害者 

＜現状・課題＞ 

●「配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力」（Ｄｏｍｅｓ

ｔｉｃ Ｖｉｏｌｅｎｃｅ（ドメスティック・バイオレンス）。）は、心身の健康に大きな

影響を及ぼすと言われています。被害者は、繰り返される暴力の中でうつ病やＰＴＳＤ（心

的外傷後ストレス障害）等の障害を抱えることもあり、また、加害者からの探索の恐怖、

経済的な問題、将来の不安等により精神的に不安定な状態となる場合もあります。 

●ＤＶは家庭内で行われることが多く、外部から発見することが困難であるうえ、被害者も

子どものことを考えたり、経済的な不安等様々な理由から支援を求めることをためらいが

ちになります。 

＜主な取り組み＞ 

●配偶者暴力相談支援センターや男女平等参画推進センター「イーブルなごや相談室」で電

話相談等を実施します。 

●配偶者暴力相談支援センター及び社会福祉事務所において被害者からの相談に対応し、被

害者の保護及び自立支援等を行います。 

●11 月 12 日から 25 日の「女性に対する暴力をなくす運動」期間においてパープルリボン

キャンペーンを実施する等、暴力の根絶のための啓発活動を実施します。 

●被害者がひとりで問題を抱え追い込まれることのないよう関係機関と緊密な連携を図る

など、被害者等の保護や自立に係わる総合的な支援に取り組みます。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

配偶者暴力相談支援センター 
配偶者からの暴力被害者の保護のため、被害者からの

相談、自立支援等を実施。 

「イーブルなごや相談室」女性

のための総合相談（男女平等参

画推進センター） 

女性の専門相談員が女性が日常生活の中で直面する悩

みや不安を受け止め、性別役割的な価値観等を捉え直

しながら、主体的な問題解決を目指す相談を実施。 
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（コラム７）ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）は、配偶者やパートナーなどからの暴力・虐

待のことです。また、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。 

暴力とは、殴る蹴るなどの身体的暴力だけを指すのではありません。人格を否定する

ような暴言や交友関係を細かく監視するなどの精神的な嫌がらせ、自分や家族に危害が

加えられるのではないかといった恐怖を与えるような脅迫（心理的攻撃）、生活費を渡

さない、外で働くことを制限する（経済的圧迫）、嫌がっているのに性的な行為を強要

すること（性的強要）なども暴力です。 

○DV 行為の例 

＜身体的暴行＞  

・殴る、蹴る ・物を投げつける ・身体を傷つける可能性のある物で殴る 

・刃物などを突きつける ・髪をひっぱる、突き飛ばす、首を絞める 

・熱湯をかける（やけどさせる） 

＜心理的攻撃＞  

・大声でどなる、ののしる、物を壊す ・何を言っても長時間無視し続ける 

・ドアを蹴ったり、壁に物を投げつけたりして脅す 

・人格を否定するような暴言を吐く 

・暴力行為の責任をパートナーに押しつける 

・子供に危害を加えるといって脅す ・SNS などで誹謗中傷する 

・交友関係や電話・メールを細かく監視する 

・行動や服装などを細かくチェックしたり、指示したりする 

・家族や友人との関係を制限する ・他の異性との会話を許さない 

＜経済的圧迫＞ 

・生活費をわたさない ・デート費用など、いつもパートナーにお金を払わせる 

・お金を借りたまま返さない ・パートナーに無理やり物を買わせる 

＜性的強要＞ 

・無理やり性的な行為を強要する ・避妊に協力しない 

・見たくないのに、ポルノビデオやポルノ雑誌を見せる 

・避妊に協力しない ・中絶を強要する 

注：例示した行為は、相談の対象となり得るものを記載したものであり、すべてが配

偶者暴力防止法第 1条の「配偶者からの暴力」に該当するとは限りません。 

身体に対する暴力は被害者の身体を傷つけるだけでなく、命にかかわる危険もあり

ます。暴力を受けない状態になってからも、暴力を受けていたときの恐怖が消えず、

情緒不安定になったり、PTSD（心的外傷後ストレス障害）になったりするなど、心の

健康を害してしまうケースもあります。 

また、子供がいる家庭では、父親が母親に暴力をふるう現場を子供が目撃したり、

子供も暴力をふるわれたりすることもありますが、このような家庭環境では子供の安

全や健やかな成長発達に多大な影響を及ぼすおそれがあります。パートナーに暴力を

ふるうという問題がある家庭に子供が育つことは、子供がその暴力を直接目撃するか

どうかにかかわらず、子供に心理的外傷を与えるおそれがあり、児童虐待のうち心理

的虐待にあたります。 

「政府広報オンライン」からの転載 
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■児童虐待被害者 

＜現状・課題＞ 

●児童虐待は、子どもの心身の発達や人格の形成など、将来に渡る重大な影響を与えること

により、自殺のリスク要因ともなり得ます。 

●児童虐待から子どもたちを守るため、児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応及び虐待

を受けた子どもの自立支援に、切れ目なく関係機関が緊密な連携を図りながら取り組んで

いく必要があります。 

＜主な取り組み＞ 

●児童虐待防止推進月間として定める 5 月、11 月にオレンジリボンキャンペーンを実施す

る等、児童虐待防止や相談窓口の広報、啓発を行うとともに、母子保健事業と連携して、

妊娠期からの切れ目のない支援を行うことなどにより、児童虐待の未然防止と早期発見を

図ります。 

●「なごやっ子 SOS」において、保護者、児童本人及び電話による相談を希望する者に児童

虐待に関することのみならず、子育てに関する悩みや不安に関する相談を、電話により 24

時間・365 日の体制で受け付ける電話相談事業を実施します。 

●児童虐待に迅速・的確に対応し、児童や様々な困難を抱える保護者に対して適切な支援や

ケアを実施することで子どもの安全で健全な発達環境を保障していくために、児童相談所

や社会福祉事務所等の体制強化や専門性の向上に取り組みます。 

●児童養護施設等に入所している児童及び退所した児童の自立を支援するため、入所児童へ

の精神面へのケアとともに、学習支援や就労等の自立支援を実施するほか、退所後のアフ

ターフォローに継続的に取り組みます。 

●関係機関が緊密な連携を図りながら児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応及び虐待を

受けた子どもの自立支援に取り組みます。 
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

名古屋市児童を虐待から守る条

例の推進（オレンジリボンキャ

ンペーン等） 

児童虐待防止推進月間を中心に、児童虐待防止の講演

会、オレンジリボンキャンペーンなどの広報・啓発等を

実施。 

なごやっ子ＳＯＳ 

児童虐待や子育てに関する悩み・不安に関する相談を、

電話により 24時間・365 日の体制で受け付ける電話相

談事業を実施。 

児童相談所の体制強化 

被虐待児や虐待をした親への十分なケアを実施するな

ど、本市の子どもの安全で健全な発達環境を保障して

いくために、児童福祉司の増員など児童相談所の体制

を強化。 

乳児院による児童虐待防止のた

めの訪問支援 

乳児院に専任の育児指導担当職員を配置し、家庭訪問

による養育に関する相談や、乳児院の機能を活かした

支援等を通じて、養育に関する負担感や不安感を軽減

するとともに、児童虐待の再発防止及び未然防止につ

なげる。 

社会福祉事務所における児童虐

待等への機能強化 

社会福祉事務所における子ども家庭相談の体制を強化

し、児童虐待などへの対応を拡充。 

児童虐待防止における関係機関

の連携 

児童虐待等の問題解決のため、連絡調整および情報交

換を実施するとともに、社会福祉事務所、児童相談所、

保健センター等の情報共有を迅速・的確に実施。 

児童養護施設等に入所している

児童及び退所した児童への自立

支援 

児童の自立を支援するため、児童養護施設などの入所

児童への学習支援、児童養護施設などを退所する児童

や退所した児童への就労等の自立支援を実施。 
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■犯罪被害者等 

＜現状・課題＞ 

●犯罪被害者等は、犯罪等により、生命を奪われ、家族を失い、傷害を負わされ、財産を奪

われるといった被害を受けるほか、医療費の負担や収入の途絶等により、経済的に困窮す

ることがあります。また、加害者から逃れるために住居を移す必要が生じることや、刑事

手続きに伴う負担についての雇用主等の無理解から、雇用関係の維持に困難を来すことも

あります。 

●さらに、犯罪等により直接生じる精神的・身体的・財産的被害のみならず、自分や家族が

犯罪等の対象になったという事実からも精神的被害を受けたり、将来再被害を受けること

に対する恐怖・不安を抱いたり、捜査・公判の過程、医療、福祉等の場で配慮に欠ける対

応により、いわゆる二次的被害を受けることがあります。 

＜主な取り組み＞ 

●名古屋市犯罪被害者等支援条例に基づき、関係機関との適切な役割分担を踏まえて、総合

支援窓口の設置、経済的・精神的支援、広報啓発・人材育成を柱とした、犯罪被害者等に

対する支援を実施するとともに、関係機関との連携を図ります。  

●名古屋市犯罪被害者等総合支援窓口において、専任の職員が犯罪被害等により生じた不安

や問題などの相談にお応えするとともに、区役所などへの手続きに同行するほか、状況や

要望に応じて関係機関を案内しています。  

●犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害に係る経済的負担の軽減を図るとともに、精神的

被害から回復することができるよう、一定の犯罪被害者等へ支援金・見舞金の支給を行う

ほか、日常生活や居住等の支援を行っています。  

●犯罪被害者等の置かれている状況、二次的被害の発生防止の重要性などについて理解を深

めることができるよう市民向け講座を実施するとともに、犯罪被害者等の支援を行う人材

を育成するための研修等を行っています。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

名古屋市犯罪被害者等支援 

犯罪被害者等基本法と名古屋市犯罪被害者等支援条例

に基づき、関係機関との適切な役割分担を踏まえて、総

合支援窓口の設置、経済的・精神的支援、広報啓発・人

材育成を柱とした、犯罪被害者等に対する支援を実施。 
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■災害被災者 

＜現状・課題＞ 

●災害により、家族等の大切な人を亡くすこと等により、大きな心理的負担を抱え、また、

将来の不安などから、うつ病等の精神疾患を発症することがあります。 

＜主な取り組み＞ 

●大規模自然災害等の発災時等に精神医療機関の支援、被災者の心のケアができるよう、関

係職員等を対象とした研修を実施します。 

●災害時には、被災者のこころの健康を保持するため、保健センター及び精神保健福祉セン

ター（ここらぼ）に電話相談窓口を設置します。 

●災害時には、被災体験や治療の中断による精神症状の憎悪、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレ

ス障害）、避難所等での生活の長期化に伴うストレスの増大やアルコ－ル関連問題、スタ

ッフ・ボランティア等の精神的健康の保持増進等に対応するため、精神保健福祉センター

（ここらぼ）を中心として、避難所等を定期的に巡回し相談に応じます。 

●大規模な自然災害等により多数の被災者が発生した場合に、迅速かつ適切なこころのケア

活動の具体的な行動がとれるよう、災害時のこころのケア体制について整備します。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

災害時精神医療活動研修 

大規模自然災害等の発災時等に精神医療機関の支援、

被災者の心のケアができるよう、関係職員等を対象と

し、研修を実施。 



- 63 - 

■複合的に重なるリスク要因 

＜現状・課題＞ 

●家庭問題（家族関係の不和、介護・看護疲れ等）、経済・生活問題（倒産、失業、生活苦

等）、セクシュアル・マイノリティ等への偏見や差別など様々な社会的問題がリスク要因

となり得ます。さらに、これまで見てきたリスク要因の他にもひきこもりや性暴力被害な

ど多様なリスク要因があり、社会的問題、個人の心理的問題等とも密接に関連しています。

そして、自殺の背景にはそれぞれが複合的に重なっていることが多いとされています。 

●複数のリスク要因を抱えることで追い詰められた末の心中等につながる恐れがあるため、

行政・精神科医療機関等・民間支援団体の連携による包括的な支援体制の整備が必要です。

また、複合的な自殺のリスク要因に対応していくためには、各リスク要因に対し行ってい

る施策や関係相談機関、支援団体等の連携を推進する必要があります。 

●近年、トラウマインフォームドケアの普及も図られているところでもあり、支援機関の職

員のトラウマを抱える人への基本的な対応技術の習得も必要です。 

＜主な取り組み＞ 

●自殺対策を総合的かつ円滑に推進することを目的とした「自殺対策推進本部会議」などの

庁内会議の開催や、関係機関、民間団体、学識経験者等で構成する「自殺対策連絡協議会」

の開催等により連携を図ります。 

●「自殺対策関係相談機関等ネットワーク会議」の開催や地域連携マニュアル「ガイドブッ

ク 常備薬こころの絆創膏」の配布、ウェブサイト「こころの絆創膏」への各種相談窓口

の掲載等により、各相談機関相互の連携促進を図ります。 

●属性を問わない相談支援、参加支援及び地域づくりに向けた支援を一体的に行う「重層的

支援体制整備事業」の実施など地域共生社会の実現に向けた取り組みを始めとした各種施

策との連携を図ります。 

●セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）の当事者や周りの方々が相談できる窓口を設

置することで、当事者の生きづらさの解消や、セクシュアル・マイノリティへの正しい理

解の促進を図ります。 

●愛知県弁護士会と連携し、暮らしの中の法律問題、職場の人間関係、こころの健康に関す

る悩みなどを同時に相談できる無料相談会を開催します。 

●多様なニーズに対応するため、ＳＮＳ等を活用した相談事業を拡充し、相談者が相談しや

すく、また、効果的な支援が可能となるような仕組みの構築を進めます。 

●それぞれの自殺のリスク要因に対する施策や関係相談機関等の連携の強化を図ります。 

●支援機関の職員等がトラウマを抱える人への基本的な対応技術を習得できる機会につい

て検討します。  
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＜主な施策＞ 

取組 内容 

自殺対策連絡協議会 

自殺対策の取組みに関して関係機関および民間団体等

との意見交換および意見聴取を行い、本市における自

殺対策を総合的に推進するため、名古屋市自殺対策連

絡協議会を開催。 

自殺対策関係相談機関等ネット

ワーク会議 

自殺対策に関する相談機関の連携強化を図るための会

議を開催。 

地域連携マニュアル「ガイドブ

ック常備薬こころの絆創膏」の

作成 

保健医療福祉等関係機関が連携するためのマニュアル

を作成・配布。 

ウェブサイト「こころの絆創膏」

の運営 

悩みに応じた相談機関の紹介、うつ病に関する知識や

精神科医療に関する問答を掲載したウェブサイト「こ

ころの絆創膏」を運営。 

重層的支援体制整備事業 

包括的相談支援チームにより、属性や世代を問わない

相談の受け止め、アウトリーチによる課題の早期発見、

継続的な伴奏支援、地域住民や相談支援機関との協働

のコーディネートなどを実施。 

名古屋市セクシュアル・マイノ

リティ電話相談 

セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）の当事者や

周りの方々を対象とした相談を実施。 

暮らしとこころのお悩み相談会 

愛知県弁護士会と連携し、暮らしの法律問題やこころ

の健康に関する悩みを同時に相談できる無料相談会を

実施。 
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（３）自死遺族に対する支援 

家族、親族や友人、同僚等といった身近な方を自死により亡くした自死遺族の方は、悲し

みや寂しさだけでなく、自責感、怒り、無力感などの苦しく複雑な感情の変化が起こります。 

また、親など大切な人を自死で亡くした子どもは、自分の感情を言葉でうまく表現するこ

とができず、行動面や身体面に大人とは異なる様々な変化がみられることがあります。 

さらに、自殺に対する偏見や自死遺族への周囲の理解や知識の不足等により、親族や友人、

職場の同僚等身近な人に対しても、苦しさや悩みを打ち明けられず心理的に孤立する等、特

有の苦しみを抱えることがあります。 

そうした苦しみに加えて、生計の維持や子育ての不安等の生活上の問題や、債務、労災、

損害賠償等といった法律上の問題等を抱えることも多く、そうしたことから精神的な不調を

来たし、それが長期にわたり継続することもあります。 

そのため、市民への自死遺族に対する理解の促進と支援の充実を図ります。 

計画期間中（令和 5（2023）年度から令和 9（2027）年度）に重点的に行う取り組み 

・市民が自死遺族の心情等を理解し、寄り添うことができるよう、また市職員、学校関係者、

各相談機関職員等が自死遺族に対し適切な配慮や対応ができるように啓発、研修の実施等の

充実を図ります。 

・自死遺族の方が抱える生活上・法律上の問題や精神的な不調等について相談できる場や各

相談機関・自助グループ等の情報周知の充実を図ります。 

＜現状・課題＞ 

●「こころの健康に関するアンケート」では、親族・友人・職場の同僚など身近な人を自

死により亡くした経験を持つ方は 29.6％となっています。 

●自死遺族に対するこころのケアをはじめ、継続的な支援を行うとともに、民間団体と連

携して自死遺族への理解を深める取り組みが必要です。 

●自死遺児の中には、ケアを要する家族がいて、ヤングケアラーとなる場合がありますが、

そうした場合に支援を受けられるよう、適切な情報の周知や支援を行っていくことが必

要です。 

●自殺者及び親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、不当に侵害されることのないよ

う、自死遺族支援に取り組むことが必要です。 

●遺族の声を聞く機会を設ける等により遺族等の意向を丁寧に確認し、遺族等に寄り添っ

た適切な事後対応を行っていくことが必要です。 
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＜主な取り組み＞ 

●精神保健福祉センター（ここらぼ）において、自死遺族に対する相談支援を実施してい

ます。また、精神保健福祉センター（ここらぼ）の自死遺族相談を利用された方のうち、

継続的なこころのケアが必要な方に、市内大学の心理学研究室等において無料カウンセ

リングを実施します。 

●リーフレットやウェブサイト「こころの絆創膏」において、身近な人を自死で亡くされ

た方が感じる心理面の変化等の説明や各種相談窓口、自助グループの情報等を提供しま

す。 

●自死遺族の心情やいきづらさ、留意した方が良いこと等について、市民、市職員、学校

関係者、各相談機関等の理解の促進を図るため、セミナーの実施やゲートキーパー研修

等の中で啓発を行います。 

●自死遺族等が直面する行政上の諸手続や法的問題への留意事項をとりまとめた「自死遺

族等を支えるために～総合的支援の手引き」（平成 30年 11 月）を活用し、ウェブサイ

トにおいて必要な情報の提供を図ります。 

●自死遺児に対する理解において、教職員の資質向上のための研修等を実施します。 

●自死遺児自身がヤングケアラーとならざるを得ない場合に支援を受けられるよう、関係

者向け研修を実施する等、適切な情報の周知や支援を図ります。 

●市民、市職員、学校関係者、各相談機関等の自死遺族に対する理解の促進と自死遺族支

援の充実のため、自死遺族の方々の心情に配慮しながら取り組みを推進します。 

＜主な施策＞ 

取組 内容 

自死遺族相談 自死遺族を対象にしたこころの相談（面接）を実施。 

自死遺族カウンセリング 

自死遺族相談を利用した方のうち、継続的なこころの

ケアが必要な方に、市内大学の心理学研究室等に委託

し、無料カウンセリングを実施。 

自死遺族向けリーフレットの作

成 

自死遺族等のための各種相談窓口や民間団体の連絡先

等を掲載したリーフレットを作成し、遺族等が必要と

する支援策にかかる情報を提供。 

いのちの支援人材育成等事業 

（自死遺族支援セミナー） 

自死遺族に寄り添うために自死遺族の心情やいきづら

さ、留意した方が良いこと等について学ぶセミナーを

実施。 


